
総 務 文 教 常 任 委 員 会 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   

Ｒ８．１．２１（水） 

午前１０時～ 

全員協議会室 

 

１　開　議 

 

２　案　件 

（１）行政報告 

政策企画部　　　　　　　　　　　　　　　　　  　１０：００～１０：５０ 

○毘沙門荘整備について 

〇開庁時間短縮について 

〇地域商社設立について 

生涯学習部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０：５０～１１：１０ 

　　〇令和７年度　保津ケ丘文化センター・児童館耐震診断結果について 

〇令和７年度　旧犬甘野児童館解体について 

〇旧別院中学校の利活用について 

総務部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　１１：１０～１１：３０ 

〇カーシェルター野水設置条例について 

〇亀岡市消防団アンケート結果について 

会計管理室　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１：３０～１１：４５ 

〇余部町谷川尻他地内に係る市有地境界確定調査測量等業務について 

教育部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　１１：４５～１２：００ 

〇令和７年度 かめおか児童クラブアンケート結果について 

 

３　この１年間を振り返って　　　　　　　　 １３：００～１４：００ 

　  ～第１８期後期１年目を振り返って～ 

 

４　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　 　１４：００～１４：１５ 

（１）来年度行政視察先について 

（２）次回の日程について 
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【毘沙門荘整備について】 

 

１．事業概要 

宗教法人大本所有の毘沙門荘について、文化交流体験施設として整備を行い、

国際交流や日本文化体験による文化交流発信及び関係人口の創出を目指す。 

また、本施設を核としたまちのにぎわいと地域の魅力を創出するとともに、文

化芸術をはじめとする本施設での様々な文化体験や、担い手不足解消のための

地域との交流拠点としての機能を持たせる。 

（１）日本の文化に触れる宿泊・交流施設 

　　　宿泊だけでなく、インバウンドや観光客による文化体験や国際交流が行 

える。 

（２）川東地域の地域資源（寺社仏閣・店舗・工房等）のネットワーク化 

　　　毘沙門荘を川東地域の観光交流拠点とし、点在する地域資源を結ぶ役割 

を担う。 

（３）関係人口による積極的な地域の魅力発信 

　　　関係人口（ふるさと住民登録者等）により地域の担い手不足に解消する。 

　　　また、関係人口を活用し、地域の魅力発信に繋げる。 

 

２．事業費（予定） 

　拠点整備事業：321,192 千円 

　＜内訳＞ 

　・令和８年度： 22,940 千円（実施設計） 

・令和９年度：298,252 千円（工事費）  

【財源】：地方創生交付金（1/2）、一般補助施設整備事業債（90%） 

 

３．スケジュール（予定） 

　・令和８年度：実施設計 

　・令和９年度：改修工事 

　・令和１０年度：供用開始 
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１．毘沙門荘母屋
①大座敷・土間（水色着色部）
日本文化体験事業や食や芸術等に関する
ワークショップの実施、地域住民や観光
客が交流するスペースとして活用する

②客室（黄緑色着色部）
国際交流のための賓客や観光客の宿泊ス
ペースとして活用する

３．毘沙門荘長屋門
・観光案内所として活用
地域内の観光資源の情報の集約及
び発信を行う

・関係人口案内所として活用
ボランティアしたい・地域活動や
農業等に人手がほしい人々をマッ
チングさせる機能を持たせる

・宿泊に係るリネン・備品庫

４．離れ
宿泊・文化体験事業の備
品・リネン室
当該施設管理者事務室

２．土塀・裏門修繕・庭
老朽が激しい土塀・裏門につ
いて雰囲気を残したまま修繕
等を行う

庭園を活かした事業やレセプ
ションなどを実施する
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（亀岡市役所では開庁時間を短縮し、行政サービスの向上と働きやすい職場環境づくりを目指します） 

 

京都府亀岡市（市長:桂川孝裕）は、令和８年５月１日から、行政サービスの向上と働きやすい職場環境づくりを

目的とし、原則全ての窓口サービスを対象とした市役所等の開庁時間を午前 9 時から午後 4 時 30 分までに

短縮します。 

 

■特徴：市民課窓口のみ対象の試行実施から本格実施（全窓口対象）に切り替わります 

 

今回の開庁時間の短縮は原則全ての窓口を対象とした

本格実施となります。 

これまで、市民課窓口のみを短縮の対象とした試行実

施を令和 7 年 10 月から実施しておりましたが、大きな

混乱もなく、市民への浸透も進んできていることから、

令和８年５月１日からは本格実施に切り替え、一部の施

設や業務を除き、原則全ての窓口を対象に開庁時間の

短縮を実施することとします。 

 

 

 

　　　　　（市民課では試験的に窓口短縮を実施中） 

 

亀岡市役所の開庁時間の短縮について 

 

持続可能な行政サービスの推進、次世代の市役所づくりを目指します 

メインビジュアル 

※事業を象徴するような画像を入れる

ビジュアル 1 

※なるべく入れる

資料 2 
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■開庁時間の短縮の概要 

 

 

■実施の背景：持続可能な行政サービスの推進、次世代の市役所づくりを目指して 

 

これまで、市役所本庁舎等の受付時間は、職員の就業時間と

同じ午前 8 時 30 分から午後 5 時 15 分までであり、窓口の

準備や残務処理のため、日常的に時間外業務が発生してい

ました。 

受付時間を短縮することで、それらの業務を就業時間中に完

了させるとともに、行政サービスのデジタル化を推進し、市民

がいつでもどこでも行政サービスを受けることができる「行か

ない窓口」の確立を目指します。 

また、会議時間の確保により職員同士のコミュニケーションを

活発化させ、働きやすい職場環境づくりを進めます。 

なお、試行実施中の市民課では、時間外業務が前年同月比

で約５０％となった月もあり、財政の健全化も期待されます。 

 

　（サービス向上のための会議時間を確保します）

 事業名 亀岡市役所の開庁時間の短縮

 実施日 令和 8 年５月１日（金曜日）から

 
開庁時間

【変更前】午前 8 時 30 分から午後 5 時 15 分まで 

【変更後】午前 9 時から午後 4 時 30 分まで

 

対象施設

・市役所本庁舎 

・亀岡市保健センター(BCome＋) 

・亀岡市上下水道部庁舎、水道・下水道施設 

・亀岡市交流会館、各人権福祉センター・児童館 

・各教育施設（亀岡市みらい教育リサーチセンター、学校給食センター） 

 

※桜塚クリーンセンター、エコトピア亀岡、火葬場、図書館各館および市立病院などの施

設は変更ありません。また、法令等で別に規定がある場合や、一時的に対象外とする場合

は除きます。 

※各施設の貸館等の利用時間に変更はありません。

 
周知方法

広報かめおか、市ホームページ、市 SNS および市庁舎等へのポスター掲示により周知し

ます。

 その他 各課への直通電話も開庁時間以外は繋がらなくなり、音声案内のみとなります。

ビジュアル２ 

※なるべく入れる
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（参考）アンケート結果 

○庁内アンケート 

　Q1　試行期間中に市民等からの苦情を受けたか。 

 →受けた（数回程度）：10％（5 課） 

 　受けていない　　 ：90％ 

　Q2　苦情内容 

 →開庁時間に関すること：40％（周知方法と重複の場合もあり） 

 　周知方法に関すること：40％ 

 　その他 　　　　：20％（市民課のみ短縮であることについて） 

　Q3　短縮の対象外とすべき施設・業務等はあるか。 

 →ない：90％ 

 　ある：10％（5 課） 

　Q4　対象外とすべき施設名・業務名等 

 →・（総務課）公職選挙法で規定する届出 

 　・（資源循環推進課）桜塚クリーンセンター、エコトピア亀岡 

 　・（火葬場整備推進課）火葬後の収骨業務 

 　・（社会教育課）かめおか児童クラブ事業 

 　・（図書館）図書館全館 

 

○市民アンケート（速報値）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（N＝952） 

　　※利用頻度別のクロス集計

 Q1 当てはまるもの 市民：97％ 事業者・団体：1％ その他：2％

 Q2 年代 20 歳代：2％ 30 歳代：11% 40 歳代：20％

 50 歳代：25％ 60 歳代：23％ 70 歳代～：18％

 Q3 市役所の来庁頻度 週に数回：1％ 月に数回：8% 数ヶ月に１回：58%

 年に１回：19% 数年に１回：12％

 Q4 来庁目的 相談：10％ 申請・届出：83% 支払い：12％

 打合せ：7% その他：13%

 Q5 市民課の受付時間変

更を知っていたか

知っていた：43％ 知らなかった：57％

 Q6 受付時間短縮をどう

感じるか

良い取組：22％ 少し不便だが理解：46％ 何も思わない：7％

 不便：25％

 Q7 利用したことがある

サービス

コンビニ交付：49％ ネット(住民票・戸籍分

野)：5％

ネット(税分野)：11％

 ネット(子育て・介護分

野)：4％

ネット(ごみ・環境分

野)：4％

利用したことがない：

37％

知っていた
知らなかっ
た

良い取組だと思

 う
少し不便だが、

 理解できる
特に何も思わな
い  不便に思う

 A　週に数回(1%) 64% 36% 50% 36% 7% 7%

 B　月に数回(8%) 62% 38% 19% 41% 6% 33%

 C　数か月に１回(58%) 44% 56% 18% 48% 6% 28%

 D　年に１回(19%) 34% 66% 31% 42% 10% 17%

 E　数年に１回(12%) 41% 59% 28% 49% 7% 16%

市役所の利用頻度
市民課の受付時間変更

を知っていたか
受付時間短縮をどう感じるか
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地域商社の概要 
１．設立目的 

l 人口減少と少子高齢化が進行する中、本市においても地域経済の縮小、農林業の担い手

不足が懸念されます。この先、持続可能な地域経済を実現するには、地域資源を地域の

収益へと変換する（稼ぐ）仕組みが必要です。 

l 本市が出資して「行政の信用力」と「民間のスピード感と経営感覚」を併せ持った地域商

社を設立することで、地域内の事業者や資源の力を結集し、収益を生み出す事業を実施

します。 

l 副次効果として、亀岡市の以下の施策への貢献を期待しています。 

①ふるさと納税: 従来は成し得なかった返礼品の実現や、既存の返礼品提供事業者との連

携によって返礼品を充実させ、寄附額を増やす。 

②関係人口　　: 「ふるさと住民登録制度」で獲得した関係人口を「コアな顧客」とすること

で、関係人口を経済効果に結びつける。 

③担い手確保 : 地域資源の販売増加によって事業者・生産者の収益を増やし、　市内産業

や農地の担い手を確保する。 

 

２.事業内容 

① 地域産品の企画、製造、販路開拓、仕入れ、販売、輸出入に関する事業 

 　② ふるさと納税の返礼品に関する企画、開発、マーケティングに関する事業 

 　③ 地域課題の解決に資する事業 

 　④ 前各号に附帯する一切の事業 

 

l 現在、専門事業者が担っている、ふるさと納税業務を引き継ぐのではなく、ふるさと納税

市場を含めた、地域産品の流通促進を事業領域とし、ふるさと納税の返礼品事業を含め

た地域産品の仕入れ・販売を収益の柱とします。 

l 将来的には地域産品の仕入れ・販売に加えて、市からの委託事業や施設管理の受け皿と

なり、持続可能な経営を目指します。 

 

資料 3 
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３．名称 

法的商号）　　　株式会社 ONE かめおか 

ブランド名称）　地域商社 ONE かめおか 

 

l 契約書や領収書では正式名称である法的商号を使用します。名刺や看板では固有名詞

「ONE かめおか」にキャッチコピー「地域商社」を加えたブランド名称を使用します。「地

域商社」は商号の一部ではないため変更が容易で、将来的に複数のブランド名称を使い

分けることも可能です。 

l 「ONE かめおか」は、地域内の様々な主体や資源が一つにまとまることを意味するとと

もに、市の重点政策であり、商社のブランドイメージの候補の頭文字（O:Organic、

N:Nature、E:Environment）です。 

 

４．組織体制 

取締役： １名　代表取締役社長 

監査役： １名　人選は金融機関（京都銀行）に依頼 

社員　 : 設立当初は市役所からの派遣職員２名、民間人材１～２名の体制 

l 設立当初は少人数で事業開始し、事業拡大に応じて適宜増員します。 

l 組織体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

株主総会（亀岡市）

取締役（代表取締役社長） 監査役

マーケティング部長

事業部長

管理部長

事務員

事務員

選任

取締役が３名未満だと取締役会は設置しない

事務員
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５．所在地 

設立当初はガレリアかめおか１階の事務室（下図の★）を本拠地とします。 

　　 

床面積　58.25 ㎡ 

 

６．会計 

資本金　　３６,000,000 円　（１００％亀岡市） 

営業年度　　毎年 4 月 1 日から翌年 3 月 31 日までの年１期 

役員報酬および損益金の処分　　株主総会（亀岡市）で決定 

l 当初予算の１００万円で設立、３月補正予算で 3,500 万円の増資を予定。 

l 将来的に発行株式の過半数にならない範囲で、他団体からの出資も想定。 

 

 

 

 

 

 

★
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７．収支計画 

l 不採算が予想される設立初期は市からの補助を受け、資金と経営基盤の蓄積を進めま

す。自社売上が 3,000 万円程度になれば補助金の減額を始められます。 

 

８. 今後のスケジュール 

　令和 8 年 2 月　法人設立登記 

　令和 8 年 3 月　口座開設、社内規程整備、事務所準備など環境整備 

　令和 8 年 4 月　人員配置、本格稼働

 項目 主な内容 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度

 【収入】

 補助金 市補助金 0 50,000,000 50,000,000 30,000,000

 売上 販売代金等 0 3,000,000 12,000,000 30,000,000

 収入計 0 53,000,000 62,000,000 60,000,000

 【支出】

 

仕入費

小計 0 3,140,000 8,320,000 13,900,000

 一次産品 1,000,000 2,920,000 5,300,000

 加工食品 1,140,000 3,200,000 5,600,000

 非食品 1,000,000 2,200,000 3,000,000

 

営業費

小計 0 26,040,000 17,730,000 20,350,000

 調査費 6,700,000 4,100,000 4,500,000

 広告費 6,050,000 4,600,000 6,150,000

 外注費 6,700,000 4,200,000 4,700,000

 商品開発費 6,590,000 4,830,000 5,000,000

 

経常費

小計 900,000 8,220,000 10,150,000 10,150,000

 家賃 0 1,200,000 1,200,000 1,200,000

 事務費 500,000 6,630,000 8,560,000 8,560,000

 その他 400,000 390,000 390,000 390,000

 人件費 給与、保険料 0 12,600,000 13,800,000 13,800,000

 支出計 900,000 50,000,000 50,000,000 58,200,000

 

 出資金（当初予算） 1,000,000

 出資金（補正予算） 35,000,000

 事業収支 ▲900,000 3,000,000 12,000,000 1,800,000

 資金残高 35,100,000 38,100,000 50,100,000 51,900,000
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令和８年１月 

総務文教常任委員会 

 

 

【生涯学習部】 

 

 

 

 

資料 

 

（人権啓発課） 

・令和７年度 保津ケ丘文化センター・児童館耐震診断結果について 

・令和７年度 旧犬甘野児童館解体について 

 

（文化芸術課） 

・旧別院中学校の利活用について



令和８年１月２１日（水） 

総務文教常任委員会資料 

生涯学習部人権啓発課

 

令和７年度 保津ケ丘文化センター・児童館耐震診断結果について 

 

１　施設について 

・保津町上火無 28-3 

・昭和４９年度竣工 

・鉄筋コンクリート造 2 階建て 

 

２　診断結果 

【保津ケ丘文化センター】 

　　　　　脆弱部あり（Is 値＝0.496）…１階 大広間周辺 

 

【保津ケ丘児童館】 

　　　　　脆弱部あり（Is 値＝0.298）…１階 遊戯室周辺 

 

３　対応について 

今後の施設の方向性について、地元協議のうえ決定する予定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保津町上火無　周辺 

（赤枠：保津ケ丘文化センター・児童館） 



令和８年１月２１日（水） 
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令和７年度 旧犬甘野児童館解体について 

 

１　施設について 

　　　・西別院町犬甘野霜ノ下２、３、４ 

　　　・昭和４７年度竣工 

　　　・鉄骨造平屋建 

 

２　工事内容 

① 旧犬甘野児童館の解体 

② 跡地の一部をアスファルト舗装し駐車場整備 

③ 現犬甘野児童館への経路となるスロープの修繕 

 

３　今後の予定 

（令和８年度） 

・現犬甘野児童館の改修工事 

・旧児童館の跡地に芝生整備

旧児童館の跡地

現 犬甘野児童館

新設のアスファルト舗装（駐車場） 
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2025年度

しや資源と結びついた多様な機能が期待されていることが明らかとなった。備えている。また、
都市的な利便性から距離があること自体が、参加者にとって日常から切り離された時間と空間
を生み出し、創作や思考に没入する環境を形成する要因ともなり得る。

2-3. 自由記述に見られる希望
　自由記述欄には、回答者の年代や生活状況を反映した多様な意見が寄せられた。以下に年代
別の傾向と、そこから読み取れる共通的な関心事項を整理する。

高齢層（60代・70代）の意見：
60代・70代からは、日常生活の利便性や健康維持、孤立防止に関わる要望が多く見られた。具体
的には、グラウンドゴルフや卓球などの軽スポーツ、高齢者の送迎支援、高齢者が一日を過ごせ
る施設の必要性が挙げられている。また、家に籠りがちになることへの不安が示され、交流や居
場所の確保を求める声が目立つ。そのほか、ドッグランの設置、アウトドアメーカーによる拠点
整備への期待、日常的な買い物機能（コンビニ的機能）を求める意見も見られ、生活支援を担う
拠点としての役割を期待する傾向が読み取れる。

中年層（50代）の意見：
50代からは、多機能型の交流・滞在拠点を求める意見が多く寄せられた。宿泊やカフェ、複数店
舗の集積、演奏会などのイベント空間、子どもの遊び場や雨天時にも利用できる屋内スペース
など、幅広い世代が利用できる場を想定した提案が見られる。また、地元農産物の販売拠点、ネ
ット環境を備えた学習・仕事スペース、学生と地域住民が交流できる場所、ワークショップやフ
リーマーケットなどのイベント利用、診療所や買い物支援拠点といった意見も挙げられてお
り、生活・文化・学びを複合的に支える拠点像が描かれている。

子育て・現役世代（30～40代）の意見
30代・40代からは、旧別院中学校校舎を子育てと結びつけて活用する視点が示された。具体的に
は、自然環境を活かし、自然教育に特化した施設への転用や、幼保小の連携を視野に入れた学校
構想、地域住民や卒業生の意見を丁寧に汲み取るべきという指摘もなされた。これらの意見は、
子育てや教育への関与が大きい世代ならではの視点であり、旧校舎を単なる空間資源としてで
はなく、次世代を育てる場として再定義しようとする意識の表れと捉えることができる。

　自由記述全体を通して、高齢層からは生活支援や居場所機能への要望が多く、中年層からは
多機能型交流拠点への期待が示された。一方、子育て・現役世代からは、教育や子どもの育ち、合
意形成のプロセスを重視する視点が提示されており、世代ごとに関心の軸が異なることが確認
できる。

2-4. 地域住民の意向調査の分析と位置づけ
　今回の住民意向調査からは、「地域の人が気軽に集まれる場所」や「生活を支える機能」への期
待が強く示された。一方で、回答者の多くが高齢層であること、また回収率が限定的であること
から、これらの結果は、現時点において地域に長く居住し、日常的な課題を実感している住民層
の意向を強く反映していると位置づけられる。しかし、別院地区の将来的な持続可能性を考え
る場合、現在の住民の意向のみをそのまま反映した利活用計画では、地域構造の根本的な課題

2.　地域住民の意向調査

　本章では、旧別院中学校校舎の利活用を検討するにあたり、地域住民が当該施設および地域
の将来像についてどのような意向や期待を抱いているのかを把握することを目的として実施
した意向調査の概要と結果を整理する。
　廃校施設の利活用は、建物や立地条件といった物理的要素のみならず、地域住民の価値観や
これまでの経験や記憶と深く関わるものである。そのため、外部からの一方的な計画提案では
なく、地域の声に耳を傾け、その認識や要望を丁寧に把握することが、持続的な利活用を構想す
るうえで不可欠である。

2-1. 調査方法と対象
　本意向調査は、別院地区における旧別院中学校校舎の将来的な利活用の方向性を検討する基
礎資料とすることを目的に実施した。調査方法はアンケート形式とし、別院地区内の全戸を対
象に配布を行った。配布および回収期間は、2025年9月中旬から10月中旬までである。
　回答者の年齢構成を見ると、60代が最も多く、全体の41％を占めている。次いで50代が22％、
70代以上が19％となっており、60代以上の回答者が全体の約60％を占める結果となった。一方
で、30代以下からの回答はほとんど見られず、若年層からの回答が少ない点が本調査の特徴で
ある。この結果は、別院地区における人口構成や高齢化の進行状況を一定程度反映していると
考えられる。
　居住地区別では、東別院町からの回答が18件（56％）と過半数を占め、西別院町からは14件
（44％）の回答が得られた。両地区から概ね均等に近い割合で回答が寄せられており、別院地区
全体の意向を把握するための一定の基礎資料となり得ると考えられる。回収率は約3.3％と限定
的であるため、地域全体の意向を統計的に代表するものではない点に留意が必要である。一方
で、旧別院中学校の利活用に関心を寄せ、具体的な意見を有する住民の声を把握する資料とし
て、今後の検討に一定の示唆を与えるものと捉えることができる。

2-2．旧別院中学校跡地の活用に対する希望
　旧別院中学校跡地を「地域の新しい魅力」とするために、どのような場所となることを期待す
るかを問う設問（複数回答可）では、「地域の人が気軽に集まれる場所」が21件（66％）と最も高い
支持を得た。カフェや交流スペースといった、日常的に利用できる場への期待が強いことがう
かがえる。
次いで、「地域の生活を支える場所」（18件、56％）が高い割合を示しており、日用品や食品の移動
販売、健康チェックといった生活支援機能を旧校舎に求める意向が多く見られた。この結果か
らは、高齢化が進む地域において、生活の利便性や安心感を補完する拠点としての役割が重視
されていることが読み取れる。
また、「自然を楽しみ、体験できる場所」（13件、41％）および「創造的な活動や学びに参加できる
場所」（13件、41％）はいずれも同率で3番目に高い支持を集めた。自然環境を活かした体験型の
利用や、ものづくり・学びの場としての活用に対しても一定の期待が寄せられていることが示
されている。
　そのほか、「地域の食材や産物を加工・販売できる場所」（11件、34％）、「資源循環やリサイクル
に取り組む場所」（10件、31％）といった回答も見られ、旧別院中学校跡地に対して、地域の暮ら

を解決することは難しい。今後も高齢化の進行や人口減少が続くことが想定されるなかで、地
域内需要のみを前提とした施設運営は、長期的には維持が困難となる可能性が高い。そのため、
旧別院中学校の利活用を検討するにあたっては、地域外からの来訪者や関係人口の増加、さら
には将来的な移住につながるような人の流れを視野に入れることが不可欠であると考えられ
る。住民意向調査で示された生活支援機能や交流の場としての期待は重要な示唆を含んでいる
ものの、それらを主軸とした計画だけでは、地域全体の活力を持続的に高めることには限界が
ある。そうした視点に立てば、旧別院中学校の利活用においては、生活インフラの代替や補完を
主目的とするのではなく、地域に新たな価値や外部との接点を生み出す役割を担うことが、現
実的かつ適切な方向性であろう。
　以上を踏まえ、本研究では、住民意向調査を「地域の現状と課題を把握するための基礎資料」
として尊重しつつも、旧別院中学校の利活用の具体像については、地域外の先行事例や実践知
を参照しながら検討を進める必要があると判断した。次章では、廃校を活用した先行事例の調
査結果を整理し、別院地区に応用可能な視点や手法について検討する。

3.　廃校活用事例の調査

　本章では、旧別院中学校校舎の利活用の方向性を検討するための参照枠として、全国の廃校
活用の先行事例について調査・整理を行う。文献調査に加え、筆者自身による現地訪問を中心と
したフィールドワークを通じて実施したものであり、運営主体への体系的なヒアリングや聞き
取り調査を主とするものではない。そのため、以下で扱う事例分析は、施設の空間構成、利用の
され方、周辺環境との関係性、来訪者の振る舞いなど、観察を通じて把握可能な要素を中心に整
理している。
　前章で示したとおり、別院地区の将来的な持続可能性を考えるうえでは、地域内需要のみを
前提とした利活用には限界があり、地域外からの来訪者や関係人口をいかに生み出すかが重要
な論点となる。本章では、こうした観点から、地域外の人々を継続的に受け入れ、活動や滞在を
通じて地域との接点を形成している事例に着目する。
　廃校を含む教育施設の活用事例は、その運営理念や規模、立地条件によって多様であるが、
「何が成功したか」という結果のみを評価するのではなく、空間の使われ方や活動の成立条件、
地域との距離感といった点を読み解くことを重視する。観察にもとづく知見を通じて、旧別院
中学校において現実的に検討可能な活用の方向性や、導入にあたって留意すべき点を抽出する
ことが目的となる。

調査対象一覧：
　みなとやま水族館 & NATURE STUDIO｜旧神戸市立湊山小学校
　ふじのくに地球環境史ミュージアム｜旧静岡県立静岡南高校
　篠山チルドレンズミュージアム｜旧丹波篠山市立多紀中学校
　HOME/WORK VILLAGE｜旧世田谷区立池尻中学校
　道の駅保田小学校｜旧鋸南町保田小学校
　泊まれる学校おくも村｜旧丹波篠山市立大芋小学校

亀岡市役所
資料1
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を解決することは難しい。今後も高齢化の進行や人口減少が続くことが想定されるなかで、地
域内需要のみを前提とした施設運営は、長期的には維持が困難となる可能性が高い。そのため、
旧別院中学校の利活用を検討するにあたっては、地域外からの来訪者や関係人口の増加、さら
には将来的な移住につながるような人の流れを視野に入れることが不可欠であると考えられ
る。住民意向調査で示された生活支援機能や交流の場としての期待は重要な示唆を含んでいる
ものの、それらを主軸とした計画だけでは、地域全体の活力を持続的に高めることには限界が
ある。そうした視点に立てば、旧別院中学校の利活用においては、生活インフラの代替や補完を
主目的とするのではなく、地域に新たな価値や外部との接点を生み出す役割を担うことが、現
実的かつ適切な方向性であろう。
　以上を踏まえ、本研究では、住民意向調査を「地域の現状と課題を把握するための基礎資料」
として尊重しつつも、旧別院中学校の利活用の具体像については、地域外の先行事例や実践知
を参照しながら検討を進める必要があると判断した。次章では、廃校を活用した先行事例の調
査結果を整理し、別院地区に応用可能な視点や手法について検討する。

3.　廃校活用事例の調査

　本章では、旧別院中学校校舎の利活用の方向性を検討するための参照枠として、全国の廃校
活用の先行事例について調査・整理を行う。文献調査に加え、筆者自身による現地訪問を中心と
したフィールドワークを通じて実施したものであり、運営主体への体系的なヒアリングや聞き
取り調査を主とするものではない。そのため、以下で扱う事例分析は、施設の空間構成、利用の
され方、周辺環境との関係性、来訪者の振る舞いなど、観察を通じて把握可能な要素を中心に整
理している。
　前章で示したとおり、別院地区の将来的な持続可能性を考えるうえでは、地域内需要のみを
前提とした利活用には限界があり、地域外からの来訪者や関係人口をいかに生み出すかが重要
な論点となる。本章では、こうした観点から、地域外の人々を継続的に受け入れ、活動や滞在を
通じて地域との接点を形成している事例に着目する。
　廃校を含む教育施設の活用事例は、その運営理念や規模、立地条件によって多様であるが、
「何が成功したか」という結果のみを評価するのではなく、空間の使われ方や活動の成立条件、
地域との距離感といった点を読み解くことを重視する。観察にもとづく知見を通じて、旧別院
中学校において現実的に検討可能な活用の方向性や、導入にあたって留意すべき点を抽出する
ことが目的となる。
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　みなとやま水族館 & NATURE STUDIO｜旧神戸市立湊山小学校
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しや資源と結びついた多様な機能が期待されていることが明らかとなった。備えている。また、
都市的な利便性から距離があること自体が、参加者にとって日常から切り離された時間と空間
を生み出し、創作や思考に没入する環境を形成する要因ともなり得る。

2-3. 自由記述に見られる希望
　自由記述欄には、回答者の年代や生活状況を反映した多様な意見が寄せられた。以下に年代
別の傾向と、そこから読み取れる共通的な関心事項を整理する。

高齢層（60代・70代）の意見：
60代・70代からは、日常生活の利便性や健康維持、孤立防止に関わる要望が多く見られた。具体
的には、グラウンドゴルフや卓球などの軽スポーツ、高齢者の送迎支援、高齢者が一日を過ごせ
る施設の必要性が挙げられている。また、家に籠りがちになることへの不安が示され、交流や居
場所の確保を求める声が目立つ。そのほか、ドッグランの設置、アウトドアメーカーによる拠点
整備への期待、日常的な買い物機能（コンビニ的機能）を求める意見も見られ、生活支援を担う
拠点としての役割を期待する傾向が読み取れる。

中年層（50代）の意見：
50代からは、多機能型の交流・滞在拠点を求める意見が多く寄せられた。宿泊やカフェ、複数店
舗の集積、演奏会などのイベント空間、子どもの遊び場や雨天時にも利用できる屋内スペース
など、幅広い世代が利用できる場を想定した提案が見られる。また、地元農産物の販売拠点、ネ
ット環境を備えた学習・仕事スペース、学生と地域住民が交流できる場所、ワークショップやフ
リーマーケットなどのイベント利用、診療所や買い物支援拠点といった意見も挙げられてお
り、生活・文化・学びを複合的に支える拠点像が描かれている。

子育て・現役世代（30～40代）の意見
30代・40代からは、旧別院中学校校舎を子育てと結びつけて活用する視点が示された。具体的に
は、自然環境を活かし、自然教育に特化した施設への転用や、幼保小の連携を視野に入れた学校
構想、地域住民や卒業生の意見を丁寧に汲み取るべきという指摘もなされた。これらの意見は、
子育てや教育への関与が大きい世代ならではの視点であり、旧校舎を単なる空間資源としてで
はなく、次世代を育てる場として再定義しようとする意識の表れと捉えることができる。

　自由記述全体を通して、高齢層からは生活支援や居場所機能への要望が多く、中年層からは
多機能型交流拠点への期待が示された。一方、子育て・現役世代からは、教育や子どもの育ち、合
意形成のプロセスを重視する視点が提示されており、世代ごとに関心の軸が異なることが確認
できる。

2-4. 地域住民の意向調査の分析と位置づけ
　今回の住民意向調査からは、「地域の人が気軽に集まれる場所」や「生活を支える機能」への期
待が強く示された。一方で、回答者の多くが高齢層であること、また回収率が限定的であること
から、これらの結果は、現時点において地域に長く居住し、日常的な課題を実感している住民層
の意向を強く反映していると位置づけられる。しかし、別院地区の将来的な持続可能性を考え
る場合、現在の住民の意向のみをそのまま反映した利活用計画では、地域構造の根本的な課題

2.　地域住民の意向調査

　本章では、旧別院中学校校舎の利活用を検討するにあたり、地域住民が当該施設および地域
の将来像についてどのような意向や期待を抱いているのかを把握することを目的として実施
した意向調査の概要と結果を整理する。
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これまでの経験や記憶と深く関わるものである。そのため、外部からの一方的な計画提案では
なく、地域の声に耳を傾け、その認識や要望を丁寧に把握することが、持続的な利活用を構想す
るうえで不可欠である。

2-1. 調査方法と対象
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礎資料とすることを目的に実施した。調査方法はアンケート形式とし、別院地区内の全戸を対
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70代以上が19％となっており、60代以上の回答者が全体の約60％を占める結果となった。一方
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考えられる。
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2-2．旧別院中学校跡地の活用に対する希望
　旧別院中学校跡地を「地域の新しい魅力」とするために、どのような場所となることを期待す
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利用や、ものづくり・学びの場としての活用に対しても一定の期待が寄せられていることが示
されている。
　そのほか、「地域の食材や産物を加工・販売できる場所」（11件、34％）、「資源循環やリサイクル
に取り組む場所」（10件、31％）といった回答も見られ、旧別院中学校跡地に対して、地域の暮ら

を解決することは難しい。今後も高齢化の進行や人口減少が続くことが想定されるなかで、地
域内需要のみを前提とした施設運営は、長期的には維持が困難となる可能性が高い。そのため、
旧別院中学校の利活用を検討するにあたっては、地域外からの来訪者や関係人口の増加、さら
には将来的な移住につながるような人の流れを視野に入れることが不可欠であると考えられ
る。住民意向調査で示された生活支援機能や交流の場としての期待は重要な示唆を含んでいる
ものの、それらを主軸とした計画だけでは、地域全体の活力を持続的に高めることには限界が
ある。そうした視点に立てば、旧別院中学校の利活用においては、生活インフラの代替や補完を
主目的とするのではなく、地域に新たな価値や外部との接点を生み出す役割を担うことが、現
実的かつ適切な方向性であろう。
　以上を踏まえ、本研究では、住民意向調査を「地域の現状と課題を把握するための基礎資料」
として尊重しつつも、旧別院中学校の利活用の具体像については、地域外の先行事例や実践知
を参照しながら検討を進める必要があると判断した。次章では、廃校を活用した先行事例の調
査結果を整理し、別院地区に応用可能な視点や手法について検討する。

3.　廃校活用事例の調査

　本章では、旧別院中学校校舎の利活用の方向性を検討するための参照枠として、全国の廃校
活用の先行事例について調査・整理を行う。文献調査に加え、筆者自身による現地訪問を中心と
したフィールドワークを通じて実施したものであり、運営主体への体系的なヒアリングや聞き
取り調査を主とするものではない。そのため、以下で扱う事例分析は、施設の空間構成、利用の
され方、周辺環境との関係性、来訪者の振る舞いなど、観察を通じて把握可能な要素を中心に整
理している。
　前章で示したとおり、別院地区の将来的な持続可能性を考えるうえでは、地域内需要のみを
前提とした利活用には限界があり、地域外からの来訪者や関係人口をいかに生み出すかが重要
な論点となる。本章では、こうした観点から、地域外の人々を継続的に受け入れ、活動や滞在を
通じて地域との接点を形成している事例に着目する。
　廃校を含む教育施設の活用事例は、その運営理念や規模、立地条件によって多様であるが、
「何が成功したか」という結果のみを評価するのではなく、空間の使われ方や活動の成立条件、
地域との距離感といった点を読み解くことを重視する。観察にもとづく知見を通じて、旧別院
中学校において現実的に検討可能な活用の方向性や、導入にあたって留意すべき点を抽出する
ことが目的となる。
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しや資源と結びついた多様な機能が期待されていることが明らかとなった。備えている。また、
都市的な利便性から距離があること自体が、参加者にとって日常から切り離された時間と空間
を生み出し、創作や思考に没入する環境を形成する要因ともなり得る。

2-3. 自由記述に見られる希望
　自由記述欄には、回答者の年代や生活状況を反映した多様な意見が寄せられた。以下に年代
別の傾向と、そこから読み取れる共通的な関心事項を整理する。

高齢層（60代・70代）の意見：
60代・70代からは、日常生活の利便性や健康維持、孤立防止に関わる要望が多く見られた。具体
的には、グラウンドゴルフや卓球などの軽スポーツ、高齢者の送迎支援、高齢者が一日を過ごせ
る施設の必要性が挙げられている。また、家に籠りがちになることへの不安が示され、交流や居
場所の確保を求める声が目立つ。そのほか、ドッグランの設置、アウトドアメーカーによる拠点
整備への期待、日常的な買い物機能（コンビニ的機能）を求める意見も見られ、生活支援を担う
拠点としての役割を期待する傾向が読み取れる。

中年層（50代）の意見：
50代からは、多機能型の交流・滞在拠点を求める意見が多く寄せられた。宿泊やカフェ、複数店
舗の集積、演奏会などのイベント空間、子どもの遊び場や雨天時にも利用できる屋内スペース
など、幅広い世代が利用できる場を想定した提案が見られる。また、地元農産物の販売拠点、ネ
ット環境を備えた学習・仕事スペース、学生と地域住民が交流できる場所、ワークショップやフ
リーマーケットなどのイベント利用、診療所や買い物支援拠点といった意見も挙げられてお
り、生活・文化・学びを複合的に支える拠点像が描かれている。

子育て・現役世代（30～40代）の意見
30代・40代からは、旧別院中学校校舎を子育てと結びつけて活用する視点が示された。具体的に
は、自然環境を活かし、自然教育に特化した施設への転用や、幼保小の連携を視野に入れた学校
構想、地域住民や卒業生の意見を丁寧に汲み取るべきという指摘もなされた。これらの意見は、
子育てや教育への関与が大きい世代ならではの視点であり、旧校舎を単なる空間資源としてで
はなく、次世代を育てる場として再定義しようとする意識の表れと捉えることができる。

　自由記述全体を通して、高齢層からは生活支援や居場所機能への要望が多く、中年層からは
多機能型交流拠点への期待が示された。一方、子育て・現役世代からは、教育や子どもの育ち、合
意形成のプロセスを重視する視点が提示されており、世代ごとに関心の軸が異なることが確認
できる。

2-4. 地域住民の意向調査の分析と位置づけ
　今回の住民意向調査からは、「地域の人が気軽に集まれる場所」や「生活を支える機能」への期
待が強く示された。一方で、回答者の多くが高齢層であること、また回収率が限定的であること
から、これらの結果は、現時点において地域に長く居住し、日常的な課題を実感している住民層
の意向を強く反映していると位置づけられる。しかし、別院地区の将来的な持続可能性を考え
る場合、現在の住民の意向のみをそのまま反映した利活用計画では、地域構造の根本的な課題

2.　地域住民の意向調査

　本章では、旧別院中学校校舎の利活用を検討するにあたり、地域住民が当該施設および地域
の将来像についてどのような意向や期待を抱いているのかを把握することを目的として実施
した意向調査の概要と結果を整理する。
　廃校施設の利活用は、建物や立地条件といった物理的要素のみならず、地域住民の価値観や
これまでの経験や記憶と深く関わるものである。そのため、外部からの一方的な計画提案では
なく、地域の声に耳を傾け、その認識や要望を丁寧に把握することが、持続的な利活用を構想す
るうえで不可欠である。

2-1. 調査方法と対象
　本意向調査は、別院地区における旧別院中学校校舎の将来的な利活用の方向性を検討する基
礎資料とすることを目的に実施した。調査方法はアンケート形式とし、別院地区内の全戸を対
象に配布を行った。配布および回収期間は、2025年9月中旬から10月中旬までである。
　回答者の年齢構成を見ると、60代が最も多く、全体の41％を占めている。次いで50代が22％、
70代以上が19％となっており、60代以上の回答者が全体の約60％を占める結果となった。一方
で、30代以下からの回答はほとんど見られず、若年層からの回答が少ない点が本調査の特徴で
ある。この結果は、別院地区における人口構成や高齢化の進行状況を一定程度反映していると
考えられる。
　居住地区別では、東別院町からの回答が18件（56％）と過半数を占め、西別院町からは14件
（44％）の回答が得られた。両地区から概ね均等に近い割合で回答が寄せられており、別院地区
全体の意向を把握するための一定の基礎資料となり得ると考えられる。回収率は約3.3％と限定
的であるため、地域全体の意向を統計的に代表するものではない点に留意が必要である。一方
で、旧別院中学校の利活用に関心を寄せ、具体的な意見を有する住民の声を把握する資料とし
て、今後の検討に一定の示唆を与えるものと捉えることができる。

2-2．旧別院中学校跡地の活用に対する希望
　旧別院中学校跡地を「地域の新しい魅力」とするために、どのような場所となることを期待す
るかを問う設問（複数回答可）では、「地域の人が気軽に集まれる場所」が21件（66％）と最も高い
支持を得た。カフェや交流スペースといった、日常的に利用できる場への期待が強いことがう
かがえる。
次いで、「地域の生活を支える場所」（18件、56％）が高い割合を示しており、日用品や食品の移動
販売、健康チェックといった生活支援機能を旧校舎に求める意向が多く見られた。この結果か
らは、高齢化が進む地域において、生活の利便性や安心感を補完する拠点としての役割が重視
されていることが読み取れる。
また、「自然を楽しみ、体験できる場所」（13件、41％）および「創造的な活動や学びに参加できる
場所」（13件、41％）はいずれも同率で3番目に高い支持を集めた。自然環境を活かした体験型の
利用や、ものづくり・学びの場としての活用に対しても一定の期待が寄せられていることが示
されている。
　そのほか、「地域の食材や産物を加工・販売できる場所」（11件、34％）、「資源循環やリサイクル
に取り組む場所」（10件、31％）といった回答も見られ、旧別院中学校跡地に対して、地域の暮ら

を解決することは難しい。今後も高齢化の進行や人口減少が続くことが想定されるなかで、地
域内需要のみを前提とした施設運営は、長期的には維持が困難となる可能性が高い。そのため、
旧別院中学校の利活用を検討するにあたっては、地域外からの来訪者や関係人口の増加、さら
には将来的な移住につながるような人の流れを視野に入れることが不可欠であると考えられ
る。住民意向調査で示された生活支援機能や交流の場としての期待は重要な示唆を含んでいる
ものの、それらを主軸とした計画だけでは、地域全体の活力を持続的に高めることには限界が
ある。そうした視点に立てば、旧別院中学校の利活用においては、生活インフラの代替や補完を
主目的とするのではなく、地域に新たな価値や外部との接点を生み出す役割を担うことが、現
実的かつ適切な方向性であろう。
　以上を踏まえ、本研究では、住民意向調査を「地域の現状と課題を把握するための基礎資料」
として尊重しつつも、旧別院中学校の利活用の具体像については、地域外の先行事例や実践知
を参照しながら検討を進める必要があると判断した。次章では、廃校を活用した先行事例の調
査結果を整理し、別院地区に応用可能な視点や手法について検討する。

3.　廃校活用事例の調査

　本章では、旧別院中学校校舎の利活用の方向性を検討するための参照枠として、全国の廃校
活用の先行事例について調査・整理を行う。文献調査に加え、筆者自身による現地訪問を中心と
したフィールドワークを通じて実施したものであり、運営主体への体系的なヒアリングや聞き
取り調査を主とするものではない。そのため、以下で扱う事例分析は、施設の空間構成、利用の
され方、周辺環境との関係性、来訪者の振る舞いなど、観察を通じて把握可能な要素を中心に整
理している。
　前章で示したとおり、別院地区の将来的な持続可能性を考えるうえでは、地域内需要のみを
前提とした利活用には限界があり、地域外からの来訪者や関係人口をいかに生み出すかが重要
な論点となる。本章では、こうした観点から、地域外の人々を継続的に受け入れ、活動や滞在を
通じて地域との接点を形成している事例に着目する。
　廃校を含む教育施設の活用事例は、その運営理念や規模、立地条件によって多様であるが、
「何が成功したか」という結果のみを評価するのではなく、空間の使われ方や活動の成立条件、
地域との距離感といった点を読み解くことを重視する。観察にもとづく知見を通じて、旧別院
中学校において現実的に検討可能な活用の方向性や、導入にあたって留意すべき点を抽出する
ことが目的となる。

調査対象一覧：
　みなとやま水族館 & NATURE STUDIO｜旧神戸市立湊山小学校
　ふじのくに地球環境史ミュージアム｜旧静岡県立静岡南高校
　篠山チルドレンズミュージアム｜旧丹波篠山市立多紀中学校
　HOME/WORK VILLAGE｜旧世田谷区立池尻中学校
　道の駅保田小学校｜旧鋸南町保田小学校
　泊まれる学校おくも村｜旧丹波篠山市立大芋小学校

　本報告書は、亀岡市旧別院中学校校舎を対象として実施した受託研究の成果をまとめたもの
である。少子化や地域構造の変化に伴い、全国各地で廃校となった学校施設の利活用が課題と
なるなか、旧別院中学校校舎もまた、地域にとって重要な公共資源として、その新たな可能性が
模索されている。

　本研究では、当該校舎を単なる未利用施設として捉えるのではなく、地域の歴史や環境を踏
まえたうえで、文化・芸術・社会教育といった視点から、地域に開かれた学びと創造の場として
の可能性に着目し、今後どのような活用の方向性が考えられるのかを検討することを目的とし
た。

　本受託研究の特徴は、調査研究と大学における授業実践を連動させて進めた点にある。その
ため、本報告書も二部構成で整理する。第一部は「調査報告」とし、旧別院中学校校舎の現状と特
性、ならびに利活用に向けた課題と可能性についての調査結果をまとめる。第二部は「活動報
告」とし、授業を通じて学生が行った企画提案の内容と、そのプロセスを記録する。両者を併せ
て提示することで、調査に基づく知見と、教育的実践から生まれた多様な視点を往還させなが
ら、今後の利活用検討に資する基礎資料とすることを目指している。

　末尾になるが、本研究の実施にあたっては、受託の機会を与えてくださった関係機関の皆様
をはじめ、調査および授業実践に際して多大なるご協力をいただいた地域の方々に、心より感
謝申し上げる。
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を解決することは難しい。今後も高齢化の進行や人口減少が続くことが想定されるなかで、地
域内需要のみを前提とした施設運営は、長期的には維持が困難となる可能性が高い。そのため、
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には将来的な移住につながるような人の流れを視野に入れることが不可欠であると考えられ
る。住民意向調査で示された生活支援機能や交流の場としての期待は重要な示唆を含んでいる
ものの、それらを主軸とした計画だけでは、地域全体の活力を持続的に高めることには限界が
ある。そうした視点に立てば、旧別院中学校の利活用においては、生活インフラの代替や補完を
主目的とするのではなく、地域に新たな価値や外部との接点を生み出す役割を担うことが、現
実的かつ適切な方向性であろう。
　以上を踏まえ、本研究では、住民意向調査を「地域の現状と課題を把握するための基礎資料」
として尊重しつつも、旧別院中学校の利活用の具体像については、地域外の先行事例や実践知
を参照しながら検討を進める必要があると判断した。次章では、廃校を活用した先行事例の調
査結果を整理し、別院地区に応用可能な視点や手法について検討する。

3.　廃校活用事例の調査

　本章では、旧別院中学校校舎の利活用の方向性を検討するための参照枠として、全国の廃校
活用の先行事例について調査・整理を行う。文献調査に加え、筆者自身による現地訪問を中心と
したフィールドワークを通じて実施したものであり、運営主体への体系的なヒアリングや聞き
取り調査を主とするものではない。そのため、以下で扱う事例分析は、施設の空間構成、利用の
され方、周辺環境との関係性、来訪者の振る舞いなど、観察を通じて把握可能な要素を中心に整
理している。
　前章で示したとおり、別院地区の将来的な持続可能性を考えるうえでは、地域内需要のみを
前提とした利活用には限界があり、地域外からの来訪者や関係人口をいかに生み出すかが重要
な論点となる。本章では、こうした観点から、地域外の人々を継続的に受け入れ、活動や滞在を
通じて地域との接点を形成している事例に着目する。
　廃校を含む教育施設の活用事例は、その運営理念や規模、立地条件によって多様であるが、
「何が成功したか」という結果のみを評価するのではなく、空間の使われ方や活動の成立条件、
地域との距離感といった点を読み解くことを重視する。観察にもとづく知見を通じて、旧別院
中学校において現実的に検討可能な活用の方向性や、導入にあたって留意すべき点を抽出する
ことが目的となる。

調査対象一覧：
　みなとやま水族館 & NATURE STUDIO｜旧神戸市立湊山小学校
　ふじのくに地球環境史ミュージアム｜旧静岡県立静岡南高校
　篠山チルドレンズミュージアム｜旧丹波篠山市立多紀中学校
　HOME/WORK VILLAGE｜旧世田谷区立池尻中学校
　道の駅保田小学校｜旧鋸南町保田小学校
　泊まれる学校おくも村｜旧丹波篠山市立大芋小学校



1. 地域・立地環境の分析

　本章では、旧別院中学校校舎の利活用を検討する前提として、別院地区の地域特性および立
地環境について整理する。利活用の方向性は、施設単体の機能や改修可能性のみならず、その立
地が有する地理的条件、自然環境、周辺地域との関係性によって大きく規定されるためである。
別院地区は、亀岡市内においても山間部に位置し、里山的な自然環境に囲まれた地域である。公
共交通の利便性という点では制約がある一方で、日常から切り離された環境は、創作や学びに
集中する場としての特性を備えている。本章では、こうした別院地区ならではの立地条件を整
理し、旧別院中学校校舎が有する空間的・環境的ポテンシャルを明らかにする。

1-1.別院地区（東別院町・西別院町）の人口
　2025年12月1日現在のデータによると、東別院町の世帯数は537世帯、総人口は904人（男性
455人、女性449人）である。西別院町の世帯数は418世帯、総人口は743人（男性362人、女性381
人）となっている。総人口が1,000人に満たない小規模な集落である。
　参考として、亀岡市全体の高齢化率（約30％）を当てはめると、東別院町では約270人、西別院
町では約220人が65歳以上人口に相当する計算となる。実際には山間地域である別院地区の高
齢化率は市平均を上回る可能性が高く、地域活動や施設利活用を検討するうえでは、より高い
高齢者比率を前提とした計画が求められる。この人口・世帯構成の背景を踏まえ、次節以降で住
民意向調査の結果を確認する。

1-2．地理的特性とアクセス条件
　別院地区は、亀岡市中心部から一定の距離を有する山間地域に位置しており、公共交通機関
によるアクセスは限定的である。この地理的条件は、日常的な往来や通勤・通学の利便性という
点では不利に働く。一方で、都市部とは異なる静穏な環境と、自然に囲まれた立地を形成してい
る点が大きな特徴である。
　とりわけ本研究に関連して重要なのは、旧別院中学校校舎を大学の教育施設として日常的に
利用することの現実的な制約である。大学に在籍する留学生の多くは自動車運転免許を所持し
ておらず、また大学の規定において、教員が運転する車両への学生の同乗は原則として認めら
れていない。このため、授業の一環として定期的に学生を引率し、校舎を恒常的な教育拠点とし
て活用することは、現行の制度および運用の枠組みの中では現実的ではない。
　この点は、旧別院中学校校舎を「大学のサテライト施設」や「日常的な授業空間」として位置づ
けることの困難さを示している。一方で、この制約は、当該校舎の活用可能性を否定するもので
はなく、利用の性格を再定義する必要性を示唆するものでもある。
　別院地区の立地は、自然環境に恵まれ、周辺に住宅密集地が少ないことから、音や振動を伴う
造形活動、屋外と屋内を横断した制作、夜間を含む集中的な活動に対して比較的寛容な条件を
備えている。また、都市的な利便性から距離があること自体が、参加者にとって日常から切り離
された時間と空間を生み出し、創作や思考に没入する環境を形成する要因ともなり得る。

付記：洪水ハザードマップに基づく立地上の留意点
　亀岡市公表の「洪水ハザードマップ」において、当該校舎は防災備蓄倉庫に指定されながらも、
土石流の警戒区域に該当しており、大雨や河川氾濫時には一定のリスクが想定されている。
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1-3．自然環境・風土と地域資源
　別院地区は、里山的な景観が色濃く残る地域であり、森林、農地、集落が近接した環境が形成
されている。周辺には木材や竹、石、土といった自然素材が豊富に存在し、造形活動やクラフト
制作と親和性の高い資源環境が整っている点が特徴である。また、地域で生産される農産物や、
ジビエをはじめとする食資源も、別院地区の重要な文化的要素である。
　別院地区には平安時代に遡ると考えられる仏像が複数伝えられており、古くから信仰や宗教
文化と深く関わってきた土地であることが確認できる。妙見信仰の参詣道として機能してきた
摂丹街道が当地を通過しており、歴史的には人々の往来や交流の経路として重要な役割を果た
してきた。現在も地区内には複数の寺社仏閣が点在しており、こうした宗教施設や信仰の痕跡
は、別院地区の歴史的・文化的背景を示す地域資源として位置づけられる。また、西別院町の松
尾神社では、毎年5月に「犬甘野の御田」と呼ばれる神事が行われており、これは京都府登録無形
民俗文化財に指定されている。農耕儀礼を通じて地域の自然条件と人々の暮らしの関係性を今
日に伝えるこの行事は、別院地区における民俗文化の継承を象徴する代表的な事例である。
　別院地区では寒冷な気候条件からかつて寒天の生産が地区全体で行われていたとされるが、
現在ではその営みは途絶えている。一方で、地区内の犬甘野周辺は、気候や土地条件の面からそ
ばの生産に適しているとされ、重要な農業資源となっている。

1-4．施設設備
　校舎および体育館は経年の劣化はあるが維持されており、転用が検討可能な状態である。一
方で、施設の利活用を検討するにあたっては、建築的な魅力や空間の大きさのみならず、水道・
電気・排水といった基礎的なインフラの整備状況を確認する必要がある。
　別院中学校校舎では現在、水洗トイレの使用が可能であることが確認されている。一方で、上
水道が整備されていないことは、住民からの聞き取りにより明らかになっている。このことか
ら、当該校舎における排水処理は、公共下水道への接続ではなく、合併処理浄化槽等の個別処理
方式によって行われている可能性が高いと考えられる。ただし、浄化槽の種類、設置時期、処理
能力等については、現時点では資料が確認できておらず、今後の利活用検討において改めて確
認が必要な事項である。上水道および排水インフラが十分に整備されていない現状は、飲食提
供や宿泊機能など、用途の拡張を伴う利活用を検討する際の重要な制約条件となる。

しや資源と結びついた多様な機能が期待されていることが明らかとなった。備えている。また、
都市的な利便性から距離があること自体が、参加者にとって日常から切り離された時間と空間
を生み出し、創作や思考に没入する環境を形成する要因ともなり得る。

2-3. 自由記述に見られる希望
　自由記述欄には、回答者の年代や生活状況を反映した多様な意見が寄せられた。以下に年代
別の傾向と、そこから読み取れる共通的な関心事項を整理する。

高齢層（60代・70代）の意見：
60代・70代からは、日常生活の利便性や健康維持、孤立防止に関わる要望が多く見られた。具体
的には、グラウンドゴルフや卓球などの軽スポーツ、高齢者の送迎支援、高齢者が一日を過ごせ
る施設の必要性が挙げられている。また、家に籠りがちになることへの不安が示され、交流や居
場所の確保を求める声が目立つ。そのほか、ドッグランの設置、アウトドアメーカーによる拠点
整備への期待、日常的な買い物機能（コンビニ的機能）を求める意見も見られ、生活支援を担う
拠点としての役割を期待する傾向が読み取れる。

中年層（50代）の意見：
50代からは、多機能型の交流・滞在拠点を求める意見が多く寄せられた。宿泊やカフェ、複数店
舗の集積、演奏会などのイベント空間、子どもの遊び場や雨天時にも利用できる屋内スペース
など、幅広い世代が利用できる場を想定した提案が見られる。また、地元農産物の販売拠点、ネ
ット環境を備えた学習・仕事スペース、学生と地域住民が交流できる場所、ワークショップやフ
リーマーケットなどのイベント利用、診療所や買い物支援拠点といった意見も挙げられてお
り、生活・文化・学びを複合的に支える拠点像が描かれている。

子育て・現役世代（30～40代）の意見
30代・40代からは、旧別院中学校校舎を子育てと結びつけて活用する視点が示された。具体的に
は、自然環境を活かし、自然教育に特化した施設への転用や、幼保小の連携を視野に入れた学校
構想、地域住民や卒業生の意見を丁寧に汲み取るべきという指摘もなされた。これらの意見は、
子育てや教育への関与が大きい世代ならではの視点であり、旧校舎を単なる空間資源としてで
はなく、次世代を育てる場として再定義しようとする意識の表れと捉えることができる。

　自由記述全体を通して、高齢層からは生活支援や居場所機能への要望が多く、中年層からは
多機能型交流拠点への期待が示された。一方、子育て・現役世代からは、教育や子どもの育ち、合
意形成のプロセスを重視する視点が提示されており、世代ごとに関心の軸が異なることが確認
できる。

2-4. 地域住民の意向調査の分析と位置づけ
　今回の住民意向調査からは、「地域の人が気軽に集まれる場所」や「生活を支える機能」への期
待が強く示された。一方で、回答者の多くが高齢層であること、また回収率が限定的であること
から、これらの結果は、現時点において地域に長く居住し、日常的な課題を実感している住民層
の意向を強く反映していると位置づけられる。しかし、別院地区の将来的な持続可能性を考え
る場合、現在の住民の意向のみをそのまま反映した利活用計画では、地域構造の根本的な課題

2.　地域住民の意向調査

　本章では、旧別院中学校校舎の利活用を検討するにあたり、地域住民が当該施設および地域
の将来像についてどのような意向や期待を抱いているのかを把握することを目的として実施
した意向調査の概要と結果を整理する。
　廃校施設の利活用は、建物や立地条件といった物理的要素のみならず、地域住民の価値観や
これまでの経験や記憶と深く関わるものである。そのため、外部からの一方的な計画提案では
なく、地域の声に耳を傾け、その認識や要望を丁寧に把握することが、持続的な利活用を構想す
るうえで不可欠である。

2-1. 調査方法と対象
　本意向調査は、別院地区における旧別院中学校校舎の将来的な利活用の方向性を検討する基
礎資料とすることを目的に実施した。調査方法はアンケート形式とし、別院地区内の全戸を対
象に配布を行った。配布および回収期間は、2025年9月中旬から10月中旬までである。
　回答者の年齢構成を見ると、60代が最も多く、全体の41％を占めている。次いで50代が22％、
70代以上が19％となっており、60代以上の回答者が全体の約60％を占める結果となった。一方
で、30代以下からの回答はほとんど見られず、若年層からの回答が少ない点が本調査の特徴で
ある。この結果は、別院地区における人口構成や高齢化の進行状況を一定程度反映していると
考えられる。
　居住地区別では、東別院町からの回答が18件（56％）と過半数を占め、西別院町からは14件
（44％）の回答が得られた。両地区から概ね均等に近い割合で回答が寄せられており、別院地区
全体の意向を把握するための一定の基礎資料となり得ると考えられる。回収率は約3.3％と限定
的であるため、地域全体の意向を統計的に代表するものではない点に留意が必要である。一方
で、旧別院中学校の利活用に関心を寄せ、具体的な意見を有する住民の声を把握する資料とし
て、今後の検討に一定の示唆を与えるものと捉えることができる。

2-2．旧別院中学校跡地の活用に対する希望
　旧別院中学校跡地を「地域の新しい魅力」とするために、どのような場所となることを期待す
るかを問う設問（複数回答可）では、「地域の人が気軽に集まれる場所」が21件（66％）と最も高い
支持を得た。カフェや交流スペースといった、日常的に利用できる場への期待が強いことがう
かがえる。
次いで、「地域の生活を支える場所」（18件、56％）が高い割合を示しており、日用品や食品の移動
販売、健康チェックといった生活支援機能を旧校舎に求める意向が多く見られた。この結果か
らは、高齢化が進む地域において、生活の利便性や安心感を補完する拠点としての役割が重視
されていることが読み取れる。
また、「自然を楽しみ、体験できる場所」（13件、41％）および「創造的な活動や学びに参加できる
場所」（13件、41％）はいずれも同率で3番目に高い支持を集めた。自然環境を活かした体験型の
利用や、ものづくり・学びの場としての活用に対しても一定の期待が寄せられていることが示
されている。
　そのほか、「地域の食材や産物を加工・販売できる場所」（11件、34％）、「資源循環やリサイクル
に取り組む場所」（10件、31％）といった回答も見られ、旧別院中学校跡地に対して、地域の暮ら

を解決することは難しい。今後も高齢化の進行や人口減少が続くことが想定されるなかで、地
域内需要のみを前提とした施設運営は、長期的には維持が困難となる可能性が高い。そのため、
旧別院中学校の利活用を検討するにあたっては、地域外からの来訪者や関係人口の増加、さら
には将来的な移住につながるような人の流れを視野に入れることが不可欠であると考えられ
る。住民意向調査で示された生活支援機能や交流の場としての期待は重要な示唆を含んでいる
ものの、それらを主軸とした計画だけでは、地域全体の活力を持続的に高めることには限界が
ある。そうした視点に立てば、旧別院中学校の利活用においては、生活インフラの代替や補完を
主目的とするのではなく、地域に新たな価値や外部との接点を生み出す役割を担うことが、現
実的かつ適切な方向性であろう。
　以上を踏まえ、本研究では、住民意向調査を「地域の現状と課題を把握するための基礎資料」
として尊重しつつも、旧別院中学校の利活用の具体像については、地域外の先行事例や実践知
を参照しながら検討を進める必要があると判断した。次章では、廃校を活用した先行事例の調
査結果を整理し、別院地区に応用可能な視点や手法について検討する。

3.　廃校活用事例の調査

　本章では、旧別院中学校校舎の利活用の方向性を検討するための参照枠として、全国の廃校
活用の先行事例について調査・整理を行う。文献調査に加え、筆者自身による現地訪問を中心と
したフィールドワークを通じて実施したものであり、運営主体への体系的なヒアリングや聞き
取り調査を主とするものではない。そのため、以下で扱う事例分析は、施設の空間構成、利用の
され方、周辺環境との関係性、来訪者の振る舞いなど、観察を通じて把握可能な要素を中心に整
理している。
　前章で示したとおり、別院地区の将来的な持続可能性を考えるうえでは、地域内需要のみを
前提とした利活用には限界があり、地域外からの来訪者や関係人口をいかに生み出すかが重要
な論点となる。本章では、こうした観点から、地域外の人々を継続的に受け入れ、活動や滞在を
通じて地域との接点を形成している事例に着目する。
　廃校を含む教育施設の活用事例は、その運営理念や規模、立地条件によって多様であるが、
「何が成功したか」という結果のみを評価するのではなく、空間の使われ方や活動の成立条件、
地域との距離感といった点を読み解くことを重視する。観察にもとづく知見を通じて、旧別院
中学校において現実的に検討可能な活用の方向性や、導入にあたって留意すべき点を抽出する
ことが目的となる。

調査対象一覧：
　みなとやま水族館 & NATURE STUDIO｜旧神戸市立湊山小学校
　ふじのくに地球環境史ミュージアム｜旧静岡県立静岡南高校
　篠山チルドレンズミュージアム｜旧丹波篠山市立多紀中学校
　HOME/WORK VILLAGE｜旧世田谷区立池尻中学校
　道の駅保田小学校｜旧鋸南町保田小学校
　泊まれる学校おくも村｜旧丹波篠山市立大芋小学校

https://www.city.kameoka.kyoto.jp/soshiki/17/82156.html

https://www.city.kameoka.kyoto.jp/uploaded/attachment/30525.pdf



1. 地域・立地環境の分析

　本章では、旧別院中学校校舎の利活用を検討する前提として、別院地区の地域特性および立
地環境について整理する。利活用の方向性は、施設単体の機能や改修可能性のみならず、その立
地が有する地理的条件、自然環境、周辺地域との関係性によって大きく規定されるためである。
別院地区は、亀岡市内においても山間部に位置し、里山的な自然環境に囲まれた地域である。公
共交通の利便性という点では制約がある一方で、日常から切り離された環境は、創作や学びに
集中する場としての特性を備えている。本章では、こうした別院地区ならではの立地条件を整
理し、旧別院中学校校舎が有する空間的・環境的ポテンシャルを明らかにする。

1-1.別院地区（東別院町・西別院町）の人口
　2025年12月1日現在のデータによると、東別院町の世帯数は537世帯、総人口は904人（男性
455人、女性449人）である。西別院町の世帯数は418世帯、総人口は743人（男性362人、女性381
人）となっている。総人口が1,000人に満たない小規模な集落である。
　参考として、亀岡市全体の高齢化率（約30％）を当てはめると、東別院町では約270人、西別院
町では約220人が65歳以上人口に相当する計算となる。実際には山間地域である別院地区の高
齢化率は市平均を上回る可能性が高く、地域活動や施設利活用を検討するうえでは、より高い
高齢者比率を前提とした計画が求められる。この人口・世帯構成の背景を踏まえ、次節以降で住
民意向調査の結果を確認する。

1-2．地理的特性とアクセス条件
　別院地区は、亀岡市中心部から一定の距離を有する山間地域に位置しており、公共交通機関
によるアクセスは限定的である。この地理的条件は、日常的な往来や通勤・通学の利便性という
点では不利に働く。一方で、都市部とは異なる静穏な環境と、自然に囲まれた立地を形成してい
る点が大きな特徴である。
　とりわけ本研究に関連して重要なのは、旧別院中学校校舎を大学の教育施設として日常的に
利用することの現実的な制約である。大学に在籍する留学生の多くは自動車運転免許を所持し
ておらず、また大学の規定において、教員が運転する車両への学生の同乗は原則として認めら
れていない。このため、授業の一環として定期的に学生を引率し、校舎を恒常的な教育拠点とし
て活用することは、現行の制度および運用の枠組みの中では現実的ではない。
　この点は、旧別院中学校校舎を「大学のサテライト施設」や「日常的な授業空間」として位置づ
けることの困難さを示している。一方で、この制約は、当該校舎の活用可能性を否定するもので
はなく、利用の性格を再定義する必要性を示唆するものでもある。
　別院地区の立地は、自然環境に恵まれ、周辺に住宅密集地が少ないことから、音や振動を伴う
造形活動、屋外と屋内を横断した制作、夜間を含む集中的な活動に対して比較的寛容な条件を
備えている。また、都市的な利便性から距離があること自体が、参加者にとって日常から切り離
された時間と空間を生み出し、創作や思考に没入する環境を形成する要因ともなり得る。

付記：洪水ハザードマップに基づく立地上の留意点
　亀岡市公表の「洪水ハザードマップ」において、当該校舎は防災備蓄倉庫に指定されながらも、
土石流の警戒区域に該当しており、大雨や河川氾濫時には一定のリスクが想定されている。

1-3．自然環境・風土と地域資源
　別院地区は、里山的な景観が色濃く残る地域であり、森林、農地、集落が近接した環境が形成
されている。周辺には木材や竹、石、土といった自然素材が豊富に存在し、造形活動やクラフト
制作と親和性の高い資源環境が整っている点が特徴である。また、地域で生産される農産物や、
ジビエをはじめとする食資源も、別院地区の重要な文化的要素である。
　別院地区には平安時代に遡ると考えられる仏像が複数伝えられており、古くから信仰や宗教
文化と深く関わってきた土地であることが確認できる。妙見信仰の参詣道として機能してきた
摂丹街道が当地を通過しており、歴史的には人々の往来や交流の経路として重要な役割を果た
してきた。現在も地区内には複数の寺社仏閣が点在しており、こうした宗教施設や信仰の痕跡
は、別院地区の歴史的・文化的背景を示す地域資源として位置づけられる。また、西別院町の松
尾神社では、毎年5月に「犬甘野の御田」と呼ばれる神事が行われており、これは京都府登録無形
民俗文化財に指定されている。農耕儀礼を通じて地域の自然条件と人々の暮らしの関係性を今
日に伝えるこの行事は、別院地区における民俗文化の継承を象徴する代表的な事例である。
　別院地区では寒冷な気候条件からかつて寒天の生産が地区全体で行われていたとされるが、
現在ではその営みは途絶えている。一方で、地区内の犬甘野周辺は、気候や土地条件の面からそ
ばの生産に適しているとされ、重要な農業資源となっている。

1-4．施設設備
　校舎および体育館は経年の劣化はあるが維持されており、転用が検討可能な状態である。一
方で、施設の利活用を検討するにあたっては、建築的な魅力や空間の大きさのみならず、水道・
電気・排水といった基礎的なインフラの整備状況を確認する必要がある。
　別院中学校校舎では現在、水洗トイレの使用が可能であることが確認されている。一方で、上
水道が整備されていないことは、住民からの聞き取りにより明らかになっている。このことか
ら、当該校舎における排水処理は、公共下水道への接続ではなく、合併処理浄化槽等の個別処理
方式によって行われている可能性が高いと考えられる。ただし、浄化槽の種類、設置時期、処理
能力等については、現時点では資料が確認できておらず、今後の利活用検討において改めて確
認が必要な事項である。上水道および排水インフラが十分に整備されていない現状は、飲食提
供や宿泊機能など、用途の拡張を伴う利活用を検討する際の重要な制約条件となる。
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しや資源と結びついた多様な機能が期待されていることが明らかとなった。備えている。また、
都市的な利便性から距離があること自体が、参加者にとって日常から切り離された時間と空間
を生み出し、創作や思考に没入する環境を形成する要因ともなり得る。

2-3. 自由記述に見られる希望
　自由記述欄には、回答者の年代や生活状況を反映した多様な意見が寄せられた。以下に年代
別の傾向と、そこから読み取れる共通的な関心事項を整理する。

高齢層（60代・70代）の意見：
60代・70代からは、日常生活の利便性や健康維持、孤立防止に関わる要望が多く見られた。具体
的には、グラウンドゴルフや卓球などの軽スポーツ、高齢者の送迎支援、高齢者が一日を過ごせ
る施設の必要性が挙げられている。また、家に籠りがちになることへの不安が示され、交流や居
場所の確保を求める声が目立つ。そのほか、ドッグランの設置、アウトドアメーカーによる拠点
整備への期待、日常的な買い物機能（コンビニ的機能）を求める意見も見られ、生活支援を担う
拠点としての役割を期待する傾向が読み取れる。

中年層（50代）の意見：
50代からは、多機能型の交流・滞在拠点を求める意見が多く寄せられた。宿泊やカフェ、複数店
舗の集積、演奏会などのイベント空間、子どもの遊び場や雨天時にも利用できる屋内スペース
など、幅広い世代が利用できる場を想定した提案が見られる。また、地元農産物の販売拠点、ネ
ット環境を備えた学習・仕事スペース、学生と地域住民が交流できる場所、ワークショップやフ
リーマーケットなどのイベント利用、診療所や買い物支援拠点といった意見も挙げられてお
り、生活・文化・学びを複合的に支える拠点像が描かれている。

子育て・現役世代（30～40代）の意見
30代・40代からは、旧別院中学校校舎を子育てと結びつけて活用する視点が示された。具体的に
は、自然環境を活かし、自然教育に特化した施設への転用や、幼保小の連携を視野に入れた学校
構想、地域住民や卒業生の意見を丁寧に汲み取るべきという指摘もなされた。これらの意見は、
子育てや教育への関与が大きい世代ならではの視点であり、旧校舎を単なる空間資源としてで
はなく、次世代を育てる場として再定義しようとする意識の表れと捉えることができる。

　自由記述全体を通して、高齢層からは生活支援や居場所機能への要望が多く、中年層からは
多機能型交流拠点への期待が示された。一方、子育て・現役世代からは、教育や子どもの育ち、合
意形成のプロセスを重視する視点が提示されており、世代ごとに関心の軸が異なることが確認
できる。

2-4. 地域住民の意向調査の分析と位置づけ
　今回の住民意向調査からは、「地域の人が気軽に集まれる場所」や「生活を支える機能」への期
待が強く示された。一方で、回答者の多くが高齢層であること、また回収率が限定的であること
から、これらの結果は、現時点において地域に長く居住し、日常的な課題を実感している住民層
の意向を強く反映していると位置づけられる。しかし、別院地区の将来的な持続可能性を考え
る場合、現在の住民の意向のみをそのまま反映した利活用計画では、地域構造の根本的な課題

2.　地域住民の意向調査

　本章では、旧別院中学校校舎の利活用を検討するにあたり、地域住民が当該施設および地域
の将来像についてどのような意向や期待を抱いているのかを把握することを目的として実施
した意向調査の概要と結果を整理する。
　廃校施設の利活用は、建物や立地条件といった物理的要素のみならず、地域住民の価値観や
これまでの経験や記憶と深く関わるものである。そのため、外部からの一方的な計画提案では
なく、地域の声に耳を傾け、その認識や要望を丁寧に把握することが、持続的な利活用を構想す
るうえで不可欠である。

2-1. 調査方法と対象
　本意向調査は、別院地区における旧別院中学校校舎の将来的な利活用の方向性を検討する基
礎資料とすることを目的に実施した。調査方法はアンケート形式とし、別院地区内の全戸を対
象に配布を行った。配布および回収期間は、2025年9月中旬から10月中旬までである。
　回答者の年齢構成を見ると、60代が最も多く、全体の41％を占めている。次いで50代が22％、
70代以上が19％となっており、60代以上の回答者が全体の約60％を占める結果となった。一方
で、30代以下からの回答はほとんど見られず、若年層からの回答が少ない点が本調査の特徴で
ある。この結果は、別院地区における人口構成や高齢化の進行状況を一定程度反映していると
考えられる。
　居住地区別では、東別院町からの回答が18件（56％）と過半数を占め、西別院町からは14件
（44％）の回答が得られた。両地区から概ね均等に近い割合で回答が寄せられており、別院地区
全体の意向を把握するための一定の基礎資料となり得ると考えられる。回収率は約3.3％と限定
的であるため、地域全体の意向を統計的に代表するものではない点に留意が必要である。一方
で、旧別院中学校の利活用に関心を寄せ、具体的な意見を有する住民の声を把握する資料とし
て、今後の検討に一定の示唆を与えるものと捉えることができる。

2-2．旧別院中学校跡地の活用に対する希望
　旧別院中学校跡地を「地域の新しい魅力」とするために、どのような場所となることを期待す
るかを問う設問（複数回答可）では、「地域の人が気軽に集まれる場所」が21件（66％）と最も高い
支持を得た。カフェや交流スペースといった、日常的に利用できる場への期待が強いことがう
かがえる。
次いで、「地域の生活を支える場所」（18件、56％）が高い割合を示しており、日用品や食品の移動
販売、健康チェックといった生活支援機能を旧校舎に求める意向が多く見られた。この結果か
らは、高齢化が進む地域において、生活の利便性や安心感を補完する拠点としての役割が重視
されていることが読み取れる。
また、「自然を楽しみ、体験できる場所」（13件、41％）および「創造的な活動や学びに参加できる
場所」（13件、41％）はいずれも同率で3番目に高い支持を集めた。自然環境を活かした体験型の
利用や、ものづくり・学びの場としての活用に対しても一定の期待が寄せられていることが示
されている。
　そのほか、「地域の食材や産物を加工・販売できる場所」（11件、34％）、「資源循環やリサイクル
に取り組む場所」（10件、31％）といった回答も見られ、旧別院中学校跡地に対して、地域の暮ら

を解決することは難しい。今後も高齢化の進行や人口減少が続くことが想定されるなかで、地
域内需要のみを前提とした施設運営は、長期的には維持が困難となる可能性が高い。そのため、
旧別院中学校の利活用を検討するにあたっては、地域外からの来訪者や関係人口の増加、さら
には将来的な移住につながるような人の流れを視野に入れることが不可欠であると考えられ
る。住民意向調査で示された生活支援機能や交流の場としての期待は重要な示唆を含んでいる
ものの、それらを主軸とした計画だけでは、地域全体の活力を持続的に高めることには限界が
ある。そうした視点に立てば、旧別院中学校の利活用においては、生活インフラの代替や補完を
主目的とするのではなく、地域に新たな価値や外部との接点を生み出す役割を担うことが、現
実的かつ適切な方向性であろう。
　以上を踏まえ、本研究では、住民意向調査を「地域の現状と課題を把握するための基礎資料」
として尊重しつつも、旧別院中学校の利活用の具体像については、地域外の先行事例や実践知
を参照しながら検討を進める必要があると判断した。次章では、廃校を活用した先行事例の調
査結果を整理し、別院地区に応用可能な視点や手法について検討する。

3.　廃校活用事例の調査

　本章では、旧別院中学校校舎の利活用の方向性を検討するための参照枠として、全国の廃校
活用の先行事例について調査・整理を行う。文献調査に加え、筆者自身による現地訪問を中心と
したフィールドワークを通じて実施したものであり、運営主体への体系的なヒアリングや聞き
取り調査を主とするものではない。そのため、以下で扱う事例分析は、施設の空間構成、利用の
され方、周辺環境との関係性、来訪者の振る舞いなど、観察を通じて把握可能な要素を中心に整
理している。
　前章で示したとおり、別院地区の将来的な持続可能性を考えるうえでは、地域内需要のみを
前提とした利活用には限界があり、地域外からの来訪者や関係人口をいかに生み出すかが重要
な論点となる。本章では、こうした観点から、地域外の人々を継続的に受け入れ、活動や滞在を
通じて地域との接点を形成している事例に着目する。
　廃校を含む教育施設の活用事例は、その運営理念や規模、立地条件によって多様であるが、
「何が成功したか」という結果のみを評価するのではなく、空間の使われ方や活動の成立条件、
地域との距離感といった点を読み解くことを重視する。観察にもとづく知見を通じて、旧別院
中学校において現実的に検討可能な活用の方向性や、導入にあたって留意すべき点を抽出する
ことが目的となる。

調査対象一覧：
　みなとやま水族館 & NATURE STUDIO｜旧神戸市立湊山小学校
　ふじのくに地球環境史ミュージアム｜旧静岡県立静岡南高校
　篠山チルドレンズミュージアム｜旧丹波篠山市立多紀中学校
　HOME/WORK VILLAGE｜旧世田谷区立池尻中学校
　道の駅保田小学校｜旧鋸南町保田小学校
　泊まれる学校おくも村｜旧丹波篠山市立大芋小学校

甘露寺十一面観音坐像
https://museums.city.kameoka.kyoto.jp/database/01s03h1/

西別院町大槻並
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しや資源と結びついた多様な機能が期待されていることが明らかとなった。備えている。また、
都市的な利便性から距離があること自体が、参加者にとって日常から切り離された時間と空間
を生み出し、創作や思考に没入する環境を形成する要因ともなり得る。

2-3. 自由記述に見られる希望
　自由記述欄には、回答者の年代や生活状況を反映した多様な意見が寄せられた。以下に年代
別の傾向と、そこから読み取れる共通的な関心事項を整理する。

高齢層（60代・70代）の意見：
60代・70代からは、日常生活の利便性や健康維持、孤立防止に関わる要望が多く見られた。具体
的には、グラウンドゴルフや卓球などの軽スポーツ、高齢者の送迎支援、高齢者が一日を過ごせ
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整備への期待、日常的な買い物機能（コンビニ的機能）を求める意見も見られ、生活支援を担う
拠点としての役割を期待する傾向が読み取れる。

中年層（50代）の意見：
50代からは、多機能型の交流・滞在拠点を求める意見が多く寄せられた。宿泊やカフェ、複数店
舗の集積、演奏会などのイベント空間、子どもの遊び場や雨天時にも利用できる屋内スペース
など、幅広い世代が利用できる場を想定した提案が見られる。また、地元農産物の販売拠点、ネ
ット環境を備えた学習・仕事スペース、学生と地域住民が交流できる場所、ワークショップやフ
リーマーケットなどのイベント利用、診療所や買い物支援拠点といった意見も挙げられてお
り、生活・文化・学びを複合的に支える拠点像が描かれている。

子育て・現役世代（30～40代）の意見
30代・40代からは、旧別院中学校校舎を子育てと結びつけて活用する視点が示された。具体的に
は、自然環境を活かし、自然教育に特化した施設への転用や、幼保小の連携を視野に入れた学校
構想、地域住民や卒業生の意見を丁寧に汲み取るべきという指摘もなされた。これらの意見は、
子育てや教育への関与が大きい世代ならではの視点であり、旧校舎を単なる空間資源としてで
はなく、次世代を育てる場として再定義しようとする意識の表れと捉えることができる。

　自由記述全体を通して、高齢層からは生活支援や居場所機能への要望が多く、中年層からは
多機能型交流拠点への期待が示された。一方、子育て・現役世代からは、教育や子どもの育ち、合
意形成のプロセスを重視する視点が提示されており、世代ごとに関心の軸が異なることが確認
できる。

2-4. 地域住民の意向調査の分析と位置づけ
　今回の住民意向調査からは、「地域の人が気軽に集まれる場所」や「生活を支える機能」への期
待が強く示された。一方で、回答者の多くが高齢層であること、また回収率が限定的であること
から、これらの結果は、現時点において地域に長く居住し、日常的な課題を実感している住民層
の意向を強く反映していると位置づけられる。しかし、別院地区の将来的な持続可能性を考え
る場合、現在の住民の意向のみをそのまま反映した利活用計画では、地域構造の根本的な課題

2.　地域住民の意向調査

　本章では、旧別院中学校校舎の利活用を検討するにあたり、地域住民が当該施設および地域
の将来像についてどのような意向や期待を抱いているのかを把握することを目的として実施
した意向調査の概要と結果を整理する。
　廃校施設の利活用は、建物や立地条件といった物理的要素のみならず、地域住民の価値観や
これまでの経験や記憶と深く関わるものである。そのため、外部からの一方的な計画提案では
なく、地域の声に耳を傾け、その認識や要望を丁寧に把握することが、持続的な利活用を構想す
るうえで不可欠である。

2-1. 調査方法と対象
　本意向調査は、別院地区における旧別院中学校校舎の将来的な利活用の方向性を検討する基
礎資料とすることを目的に実施した。調査方法はアンケート形式とし、別院地区内の全戸を対
象に配布を行った。配布および回収期間は、2025年9月中旬から10月中旬までである。
　回答者の年齢構成を見ると、60代が最も多く、全体の41％を占めている。次いで50代が22％、
70代以上が19％となっており、60代以上の回答者が全体の約60％を占める結果となった。一方
で、30代以下からの回答はほとんど見られず、若年層からの回答が少ない点が本調査の特徴で
ある。この結果は、別院地区における人口構成や高齢化の進行状況を一定程度反映していると
考えられる。
　居住地区別では、東別院町からの回答が18件（56％）と過半数を占め、西別院町からは14件
（44％）の回答が得られた。両地区から概ね均等に近い割合で回答が寄せられており、別院地区
全体の意向を把握するための一定の基礎資料となり得ると考えられる。回収率は約3.3％と限定
的であるため、地域全体の意向を統計的に代表するものではない点に留意が必要である。一方
で、旧別院中学校の利活用に関心を寄せ、具体的な意見を有する住民の声を把握する資料とし
て、今後の検討に一定の示唆を与えるものと捉えることができる。

2-2．旧別院中学校跡地の活用に対する希望
　旧別院中学校跡地を「地域の新しい魅力」とするために、どのような場所となることを期待す
るかを問う設問（複数回答可）では、「地域の人が気軽に集まれる場所」が21件（66％）と最も高い
支持を得た。カフェや交流スペースといった、日常的に利用できる場への期待が強いことがう
かがえる。
次いで、「地域の生活を支える場所」（18件、56％）が高い割合を示しており、日用品や食品の移動
販売、健康チェックといった生活支援機能を旧校舎に求める意向が多く見られた。この結果か
らは、高齢化が進む地域において、生活の利便性や安心感を補完する拠点としての役割が重視
されていることが読み取れる。
また、「自然を楽しみ、体験できる場所」（13件、41％）および「創造的な活動や学びに参加できる
場所」（13件、41％）はいずれも同率で3番目に高い支持を集めた。自然環境を活かした体験型の
利用や、ものづくり・学びの場としての活用に対しても一定の期待が寄せられていることが示
されている。
　そのほか、「地域の食材や産物を加工・販売できる場所」（11件、34％）、「資源循環やリサイクル
に取り組む場所」（10件、31％）といった回答も見られ、旧別院中学校跡地に対して、地域の暮ら

を解決することは難しい。今後も高齢化の進行や人口減少が続くことが想定されるなかで、地
域内需要のみを前提とした施設運営は、長期的には維持が困難となる可能性が高い。そのため、
旧別院中学校の利活用を検討するにあたっては、地域外からの来訪者や関係人口の増加、さら
には将来的な移住につながるような人の流れを視野に入れることが不可欠であると考えられ
る。住民意向調査で示された生活支援機能や交流の場としての期待は重要な示唆を含んでいる
ものの、それらを主軸とした計画だけでは、地域全体の活力を持続的に高めることには限界が
ある。そうした視点に立てば、旧別院中学校の利活用においては、生活インフラの代替や補完を
主目的とするのではなく、地域に新たな価値や外部との接点を生み出す役割を担うことが、現
実的かつ適切な方向性であろう。
　以上を踏まえ、本研究では、住民意向調査を「地域の現状と課題を把握するための基礎資料」
として尊重しつつも、旧別院中学校の利活用の具体像については、地域外の先行事例や実践知
を参照しながら検討を進める必要があると判断した。次章では、廃校を活用した先行事例の調
査結果を整理し、別院地区に応用可能な視点や手法について検討する。

3.　廃校活用事例の調査

　本章では、旧別院中学校校舎の利活用の方向性を検討するための参照枠として、全国の廃校
活用の先行事例について調査・整理を行う。文献調査に加え、筆者自身による現地訪問を中心と
したフィールドワークを通じて実施したものであり、運営主体への体系的なヒアリングや聞き
取り調査を主とするものではない。そのため、以下で扱う事例分析は、施設の空間構成、利用の
され方、周辺環境との関係性、来訪者の振る舞いなど、観察を通じて把握可能な要素を中心に整
理している。
　前章で示したとおり、別院地区の将来的な持続可能性を考えるうえでは、地域内需要のみを
前提とした利活用には限界があり、地域外からの来訪者や関係人口をいかに生み出すかが重要
な論点となる。本章では、こうした観点から、地域外の人々を継続的に受け入れ、活動や滞在を
通じて地域との接点を形成している事例に着目する。
　廃校を含む教育施設の活用事例は、その運営理念や規模、立地条件によって多様であるが、
「何が成功したか」という結果のみを評価するのではなく、空間の使われ方や活動の成立条件、
地域との距離感といった点を読み解くことを重視する。観察にもとづく知見を通じて、旧別院
中学校において現実的に検討可能な活用の方向性や、導入にあたって留意すべき点を抽出する
ことが目的となる。

調査対象一覧：
　みなとやま水族館 & NATURE STUDIO｜旧神戸市立湊山小学校
　ふじのくに地球環境史ミュージアム｜旧静岡県立静岡南高校
　篠山チルドレンズミュージアム｜旧丹波篠山市立多紀中学校
　HOME/WORK VILLAGE｜旧世田谷区立池尻中学校
　道の駅保田小学校｜旧鋸南町保田小学校
　泊まれる学校おくも村｜旧丹波篠山市立大芋小学校
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しや資源と結びついた多様な機能が期待されていることが明らかとなった。備えている。また、
都市的な利便性から距離があること自体が、参加者にとって日常から切り離された時間と空間
を生み出し、創作や思考に没入する環境を形成する要因ともなり得る。

2-3. 自由記述に見られる希望
　自由記述欄には、回答者の年代や生活状況を反映した多様な意見が寄せられた。以下に年代
別の傾向と、そこから読み取れる共通的な関心事項を整理する。

高齢層（60代・70代）の意見：
60代・70代からは、日常生活の利便性や健康維持、孤立防止に関わる要望が多く見られた。具体
的には、グラウンドゴルフや卓球などの軽スポーツ、高齢者の送迎支援、高齢者が一日を過ごせ
る施設の必要性が挙げられている。また、家に籠りがちになることへの不安が示され、交流や居
場所の確保を求める声が目立つ。そのほか、ドッグランの設置、アウトドアメーカーによる拠点
整備への期待、日常的な買い物機能（コンビニ的機能）を求める意見も見られ、生活支援を担う
拠点としての役割を期待する傾向が読み取れる。

中年層（50代）の意見：
50代からは、多機能型の交流・滞在拠点を求める意見が多く寄せられた。宿泊やカフェ、複数店
舗の集積、演奏会などのイベント空間、子どもの遊び場や雨天時にも利用できる屋内スペース
など、幅広い世代が利用できる場を想定した提案が見られる。また、地元農産物の販売拠点、ネ
ット環境を備えた学習・仕事スペース、学生と地域住民が交流できる場所、ワークショップやフ
リーマーケットなどのイベント利用、診療所や買い物支援拠点といった意見も挙げられてお
り、生活・文化・学びを複合的に支える拠点像が描かれている。

子育て・現役世代（30～40代）の意見
30代・40代からは、旧別院中学校校舎を子育てと結びつけて活用する視点が示された。具体的に
は、自然環境を活かし、自然教育に特化した施設への転用や、幼保小の連携を視野に入れた学校
構想、地域住民や卒業生の意見を丁寧に汲み取るべきという指摘もなされた。これらの意見は、
子育てや教育への関与が大きい世代ならではの視点であり、旧校舎を単なる空間資源としてで
はなく、次世代を育てる場として再定義しようとする意識の表れと捉えることができる。

　自由記述全体を通して、高齢層からは生活支援や居場所機能への要望が多く、中年層からは
多機能型交流拠点への期待が示された。一方、子育て・現役世代からは、教育や子どもの育ち、合
意形成のプロセスを重視する視点が提示されており、世代ごとに関心の軸が異なることが確認
できる。

2-4. 地域住民の意向調査の分析と位置づけ
　今回の住民意向調査からは、「地域の人が気軽に集まれる場所」や「生活を支える機能」への期
待が強く示された。一方で、回答者の多くが高齢層であること、また回収率が限定的であること
から、これらの結果は、現時点において地域に長く居住し、日常的な課題を実感している住民層
の意向を強く反映していると位置づけられる。しかし、別院地区の将来的な持続可能性を考え
る場合、現在の住民の意向のみをそのまま反映した利活用計画では、地域構造の根本的な課題

2.　地域住民の意向調査

　本章では、旧別院中学校校舎の利活用を検討するにあたり、地域住民が当該施設および地域
の将来像についてどのような意向や期待を抱いているのかを把握することを目的として実施
した意向調査の概要と結果を整理する。
　廃校施設の利活用は、建物や立地条件といった物理的要素のみならず、地域住民の価値観や
これまでの経験や記憶と深く関わるものである。そのため、外部からの一方的な計画提案では
なく、地域の声に耳を傾け、その認識や要望を丁寧に把握することが、持続的な利活用を構想す
るうえで不可欠である。

2-1. 調査方法と対象
　本意向調査は、別院地区における旧別院中学校校舎の将来的な利活用の方向性を検討する基
礎資料とすることを目的に実施した。調査方法はアンケート形式とし、別院地区内の全戸を対
象に配布を行った。配布および回収期間は、2025年9月中旬から10月中旬までである。
　回答者の年齢構成を見ると、60代が最も多く、全体の41％を占めている。次いで50代が22％、
70代以上が19％となっており、60代以上の回答者が全体の約60％を占める結果となった。一方
で、30代以下からの回答はほとんど見られず、若年層からの回答が少ない点が本調査の特徴で
ある。この結果は、別院地区における人口構成や高齢化の進行状況を一定程度反映していると
考えられる。
　居住地区別では、東別院町からの回答が18件（56％）と過半数を占め、西別院町からは14件
（44％）の回答が得られた。両地区から概ね均等に近い割合で回答が寄せられており、別院地区
全体の意向を把握するための一定の基礎資料となり得ると考えられる。回収率は約3.3％と限定
的であるため、地域全体の意向を統計的に代表するものではない点に留意が必要である。一方
で、旧別院中学校の利活用に関心を寄せ、具体的な意見を有する住民の声を把握する資料とし
て、今後の検討に一定の示唆を与えるものと捉えることができる。

2-2．旧別院中学校跡地の活用に対する希望
　旧別院中学校跡地を「地域の新しい魅力」とするために、どのような場所となることを期待す
るかを問う設問（複数回答可）では、「地域の人が気軽に集まれる場所」が21件（66％）と最も高い
支持を得た。カフェや交流スペースといった、日常的に利用できる場への期待が強いことがう
かがえる。
次いで、「地域の生活を支える場所」（18件、56％）が高い割合を示しており、日用品や食品の移動
販売、健康チェックといった生活支援機能を旧校舎に求める意向が多く見られた。この結果か
らは、高齢化が進む地域において、生活の利便性や安心感を補完する拠点としての役割が重視
されていることが読み取れる。
また、「自然を楽しみ、体験できる場所」（13件、41％）および「創造的な活動や学びに参加できる
場所」（13件、41％）はいずれも同率で3番目に高い支持を集めた。自然環境を活かした体験型の
利用や、ものづくり・学びの場としての活用に対しても一定の期待が寄せられていることが示
されている。
　そのほか、「地域の食材や産物を加工・販売できる場所」（11件、34％）、「資源循環やリサイクル
に取り組む場所」（10件、31％）といった回答も見られ、旧別院中学校跡地に対して、地域の暮ら

を解決することは難しい。今後も高齢化の進行や人口減少が続くことが想定されるなかで、地
域内需要のみを前提とした施設運営は、長期的には維持が困難となる可能性が高い。そのため、
旧別院中学校の利活用を検討するにあたっては、地域外からの来訪者や関係人口の増加、さら
には将来的な移住につながるような人の流れを視野に入れることが不可欠であると考えられ
る。住民意向調査で示された生活支援機能や交流の場としての期待は重要な示唆を含んでいる
ものの、それらを主軸とした計画だけでは、地域全体の活力を持続的に高めることには限界が
ある。そうした視点に立てば、旧別院中学校の利活用においては、生活インフラの代替や補完を
主目的とするのではなく、地域に新たな価値や外部との接点を生み出す役割を担うことが、現
実的かつ適切な方向性であろう。
　以上を踏まえ、本研究では、住民意向調査を「地域の現状と課題を把握するための基礎資料」
として尊重しつつも、旧別院中学校の利活用の具体像については、地域外の先行事例や実践知
を参照しながら検討を進める必要があると判断した。次章では、廃校を活用した先行事例の調
査結果を整理し、別院地区に応用可能な視点や手法について検討する。

3.　廃校活用事例の調査

　本章では、旧別院中学校校舎の利活用の方向性を検討するための参照枠として、全国の廃校
活用の先行事例について調査・整理を行う。文献調査に加え、筆者自身による現地訪問を中心と
したフィールドワークを通じて実施したものであり、運営主体への体系的なヒアリングや聞き
取り調査を主とするものではない。そのため、以下で扱う事例分析は、施設の空間構成、利用の
され方、周辺環境との関係性、来訪者の振る舞いなど、観察を通じて把握可能な要素を中心に整
理している。
　前章で示したとおり、別院地区の将来的な持続可能性を考えるうえでは、地域内需要のみを
前提とした利活用には限界があり、地域外からの来訪者や関係人口をいかに生み出すかが重要
な論点となる。本章では、こうした観点から、地域外の人々を継続的に受け入れ、活動や滞在を
通じて地域との接点を形成している事例に着目する。
　廃校を含む教育施設の活用事例は、その運営理念や規模、立地条件によって多様であるが、
「何が成功したか」という結果のみを評価するのではなく、空間の使われ方や活動の成立条件、
地域との距離感といった点を読み解くことを重視する。観察にもとづく知見を通じて、旧別院
中学校において現実的に検討可能な活用の方向性や、導入にあたって留意すべき点を抽出する
ことが目的となる。

調査対象一覧：
　みなとやま水族館 & NATURE STUDIO｜旧神戸市立湊山小学校
　ふじのくに地球環境史ミュージアム｜旧静岡県立静岡南高校
　篠山チルドレンズミュージアム｜旧丹波篠山市立多紀中学校
　HOME/WORK VILLAGE｜旧世田谷区立池尻中学校
　道の駅保田小学校｜旧鋸南町保田小学校
　泊まれる学校おくも村｜旧丹波篠山市立大芋小学校
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しや資源と結びついた多様な機能が期待されていることが明らかとなった。備えている。また、
都市的な利便性から距離があること自体が、参加者にとって日常から切り離された時間と空間
を生み出し、創作や思考に没入する環境を形成する要因ともなり得る。

2-3. 自由記述に見られる希望
　自由記述欄には、回答者の年代や生活状況を反映した多様な意見が寄せられた。以下に年代
別の傾向と、そこから読み取れる共通的な関心事項を整理する。

高齢層（60代・70代）の意見：
60代・70代からは、日常生活の利便性や健康維持、孤立防止に関わる要望が多く見られた。具体
的には、グラウンドゴルフや卓球などの軽スポーツ、高齢者の送迎支援、高齢者が一日を過ごせ
る施設の必要性が挙げられている。また、家に籠りがちになることへの不安が示され、交流や居
場所の確保を求める声が目立つ。そのほか、ドッグランの設置、アウトドアメーカーによる拠点
整備への期待、日常的な買い物機能（コンビニ的機能）を求める意見も見られ、生活支援を担う
拠点としての役割を期待する傾向が読み取れる。

中年層（50代）の意見：
50代からは、多機能型の交流・滞在拠点を求める意見が多く寄せられた。宿泊やカフェ、複数店
舗の集積、演奏会などのイベント空間、子どもの遊び場や雨天時にも利用できる屋内スペース
など、幅広い世代が利用できる場を想定した提案が見られる。また、地元農産物の販売拠点、ネ
ット環境を備えた学習・仕事スペース、学生と地域住民が交流できる場所、ワークショップやフ
リーマーケットなどのイベント利用、診療所や買い物支援拠点といった意見も挙げられてお
り、生活・文化・学びを複合的に支える拠点像が描かれている。

子育て・現役世代（30～40代）の意見
30代・40代からは、旧別院中学校校舎を子育てと結びつけて活用する視点が示された。具体的に
は、自然環境を活かし、自然教育に特化した施設への転用や、幼保小の連携を視野に入れた学校
構想、地域住民や卒業生の意見を丁寧に汲み取るべきという指摘もなされた。これらの意見は、
子育てや教育への関与が大きい世代ならではの視点であり、旧校舎を単なる空間資源としてで
はなく、次世代を育てる場として再定義しようとする意識の表れと捉えることができる。

　自由記述全体を通して、高齢層からは生活支援や居場所機能への要望が多く、中年層からは
多機能型交流拠点への期待が示された。一方、子育て・現役世代からは、教育や子どもの育ち、合
意形成のプロセスを重視する視点が提示されており、世代ごとに関心の軸が異なることが確認
できる。

2-4. 地域住民の意向調査の分析と位置づけ
　今回の住民意向調査からは、「地域の人が気軽に集まれる場所」や「生活を支える機能」への期
待が強く示された。一方で、回答者の多くが高齢層であること、また回収率が限定的であること
から、これらの結果は、現時点において地域に長く居住し、日常的な課題を実感している住民層
の意向を強く反映していると位置づけられる。しかし、別院地区の将来的な持続可能性を考え
る場合、現在の住民の意向のみをそのまま反映した利活用計画では、地域構造の根本的な課題

2.　地域住民の意向調査

　本章では、旧別院中学校校舎の利活用を検討するにあたり、地域住民が当該施設および地域
の将来像についてどのような意向や期待を抱いているのかを把握することを目的として実施
した意向調査の概要と結果を整理する。
　廃校施設の利活用は、建物や立地条件といった物理的要素のみならず、地域住民の価値観や
これまでの経験や記憶と深く関わるものである。そのため、外部からの一方的な計画提案では
なく、地域の声に耳を傾け、その認識や要望を丁寧に把握することが、持続的な利活用を構想す
るうえで不可欠である。

2-1. 調査方法と対象
　本意向調査は、別院地区における旧別院中学校校舎の将来的な利活用の方向性を検討する基
礎資料とすることを目的に実施した。調査方法はアンケート形式とし、別院地区内の全戸を対
象に配布を行った。配布および回収期間は、2025年9月中旬から10月中旬までである。
　回答者の年齢構成を見ると、60代が最も多く、全体の41％を占めている。次いで50代が22％、
70代以上が19％となっており、60代以上の回答者が全体の約60％を占める結果となった。一方
で、30代以下からの回答はほとんど見られず、若年層からの回答が少ない点が本調査の特徴で
ある。この結果は、別院地区における人口構成や高齢化の進行状況を一定程度反映していると
考えられる。
　居住地区別では、東別院町からの回答が18件（56％）と過半数を占め、西別院町からは14件
（44％）の回答が得られた。両地区から概ね均等に近い割合で回答が寄せられており、別院地区
全体の意向を把握するための一定の基礎資料となり得ると考えられる。回収率は約3.3％と限定
的であるため、地域全体の意向を統計的に代表するものではない点に留意が必要である。一方
で、旧別院中学校の利活用に関心を寄せ、具体的な意見を有する住民の声を把握する資料とし
て、今後の検討に一定の示唆を与えるものと捉えることができる。

2-2．旧別院中学校跡地の活用に対する希望
　旧別院中学校跡地を「地域の新しい魅力」とするために、どのような場所となることを期待す
るかを問う設問（複数回答可）では、「地域の人が気軽に集まれる場所」が21件（66％）と最も高い
支持を得た。カフェや交流スペースといった、日常的に利用できる場への期待が強いことがう
かがえる。
次いで、「地域の生活を支える場所」（18件、56％）が高い割合を示しており、日用品や食品の移動
販売、健康チェックといった生活支援機能を旧校舎に求める意向が多く見られた。この結果か
らは、高齢化が進む地域において、生活の利便性や安心感を補完する拠点としての役割が重視
されていることが読み取れる。
また、「自然を楽しみ、体験できる場所」（13件、41％）および「創造的な活動や学びに参加できる
場所」（13件、41％）はいずれも同率で3番目に高い支持を集めた。自然環境を活かした体験型の
利用や、ものづくり・学びの場としての活用に対しても一定の期待が寄せられていることが示
されている。
　そのほか、「地域の食材や産物を加工・販売できる場所」（11件、34％）、「資源循環やリサイクル
に取り組む場所」（10件、31％）といった回答も見られ、旧別院中学校跡地に対して、地域の暮ら

を解決することは難しい。今後も高齢化の進行や人口減少が続くことが想定されるなかで、地
域内需要のみを前提とした施設運営は、長期的には維持が困難となる可能性が高い。そのため、
旧別院中学校の利活用を検討するにあたっては、地域外からの来訪者や関係人口の増加、さら
には将来的な移住につながるような人の流れを視野に入れることが不可欠であると考えられ
る。住民意向調査で示された生活支援機能や交流の場としての期待は重要な示唆を含んでいる
ものの、それらを主軸とした計画だけでは、地域全体の活力を持続的に高めることには限界が
ある。そうした視点に立てば、旧別院中学校の利活用においては、生活インフラの代替や補完を
主目的とするのではなく、地域に新たな価値や外部との接点を生み出す役割を担うことが、現
実的かつ適切な方向性であろう。
　以上を踏まえ、本研究では、住民意向調査を「地域の現状と課題を把握するための基礎資料」
として尊重しつつも、旧別院中学校の利活用の具体像については、地域外の先行事例や実践知
を参照しながら検討を進める必要があると判断した。次章では、廃校を活用した先行事例の調
査結果を整理し、別院地区に応用可能な視点や手法について検討する。

3.　廃校活用事例の調査

　本章では、旧別院中学校校舎の利活用の方向性を検討するための参照枠として、全国の廃校
活用の先行事例について調査・整理を行う。文献調査に加え、筆者自身による現地訪問を中心と
したフィールドワークを通じて実施したものであり、運営主体への体系的なヒアリングや聞き
取り調査を主とするものではない。そのため、以下で扱う事例分析は、施設の空間構成、利用の
され方、周辺環境との関係性、来訪者の振る舞いなど、観察を通じて把握可能な要素を中心に整
理している。
　前章で示したとおり、別院地区の将来的な持続可能性を考えるうえでは、地域内需要のみを
前提とした利活用には限界があり、地域外からの来訪者や関係人口をいかに生み出すかが重要
な論点となる。本章では、こうした観点から、地域外の人々を継続的に受け入れ、活動や滞在を
通じて地域との接点を形成している事例に着目する。
　廃校を含む教育施設の活用事例は、その運営理念や規模、立地条件によって多様であるが、
「何が成功したか」という結果のみを評価するのではなく、空間の使われ方や活動の成立条件、
地域との距離感といった点を読み解くことを重視する。観察にもとづく知見を通じて、旧別院
中学校において現実的に検討可能な活用の方向性や、導入にあたって留意すべき点を抽出する
ことが目的となる。

調査対象一覧：
　みなとやま水族館 & NATURE STUDIO｜旧神戸市立湊山小学校
　ふじのくに地球環境史ミュージアム｜旧静岡県立静岡南高校
　篠山チルドレンズミュージアム｜旧丹波篠山市立多紀中学校
　HOME/WORK VILLAGE｜旧世田谷区立池尻中学校
　道の駅保田小学校｜旧鋸南町保田小学校
　泊まれる学校おくも村｜旧丹波篠山市立大芋小学校
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しや資源と結びついた多様な機能が期待されていることが明らかとなった。備えている。また、
都市的な利便性から距離があること自体が、参加者にとって日常から切り離された時間と空間
を生み出し、創作や思考に没入する環境を形成する要因ともなり得る。

2-3. 自由記述に見られる希望
　自由記述欄には、回答者の年代や生活状況を反映した多様な意見が寄せられた。以下に年代
別の傾向と、そこから読み取れる共通的な関心事項を整理する。

高齢層（60代・70代）の意見：
60代・70代からは、日常生活の利便性や健康維持、孤立防止に関わる要望が多く見られた。具体
的には、グラウンドゴルフや卓球などの軽スポーツ、高齢者の送迎支援、高齢者が一日を過ごせ
る施設の必要性が挙げられている。また、家に籠りがちになることへの不安が示され、交流や居
場所の確保を求める声が目立つ。そのほか、ドッグランの設置、アウトドアメーカーによる拠点
整備への期待、日常的な買い物機能（コンビニ的機能）を求める意見も見られ、生活支援を担う
拠点としての役割を期待する傾向が読み取れる。

中年層（50代）の意見：
50代からは、多機能型の交流・滞在拠点を求める意見が多く寄せられた。宿泊やカフェ、複数店
舗の集積、演奏会などのイベント空間、子どもの遊び場や雨天時にも利用できる屋内スペース
など、幅広い世代が利用できる場を想定した提案が見られる。また、地元農産物の販売拠点、ネ
ット環境を備えた学習・仕事スペース、学生と地域住民が交流できる場所、ワークショップやフ
リーマーケットなどのイベント利用、診療所や買い物支援拠点といった意見も挙げられてお
り、生活・文化・学びを複合的に支える拠点像が描かれている。

子育て・現役世代（30～40代）の意見
30代・40代からは、旧別院中学校校舎を子育てと結びつけて活用する視点が示された。具体的に
は、自然環境を活かし、自然教育に特化した施設への転用や、幼保小の連携を視野に入れた学校
構想、地域住民や卒業生の意見を丁寧に汲み取るべきという指摘もなされた。これらの意見は、
子育てや教育への関与が大きい世代ならではの視点であり、旧校舎を単なる空間資源としてで
はなく、次世代を育てる場として再定義しようとする意識の表れと捉えることができる。

　自由記述全体を通して、高齢層からは生活支援や居場所機能への要望が多く、中年層からは
多機能型交流拠点への期待が示された。一方、子育て・現役世代からは、教育や子どもの育ち、合
意形成のプロセスを重視する視点が提示されており、世代ごとに関心の軸が異なることが確認
できる。

2-4. 地域住民の意向調査の分析と位置づけ
　今回の住民意向調査からは、「地域の人が気軽に集まれる場所」や「生活を支える機能」への期
待が強く示された。一方で、回答者の多くが高齢層であること、また回収率が限定的であること
から、これらの結果は、現時点において地域に長く居住し、日常的な課題を実感している住民層
の意向を強く反映していると位置づけられる。しかし、別院地区の将来的な持続可能性を考え
る場合、現在の住民の意向のみをそのまま反映した利活用計画では、地域構造の根本的な課題

2.　地域住民の意向調査

　本章では、旧別院中学校校舎の利活用を検討するにあたり、地域住民が当該施設および地域
の将来像についてどのような意向や期待を抱いているのかを把握することを目的として実施
した意向調査の概要と結果を整理する。
　廃校施設の利活用は、建物や立地条件といった物理的要素のみならず、地域住民の価値観や
これまでの経験や記憶と深く関わるものである。そのため、外部からの一方的な計画提案では
なく、地域の声に耳を傾け、その認識や要望を丁寧に把握することが、持続的な利活用を構想す
るうえで不可欠である。

2-1. 調査方法と対象
　本意向調査は、別院地区における旧別院中学校校舎の将来的な利活用の方向性を検討する基
礎資料とすることを目的に実施した。調査方法はアンケート形式とし、別院地区内の全戸を対
象に配布を行った。配布および回収期間は、2025年9月中旬から10月中旬までである。
　回答者の年齢構成を見ると、60代が最も多く、全体の41％を占めている。次いで50代が22％、
70代以上が19％となっており、60代以上の回答者が全体の約60％を占める結果となった。一方
で、30代以下からの回答はほとんど見られず、若年層からの回答が少ない点が本調査の特徴で
ある。この結果は、別院地区における人口構成や高齢化の進行状況を一定程度反映していると
考えられる。
　居住地区別では、東別院町からの回答が18件（56％）と過半数を占め、西別院町からは14件
（44％）の回答が得られた。両地区から概ね均等に近い割合で回答が寄せられており、別院地区
全体の意向を把握するための一定の基礎資料となり得ると考えられる。回収率は約3.3％と限定
的であるため、地域全体の意向を統計的に代表するものではない点に留意が必要である。一方
で、旧別院中学校の利活用に関心を寄せ、具体的な意見を有する住民の声を把握する資料とし
て、今後の検討に一定の示唆を与えるものと捉えることができる。

2-2．旧別院中学校跡地の活用に対する希望
　旧別院中学校跡地を「地域の新しい魅力」とするために、どのような場所となることを期待す
るかを問う設問（複数回答可）では、「地域の人が気軽に集まれる場所」が21件（66％）と最も高い
支持を得た。カフェや交流スペースといった、日常的に利用できる場への期待が強いことがう
かがえる。
次いで、「地域の生活を支える場所」（18件、56％）が高い割合を示しており、日用品や食品の移動
販売、健康チェックといった生活支援機能を旧校舎に求める意向が多く見られた。この結果か
らは、高齢化が進む地域において、生活の利便性や安心感を補完する拠点としての役割が重視
されていることが読み取れる。
また、「自然を楽しみ、体験できる場所」（13件、41％）および「創造的な活動や学びに参加できる
場所」（13件、41％）はいずれも同率で3番目に高い支持を集めた。自然環境を活かした体験型の
利用や、ものづくり・学びの場としての活用に対しても一定の期待が寄せられていることが示
されている。
　そのほか、「地域の食材や産物を加工・販売できる場所」（11件、34％）、「資源循環やリサイクル
に取り組む場所」（10件、31％）といった回答も見られ、旧別院中学校跡地に対して、地域の暮ら

を解決することは難しい。今後も高齢化の進行や人口減少が続くことが想定されるなかで、地
域内需要のみを前提とした施設運営は、長期的には維持が困難となる可能性が高い。そのため、
旧別院中学校の利活用を検討するにあたっては、地域外からの来訪者や関係人口の増加、さら
には将来的な移住につながるような人の流れを視野に入れることが不可欠であると考えられ
る。住民意向調査で示された生活支援機能や交流の場としての期待は重要な示唆を含んでいる
ものの、それらを主軸とした計画だけでは、地域全体の活力を持続的に高めることには限界が
ある。そうした視点に立てば、旧別院中学校の利活用においては、生活インフラの代替や補完を
主目的とするのではなく、地域に新たな価値や外部との接点を生み出す役割を担うことが、現
実的かつ適切な方向性であろう。
　以上を踏まえ、本研究では、住民意向調査を「地域の現状と課題を把握するための基礎資料」
として尊重しつつも、旧別院中学校の利活用の具体像については、地域外の先行事例や実践知
を参照しながら検討を進める必要があると判断した。次章では、廃校を活用した先行事例の調
査結果を整理し、別院地区に応用可能な視点や手法について検討する。

3.　廃校活用事例の調査

　本章では、旧別院中学校校舎の利活用の方向性を検討するための参照枠として、全国の廃校
活用の先行事例について調査・整理を行う。文献調査に加え、筆者自身による現地訪問を中心と
したフィールドワークを通じて実施したものであり、運営主体への体系的なヒアリングや聞き
取り調査を主とするものではない。そのため、以下で扱う事例分析は、施設の空間構成、利用の
され方、周辺環境との関係性、来訪者の振る舞いなど、観察を通じて把握可能な要素を中心に整
理している。
　前章で示したとおり、別院地区の将来的な持続可能性を考えるうえでは、地域内需要のみを
前提とした利活用には限界があり、地域外からの来訪者や関係人口をいかに生み出すかが重要
な論点となる。本章では、こうした観点から、地域外の人々を継続的に受け入れ、活動や滞在を
通じて地域との接点を形成している事例に着目する。
　廃校を含む教育施設の活用事例は、その運営理念や規模、立地条件によって多様であるが、
「何が成功したか」という結果のみを評価するのではなく、空間の使われ方や活動の成立条件、
地域との距離感といった点を読み解くことを重視する。観察にもとづく知見を通じて、旧別院
中学校において現実的に検討可能な活用の方向性や、導入にあたって留意すべき点を抽出する
ことが目的となる。

調査対象一覧：
　みなとやま水族館 & NATURE STUDIO｜旧神戸市立湊山小学校
　ふじのくに地球環境史ミュージアム｜旧静岡県立静岡南高校
　篠山チルドレンズミュージアム｜旧丹波篠山市立多紀中学校
　HOME/WORK VILLAGE｜旧世田谷区立池尻中学校
　道の駅保田小学校｜旧鋸南町保田小学校
　泊まれる学校おくも村｜旧丹波篠山市立大芋小学校

事例1 ： みなとやま水族館&NATURE STUDIO　〔神戸〕

1. 基本情報
旧学校名：神戸市立湊山小学校 ／ 廃校年：2015年
運営主体：民間（有限会社リバーワークス）
神戸市が公募型プロポーザル方式により活用事業者を募集し、株式会社
村上工務店が実施事業者として選定。

　旧湊山小学校跡地に自然体験・展示・コミュニティ機能を複合した施設としてリノベーションさ
れている。水族館「みなとやま水族館」は校舎と学校用具を活かした小規模展示空間で、生きもの体
験型の展示やニジマス釣り等の体験プログラムがあるほか、フードホールやショップ等との複合利
用が進んでいる。地域交流・体験・サステナビリティを重視するコンセプトがある。

調査日：2023年9月5日

外観は一部が木組で覆われており、既存校舎がもつ「学校らしさ」
を緩和しつつ、自然との接続を感じさせる。外庭はエディブル・ガ
ーデンとなっており、ハーブ等が栽培されている。

水族館としては規模は小さく手狭であるが、1200円という入館
料を考えれば妥当であろう。魚との距離が近く、カーペット敷き
になっているところでは靴を脱いで座って鑑賞できる部屋があ
るなど、子供を過ごさせやすい環境である。

リノベーションに際して学校用具も活用しており、所々、教室の
雰囲気を思わせる。小さな熱帯魚を座って鑑賞できる体験は、大
規模水族館とは異なる魅力となっている。

体育館は飲食・物販スペースとなっており、敷地内で醸造された
クラフトビールを楽しむこともできる。子供連れ以外の来館者層
に対して別の角度からの魅力を提供できている。ただし、その他
の飲食に関しては地域性が希薄である。
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しや資源と結びついた多様な機能が期待されていることが明らかとなった。備えている。また、
都市的な利便性から距離があること自体が、参加者にとって日常から切り離された時間と空間
を生み出し、創作や思考に没入する環境を形成する要因ともなり得る。

2-3. 自由記述に見られる希望
　自由記述欄には、回答者の年代や生活状況を反映した多様な意見が寄せられた。以下に年代
別の傾向と、そこから読み取れる共通的な関心事項を整理する。

高齢層（60代・70代）の意見：
60代・70代からは、日常生活の利便性や健康維持、孤立防止に関わる要望が多く見られた。具体
的には、グラウンドゴルフや卓球などの軽スポーツ、高齢者の送迎支援、高齢者が一日を過ごせ
る施設の必要性が挙げられている。また、家に籠りがちになることへの不安が示され、交流や居
場所の確保を求める声が目立つ。そのほか、ドッグランの設置、アウトドアメーカーによる拠点
整備への期待、日常的な買い物機能（コンビニ的機能）を求める意見も見られ、生活支援を担う
拠点としての役割を期待する傾向が読み取れる。

中年層（50代）の意見：
50代からは、多機能型の交流・滞在拠点を求める意見が多く寄せられた。宿泊やカフェ、複数店
舗の集積、演奏会などのイベント空間、子どもの遊び場や雨天時にも利用できる屋内スペース
など、幅広い世代が利用できる場を想定した提案が見られる。また、地元農産物の販売拠点、ネ
ット環境を備えた学習・仕事スペース、学生と地域住民が交流できる場所、ワークショップやフ
リーマーケットなどのイベント利用、診療所や買い物支援拠点といった意見も挙げられてお
り、生活・文化・学びを複合的に支える拠点像が描かれている。

子育て・現役世代（30～40代）の意見
30代・40代からは、旧別院中学校校舎を子育てと結びつけて活用する視点が示された。具体的に
は、自然環境を活かし、自然教育に特化した施設への転用や、幼保小の連携を視野に入れた学校
構想、地域住民や卒業生の意見を丁寧に汲み取るべきという指摘もなされた。これらの意見は、
子育てや教育への関与が大きい世代ならではの視点であり、旧校舎を単なる空間資源としてで
はなく、次世代を育てる場として再定義しようとする意識の表れと捉えることができる。

　自由記述全体を通して、高齢層からは生活支援や居場所機能への要望が多く、中年層からは
多機能型交流拠点への期待が示された。一方、子育て・現役世代からは、教育や子どもの育ち、合
意形成のプロセスを重視する視点が提示されており、世代ごとに関心の軸が異なることが確認
できる。

2-4. 地域住民の意向調査の分析と位置づけ
　今回の住民意向調査からは、「地域の人が気軽に集まれる場所」や「生活を支える機能」への期
待が強く示された。一方で、回答者の多くが高齢層であること、また回収率が限定的であること
から、これらの結果は、現時点において地域に長く居住し、日常的な課題を実感している住民層
の意向を強く反映していると位置づけられる。しかし、別院地区の将来的な持続可能性を考え
る場合、現在の住民の意向のみをそのまま反映した利活用計画では、地域構造の根本的な課題

2.　地域住民の意向調査

　本章では、旧別院中学校校舎の利活用を検討するにあたり、地域住民が当該施設および地域
の将来像についてどのような意向や期待を抱いているのかを把握することを目的として実施
した意向調査の概要と結果を整理する。
　廃校施設の利活用は、建物や立地条件といった物理的要素のみならず、地域住民の価値観や
これまでの経験や記憶と深く関わるものである。そのため、外部からの一方的な計画提案では
なく、地域の声に耳を傾け、その認識や要望を丁寧に把握することが、持続的な利活用を構想す
るうえで不可欠である。

2-1. 調査方法と対象
　本意向調査は、別院地区における旧別院中学校校舎の将来的な利活用の方向性を検討する基
礎資料とすることを目的に実施した。調査方法はアンケート形式とし、別院地区内の全戸を対
象に配布を行った。配布および回収期間は、2025年9月中旬から10月中旬までである。
　回答者の年齢構成を見ると、60代が最も多く、全体の41％を占めている。次いで50代が22％、
70代以上が19％となっており、60代以上の回答者が全体の約60％を占める結果となった。一方
で、30代以下からの回答はほとんど見られず、若年層からの回答が少ない点が本調査の特徴で
ある。この結果は、別院地区における人口構成や高齢化の進行状況を一定程度反映していると
考えられる。
　居住地区別では、東別院町からの回答が18件（56％）と過半数を占め、西別院町からは14件
（44％）の回答が得られた。両地区から概ね均等に近い割合で回答が寄せられており、別院地区
全体の意向を把握するための一定の基礎資料となり得ると考えられる。回収率は約3.3％と限定
的であるため、地域全体の意向を統計的に代表するものではない点に留意が必要である。一方
で、旧別院中学校の利活用に関心を寄せ、具体的な意見を有する住民の声を把握する資料とし
て、今後の検討に一定の示唆を与えるものと捉えることができる。

2-2．旧別院中学校跡地の活用に対する希望
　旧別院中学校跡地を「地域の新しい魅力」とするために、どのような場所となることを期待す
るかを問う設問（複数回答可）では、「地域の人が気軽に集まれる場所」が21件（66％）と最も高い
支持を得た。カフェや交流スペースといった、日常的に利用できる場への期待が強いことがう
かがえる。
次いで、「地域の生活を支える場所」（18件、56％）が高い割合を示しており、日用品や食品の移動
販売、健康チェックといった生活支援機能を旧校舎に求める意向が多く見られた。この結果か
らは、高齢化が進む地域において、生活の利便性や安心感を補完する拠点としての役割が重視
されていることが読み取れる。
また、「自然を楽しみ、体験できる場所」（13件、41％）および「創造的な活動や学びに参加できる
場所」（13件、41％）はいずれも同率で3番目に高い支持を集めた。自然環境を活かした体験型の
利用や、ものづくり・学びの場としての活用に対しても一定の期待が寄せられていることが示
されている。
　そのほか、「地域の食材や産物を加工・販売できる場所」（11件、34％）、「資源循環やリサイクル
に取り組む場所」（10件、31％）といった回答も見られ、旧別院中学校跡地に対して、地域の暮ら

を解決することは難しい。今後も高齢化の進行や人口減少が続くことが想定されるなかで、地
域内需要のみを前提とした施設運営は、長期的には維持が困難となる可能性が高い。そのため、
旧別院中学校の利活用を検討するにあたっては、地域外からの来訪者や関係人口の増加、さら
には将来的な移住につながるような人の流れを視野に入れることが不可欠であると考えられ
る。住民意向調査で示された生活支援機能や交流の場としての期待は重要な示唆を含んでいる
ものの、それらを主軸とした計画だけでは、地域全体の活力を持続的に高めることには限界が
ある。そうした視点に立てば、旧別院中学校の利活用においては、生活インフラの代替や補完を
主目的とするのではなく、地域に新たな価値や外部との接点を生み出す役割を担うことが、現
実的かつ適切な方向性であろう。
　以上を踏まえ、本研究では、住民意向調査を「地域の現状と課題を把握するための基礎資料」
として尊重しつつも、旧別院中学校の利活用の具体像については、地域外の先行事例や実践知
を参照しながら検討を進める必要があると判断した。次章では、廃校を活用した先行事例の調
査結果を整理し、別院地区に応用可能な視点や手法について検討する。

3.　廃校活用事例の調査

　本章では、旧別院中学校校舎の利活用の方向性を検討するための参照枠として、全国の廃校
活用の先行事例について調査・整理を行う。文献調査に加え、筆者自身による現地訪問を中心と
したフィールドワークを通じて実施したものであり、運営主体への体系的なヒアリングや聞き
取り調査を主とするものではない。そのため、以下で扱う事例分析は、施設の空間構成、利用の
され方、周辺環境との関係性、来訪者の振る舞いなど、観察を通じて把握可能な要素を中心に整
理している。
　前章で示したとおり、別院地区の将来的な持続可能性を考えるうえでは、地域内需要のみを
前提とした利活用には限界があり、地域外からの来訪者や関係人口をいかに生み出すかが重要
な論点となる。本章では、こうした観点から、地域外の人々を継続的に受け入れ、活動や滞在を
通じて地域との接点を形成している事例に着目する。
　廃校を含む教育施設の活用事例は、その運営理念や規模、立地条件によって多様であるが、
「何が成功したか」という結果のみを評価するのではなく、空間の使われ方や活動の成立条件、
地域との距離感といった点を読み解くことを重視する。観察にもとづく知見を通じて、旧別院
中学校において現実的に検討可能な活用の方向性や、導入にあたって留意すべき点を抽出する
ことが目的となる。

調査対象一覧：
　みなとやま水族館 & NATURE STUDIO｜旧神戸市立湊山小学校
　ふじのくに地球環境史ミュージアム｜旧静岡県立静岡南高校
　篠山チルドレンズミュージアム｜旧丹波篠山市立多紀中学校
　HOME/WORK VILLAGE｜旧世田谷区立池尻中学校
　道の駅保田小学校｜旧鋸南町保田小学校
　泊まれる学校おくも村｜旧丹波篠山市立大芋小学校

事例2 ： ふじのくに地球環境史ミュージアム　〔静岡〕

1. 基本情報
旧学校名：静岡県立静岡南高校 ／ 廃校年：2013年
運営主体：自治体（県直営）
2003年に「NPO法人静岡県自然史博物館ネットワーク」が発足し、建
物がない状態のまま自然史資料（標本など）の収集・保管業務を開始。

調査日：2024年9月18日

　静岡県初の自然系博物館であり、全国初となる「地球環境史」をテーマとした博物館として2016
年に開館。「静岡の自然とその歴史である自然史」と、「人と自然の関わり・未来の生き方を考える環
境史」が主軸となっており、「100年後の静岡が豊かであるために何ができるか」を考えるきっかけと
なる場として運営されている。地球環境史をテーマに約3,000点の動植物・化石標本を展示し、旧教
室を利用した10の展示室で年代ごとに学習体験ができる環境教育の拠点となっている。

直通のバスが1時間に1本の間隔で運行
されている。市内からバスで30分程の距
離にあり、平日の一般来館者は少ない。
主に学校単位の見学が主な客層のよう
である。高台に位置しているので、眺望
に恵まれており、カフェを兼ねた図書室
から景色を楽しむことができる。

丹青社が改修と展示計画と担当しており、展示空間はこれまでに
数々の賞を受賞している。学校用具を大胆に使った展示は見にく
さを感じる部分はあるものの、視覚的魅力があり印象的である。

県立の博物館施設だけあり、展示内容は充実している。教室単位
で展示内容が切り替わり、順路に沿ってそれぞれの教室を巡って
いく仕組みは体験の設計としてもよく出来ている。自然と文化の
バランスがよく、生活に根差した内容は、別院地区においても同
様の試みが可能と思われる。

ワークショップコーナーでは大学生等のボランティアが対応。
日々の暮らしから地球環境について考える質問や意見交換のよ
うなコミュニケーションを行う方針のようである。



しや資源と結びついた多様な機能が期待されていることが明らかとなった。備えている。また、
都市的な利便性から距離があること自体が、参加者にとって日常から切り離された時間と空間
を生み出し、創作や思考に没入する環境を形成する要因ともなり得る。

2-3. 自由記述に見られる希望
　自由記述欄には、回答者の年代や生活状況を反映した多様な意見が寄せられた。以下に年代
別の傾向と、そこから読み取れる共通的な関心事項を整理する。

高齢層（60代・70代）の意見：
60代・70代からは、日常生活の利便性や健康維持、孤立防止に関わる要望が多く見られた。具体
的には、グラウンドゴルフや卓球などの軽スポーツ、高齢者の送迎支援、高齢者が一日を過ごせ
る施設の必要性が挙げられている。また、家に籠りがちになることへの不安が示され、交流や居
場所の確保を求める声が目立つ。そのほか、ドッグランの設置、アウトドアメーカーによる拠点
整備への期待、日常的な買い物機能（コンビニ的機能）を求める意見も見られ、生活支援を担う
拠点としての役割を期待する傾向が読み取れる。

中年層（50代）の意見：
50代からは、多機能型の交流・滞在拠点を求める意見が多く寄せられた。宿泊やカフェ、複数店
舗の集積、演奏会などのイベント空間、子どもの遊び場や雨天時にも利用できる屋内スペース
など、幅広い世代が利用できる場を想定した提案が見られる。また、地元農産物の販売拠点、ネ
ット環境を備えた学習・仕事スペース、学生と地域住民が交流できる場所、ワークショップやフ
リーマーケットなどのイベント利用、診療所や買い物支援拠点といった意見も挙げられてお
り、生活・文化・学びを複合的に支える拠点像が描かれている。

子育て・現役世代（30～40代）の意見
30代・40代からは、旧別院中学校校舎を子育てと結びつけて活用する視点が示された。具体的に
は、自然環境を活かし、自然教育に特化した施設への転用や、幼保小の連携を視野に入れた学校
構想、地域住民や卒業生の意見を丁寧に汲み取るべきという指摘もなされた。これらの意見は、
子育てや教育への関与が大きい世代ならではの視点であり、旧校舎を単なる空間資源としてで
はなく、次世代を育てる場として再定義しようとする意識の表れと捉えることができる。

　自由記述全体を通して、高齢層からは生活支援や居場所機能への要望が多く、中年層からは
多機能型交流拠点への期待が示された。一方、子育て・現役世代からは、教育や子どもの育ち、合
意形成のプロセスを重視する視点が提示されており、世代ごとに関心の軸が異なることが確認
できる。

2-4. 地域住民の意向調査の分析と位置づけ
　今回の住民意向調査からは、「地域の人が気軽に集まれる場所」や「生活を支える機能」への期
待が強く示された。一方で、回答者の多くが高齢層であること、また回収率が限定的であること
から、これらの結果は、現時点において地域に長く居住し、日常的な課題を実感している住民層
の意向を強く反映していると位置づけられる。しかし、別院地区の将来的な持続可能性を考え
る場合、現在の住民の意向のみをそのまま反映した利活用計画では、地域構造の根本的な課題

2.　地域住民の意向調査

　本章では、旧別院中学校校舎の利活用を検討するにあたり、地域住民が当該施設および地域
の将来像についてどのような意向や期待を抱いているのかを把握することを目的として実施
した意向調査の概要と結果を整理する。
　廃校施設の利活用は、建物や立地条件といった物理的要素のみならず、地域住民の価値観や
これまでの経験や記憶と深く関わるものである。そのため、外部からの一方的な計画提案では
なく、地域の声に耳を傾け、その認識や要望を丁寧に把握することが、持続的な利活用を構想す
るうえで不可欠である。

2-1. 調査方法と対象
　本意向調査は、別院地区における旧別院中学校校舎の将来的な利活用の方向性を検討する基
礎資料とすることを目的に実施した。調査方法はアンケート形式とし、別院地区内の全戸を対
象に配布を行った。配布および回収期間は、2025年9月中旬から10月中旬までである。
　回答者の年齢構成を見ると、60代が最も多く、全体の41％を占めている。次いで50代が22％、
70代以上が19％となっており、60代以上の回答者が全体の約60％を占める結果となった。一方
で、30代以下からの回答はほとんど見られず、若年層からの回答が少ない点が本調査の特徴で
ある。この結果は、別院地区における人口構成や高齢化の進行状況を一定程度反映していると
考えられる。
　居住地区別では、東別院町からの回答が18件（56％）と過半数を占め、西別院町からは14件
（44％）の回答が得られた。両地区から概ね均等に近い割合で回答が寄せられており、別院地区
全体の意向を把握するための一定の基礎資料となり得ると考えられる。回収率は約3.3％と限定
的であるため、地域全体の意向を統計的に代表するものではない点に留意が必要である。一方
で、旧別院中学校の利活用に関心を寄せ、具体的な意見を有する住民の声を把握する資料とし
て、今後の検討に一定の示唆を与えるものと捉えることができる。

2-2．旧別院中学校跡地の活用に対する希望
　旧別院中学校跡地を「地域の新しい魅力」とするために、どのような場所となることを期待す
るかを問う設問（複数回答可）では、「地域の人が気軽に集まれる場所」が21件（66％）と最も高い
支持を得た。カフェや交流スペースといった、日常的に利用できる場への期待が強いことがう
かがえる。
次いで、「地域の生活を支える場所」（18件、56％）が高い割合を示しており、日用品や食品の移動
販売、健康チェックといった生活支援機能を旧校舎に求める意向が多く見られた。この結果か
らは、高齢化が進む地域において、生活の利便性や安心感を補完する拠点としての役割が重視
されていることが読み取れる。
また、「自然を楽しみ、体験できる場所」（13件、41％）および「創造的な活動や学びに参加できる
場所」（13件、41％）はいずれも同率で3番目に高い支持を集めた。自然環境を活かした体験型の
利用や、ものづくり・学びの場としての活用に対しても一定の期待が寄せられていることが示
されている。
　そのほか、「地域の食材や産物を加工・販売できる場所」（11件、34％）、「資源循環やリサイクル
に取り組む場所」（10件、31％）といった回答も見られ、旧別院中学校跡地に対して、地域の暮ら

を解決することは難しい。今後も高齢化の進行や人口減少が続くことが想定されるなかで、地
域内需要のみを前提とした施設運営は、長期的には維持が困難となる可能性が高い。そのため、
旧別院中学校の利活用を検討するにあたっては、地域外からの来訪者や関係人口の増加、さら
には将来的な移住につながるような人の流れを視野に入れることが不可欠であると考えられ
る。住民意向調査で示された生活支援機能や交流の場としての期待は重要な示唆を含んでいる
ものの、それらを主軸とした計画だけでは、地域全体の活力を持続的に高めることには限界が
ある。そうした視点に立てば、旧別院中学校の利活用においては、生活インフラの代替や補完を
主目的とするのではなく、地域に新たな価値や外部との接点を生み出す役割を担うことが、現
実的かつ適切な方向性であろう。
　以上を踏まえ、本研究では、住民意向調査を「地域の現状と課題を把握するための基礎資料」
として尊重しつつも、旧別院中学校の利活用の具体像については、地域外の先行事例や実践知
を参照しながら検討を進める必要があると判断した。次章では、廃校を活用した先行事例の調
査結果を整理し、別院地区に応用可能な視点や手法について検討する。

3.　廃校活用事例の調査

　本章では、旧別院中学校校舎の利活用の方向性を検討するための参照枠として、全国の廃校
活用の先行事例について調査・整理を行う。文献調査に加え、筆者自身による現地訪問を中心と
したフィールドワークを通じて実施したものであり、運営主体への体系的なヒアリングや聞き
取り調査を主とするものではない。そのため、以下で扱う事例分析は、施設の空間構成、利用の
され方、周辺環境との関係性、来訪者の振る舞いなど、観察を通じて把握可能な要素を中心に整
理している。
　前章で示したとおり、別院地区の将来的な持続可能性を考えるうえでは、地域内需要のみを
前提とした利活用には限界があり、地域外からの来訪者や関係人口をいかに生み出すかが重要
な論点となる。本章では、こうした観点から、地域外の人々を継続的に受け入れ、活動や滞在を
通じて地域との接点を形成している事例に着目する。
　廃校を含む教育施設の活用事例は、その運営理念や規模、立地条件によって多様であるが、
「何が成功したか」という結果のみを評価するのではなく、空間の使われ方や活動の成立条件、
地域との距離感といった点を読み解くことを重視する。観察にもとづく知見を通じて、旧別院
中学校において現実的に検討可能な活用の方向性や、導入にあたって留意すべき点を抽出する
ことが目的となる。

調査対象一覧：
　みなとやま水族館 & NATURE STUDIO｜旧神戸市立湊山小学校
　ふじのくに地球環境史ミュージアム｜旧静岡県立静岡南高校
　篠山チルドレンズミュージアム｜旧丹波篠山市立多紀中学校
　HOME/WORK VILLAGE｜旧世田谷区立池尻中学校
　道の駅保田小学校｜旧鋸南町保田小学校
　泊まれる学校おくも村｜旧丹波篠山市立大芋小学校

事例3 ： 篠山チルドレンズミュージアム　〔丹波篠山〕

1. 基本情報
旧学校名：丹波篠山市立多紀中学校 ／ 廃校年：1998年
運営主体：指定管理（一般財団法人PENS）
木造校舎保存の住民要望から2001年に開館。市直営で2008年まで運
営。財政再建のため閉館が決定されたが、後に指定管理へ移行し継続。

調査日：2025年9月6日
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　山間部にある旧多紀中学校の校舎・校庭を活用し、子どもを中心とした体験型ミュージアムとし
て再生された施設であり、廃校活用事例としての先駆的存在。展示鑑賞を主目的とする従来型の博
物館とは異なり、「遊び」「体験」「試行錯誤」を通じて学びを得ることを重視しており、校舎空間その
ものが活動の舞台として再編集されている点に特徴がある。教室の面影を残しつつ、多様なワーク
ショップを提供し、一日中楽しめるようなプログラムを備える。

広大な芝生があり、子どもたちが駆け回って遊ぶのに最適な環境
がある。木造校舎と鉄筋校舎の中に十分な展示があるが、外で一
日遊ぶことも可能である。外遊び用の用具も貸し出している。学
童を併設しており、放課後は近くの小学校まで迎えに行き、集団
で連れてくるとのこと。

木造校舎の中は展示は、館長を務めた河合隼雄の思想が色濃く反
映された体験型の空間となっている。河合は「子どもたちが自分
の物語を見つけられる場所」「遊びを通じて魂が育つ場所」が必要
であるとして、単なる遊具施設を超え、「物語ることで心が癒やさ
れ、育つ」環境を構築したとされる。

ワークショップ・スペースが充実しており、少額の参加費で様々
な造形物を作ることができる環境が整っている。訪問時は閉館間
際であったため、すでに受付が終了していたが、SNSでも多くの
ワークショップの宣伝を目にする。

ワークショップとともに充実しているのが、絵本・児童書である。
元々図書室だったのかは定かではないが、館長の河合隼雄が子供
の成長に必要な存在として「物語」を重視していたことも関係が
あると思われる。



しや資源と結びついた多様な機能が期待されていることが明らかとなった。備えている。また、
都市的な利便性から距離があること自体が、参加者にとって日常から切り離された時間と空間
を生み出し、創作や思考に没入する環境を形成する要因ともなり得る。

2-3. 自由記述に見られる希望
　自由記述欄には、回答者の年代や生活状況を反映した多様な意見が寄せられた。以下に年代
別の傾向と、そこから読み取れる共通的な関心事項を整理する。

高齢層（60代・70代）の意見：
60代・70代からは、日常生活の利便性や健康維持、孤立防止に関わる要望が多く見られた。具体
的には、グラウンドゴルフや卓球などの軽スポーツ、高齢者の送迎支援、高齢者が一日を過ごせ
る施設の必要性が挙げられている。また、家に籠りがちになることへの不安が示され、交流や居
場所の確保を求める声が目立つ。そのほか、ドッグランの設置、アウトドアメーカーによる拠点
整備への期待、日常的な買い物機能（コンビニ的機能）を求める意見も見られ、生活支援を担う
拠点としての役割を期待する傾向が読み取れる。

中年層（50代）の意見：
50代からは、多機能型の交流・滞在拠点を求める意見が多く寄せられた。宿泊やカフェ、複数店
舗の集積、演奏会などのイベント空間、子どもの遊び場や雨天時にも利用できる屋内スペース
など、幅広い世代が利用できる場を想定した提案が見られる。また、地元農産物の販売拠点、ネ
ット環境を備えた学習・仕事スペース、学生と地域住民が交流できる場所、ワークショップやフ
リーマーケットなどのイベント利用、診療所や買い物支援拠点といった意見も挙げられてお
り、生活・文化・学びを複合的に支える拠点像が描かれている。

子育て・現役世代（30～40代）の意見
30代・40代からは、旧別院中学校校舎を子育てと結びつけて活用する視点が示された。具体的に
は、自然環境を活かし、自然教育に特化した施設への転用や、幼保小の連携を視野に入れた学校
構想、地域住民や卒業生の意見を丁寧に汲み取るべきという指摘もなされた。これらの意見は、
子育てや教育への関与が大きい世代ならではの視点であり、旧校舎を単なる空間資源としてで
はなく、次世代を育てる場として再定義しようとする意識の表れと捉えることができる。

　自由記述全体を通して、高齢層からは生活支援や居場所機能への要望が多く、中年層からは
多機能型交流拠点への期待が示された。一方、子育て・現役世代からは、教育や子どもの育ち、合
意形成のプロセスを重視する視点が提示されており、世代ごとに関心の軸が異なることが確認
できる。

2-4. 地域住民の意向調査の分析と位置づけ
　今回の住民意向調査からは、「地域の人が気軽に集まれる場所」や「生活を支える機能」への期
待が強く示された。一方で、回答者の多くが高齢層であること、また回収率が限定的であること
から、これらの結果は、現時点において地域に長く居住し、日常的な課題を実感している住民層
の意向を強く反映していると位置づけられる。しかし、別院地区の将来的な持続可能性を考え
る場合、現在の住民の意向のみをそのまま反映した利活用計画では、地域構造の根本的な課題

2.　地域住民の意向調査

　本章では、旧別院中学校校舎の利活用を検討するにあたり、地域住民が当該施設および地域
の将来像についてどのような意向や期待を抱いているのかを把握することを目的として実施
した意向調査の概要と結果を整理する。
　廃校施設の利活用は、建物や立地条件といった物理的要素のみならず、地域住民の価値観や
これまでの経験や記憶と深く関わるものである。そのため、外部からの一方的な計画提案では
なく、地域の声に耳を傾け、その認識や要望を丁寧に把握することが、持続的な利活用を構想す
るうえで不可欠である。

2-1. 調査方法と対象
　本意向調査は、別院地区における旧別院中学校校舎の将来的な利活用の方向性を検討する基
礎資料とすることを目的に実施した。調査方法はアンケート形式とし、別院地区内の全戸を対
象に配布を行った。配布および回収期間は、2025年9月中旬から10月中旬までである。
　回答者の年齢構成を見ると、60代が最も多く、全体の41％を占めている。次いで50代が22％、
70代以上が19％となっており、60代以上の回答者が全体の約60％を占める結果となった。一方
で、30代以下からの回答はほとんど見られず、若年層からの回答が少ない点が本調査の特徴で
ある。この結果は、別院地区における人口構成や高齢化の進行状況を一定程度反映していると
考えられる。
　居住地区別では、東別院町からの回答が18件（56％）と過半数を占め、西別院町からは14件
（44％）の回答が得られた。両地区から概ね均等に近い割合で回答が寄せられており、別院地区
全体の意向を把握するための一定の基礎資料となり得ると考えられる。回収率は約3.3％と限定
的であるため、地域全体の意向を統計的に代表するものではない点に留意が必要である。一方
で、旧別院中学校の利活用に関心を寄せ、具体的な意見を有する住民の声を把握する資料とし
て、今後の検討に一定の示唆を与えるものと捉えることができる。

2-2．旧別院中学校跡地の活用に対する希望
　旧別院中学校跡地を「地域の新しい魅力」とするために、どのような場所となることを期待す
るかを問う設問（複数回答可）では、「地域の人が気軽に集まれる場所」が21件（66％）と最も高い
支持を得た。カフェや交流スペースといった、日常的に利用できる場への期待が強いことがう
かがえる。
次いで、「地域の生活を支える場所」（18件、56％）が高い割合を示しており、日用品や食品の移動
販売、健康チェックといった生活支援機能を旧校舎に求める意向が多く見られた。この結果か
らは、高齢化が進む地域において、生活の利便性や安心感を補完する拠点としての役割が重視
されていることが読み取れる。
また、「自然を楽しみ、体験できる場所」（13件、41％）および「創造的な活動や学びに参加できる
場所」（13件、41％）はいずれも同率で3番目に高い支持を集めた。自然環境を活かした体験型の
利用や、ものづくり・学びの場としての活用に対しても一定の期待が寄せられていることが示
されている。
　そのほか、「地域の食材や産物を加工・販売できる場所」（11件、34％）、「資源循環やリサイクル
に取り組む場所」（10件、31％）といった回答も見られ、旧別院中学校跡地に対して、地域の暮ら

を解決することは難しい。今後も高齢化の進行や人口減少が続くことが想定されるなかで、地
域内需要のみを前提とした施設運営は、長期的には維持が困難となる可能性が高い。そのため、
旧別院中学校の利活用を検討するにあたっては、地域外からの来訪者や関係人口の増加、さら
には将来的な移住につながるような人の流れを視野に入れることが不可欠であると考えられ
る。住民意向調査で示された生活支援機能や交流の場としての期待は重要な示唆を含んでいる
ものの、それらを主軸とした計画だけでは、地域全体の活力を持続的に高めることには限界が
ある。そうした視点に立てば、旧別院中学校の利活用においては、生活インフラの代替や補完を
主目的とするのではなく、地域に新たな価値や外部との接点を生み出す役割を担うことが、現
実的かつ適切な方向性であろう。
　以上を踏まえ、本研究では、住民意向調査を「地域の現状と課題を把握するための基礎資料」
として尊重しつつも、旧別院中学校の利活用の具体像については、地域外の先行事例や実践知
を参照しながら検討を進める必要があると判断した。次章では、廃校を活用した先行事例の調
査結果を整理し、別院地区に応用可能な視点や手法について検討する。

3.　廃校活用事例の調査

　本章では、旧別院中学校校舎の利活用の方向性を検討するための参照枠として、全国の廃校
活用の先行事例について調査・整理を行う。文献調査に加え、筆者自身による現地訪問を中心と
したフィールドワークを通じて実施したものであり、運営主体への体系的なヒアリングや聞き
取り調査を主とするものではない。そのため、以下で扱う事例分析は、施設の空間構成、利用の
され方、周辺環境との関係性、来訪者の振る舞いなど、観察を通じて把握可能な要素を中心に整
理している。
　前章で示したとおり、別院地区の将来的な持続可能性を考えるうえでは、地域内需要のみを
前提とした利活用には限界があり、地域外からの来訪者や関係人口をいかに生み出すかが重要
な論点となる。本章では、こうした観点から、地域外の人々を継続的に受け入れ、活動や滞在を
通じて地域との接点を形成している事例に着目する。
　廃校を含む教育施設の活用事例は、その運営理念や規模、立地条件によって多様であるが、
「何が成功したか」という結果のみを評価するのではなく、空間の使われ方や活動の成立条件、
地域との距離感といった点を読み解くことを重視する。観察にもとづく知見を通じて、旧別院
中学校において現実的に検討可能な活用の方向性や、導入にあたって留意すべき点を抽出する
ことが目的となる。

調査対象一覧：
　みなとやま水族館 & NATURE STUDIO｜旧神戸市立湊山小学校
　ふじのくに地球環境史ミュージアム｜旧静岡県立静岡南高校
　篠山チルドレンズミュージアム｜旧丹波篠山市立多紀中学校
　HOME/WORK VILLAGE｜旧世田谷区立池尻中学校
　道の駅保田小学校｜旧鋸南町保田小学校
　泊まれる学校おくも村｜旧丹波篠山市立大芋小学校

事例4 ： HOME/WORK VILLAGE　〔東京〕

1. 基本情報
旧学校名：世田谷区立池尻中学校 ／ 廃校年：2004年
運営主体：民間（方方株式会社）
世田谷区が土地・建物を所有し、民間事業者がその運営・管理を行う
PFI/PPP的な手法を採用。小田急電鉄が事業パートナーとして支援。

調査日：2025年11月28日
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　都市部の廃校活用例。「新しいまちの拠点」として、飲食・物販・ワークスペース・シェアキッチン・
配信スタジオ・コワーキングなど多機能型複合施設として運営された。以前は「世田谷ものづくり学
校」として運営されていたが、2025年に都市型のインキュベーション（創業支援）／生活支援機能も
併合したコンセプトで再整備された。地域住民とクリエイティブな人材の接点を生む設計が目立
つ。

L字型の校舎に三角形の増築部を設け、エントランスとしている。
校庭からそのまま2階に上がることができる階段もあり、コワー
キングスペースへのアクセスが柔軟である。1Fにはブルワリーや
飲食店が入居。

幾つかの教室はダンススタジオやヨガ等のスクール利用を念頭
におき、改修されている。。値段は周辺の同種施設と比べて特に安
い訳ではないようだが、フリーランスのスクール講師にとって、
公共性があり、かつ設備が整った広いスタジオを借りられるメリ
ットは大きいだろう。

体育館は施設の事業予定がない場合、世田谷区民および世田谷区
に在勤・在学している人が利用できる。公共施設として市民の利
用がしっかりと想定されていることで、入居する飲食店にとって
もシャワー効果が期待できるのかもしれない。学校空間を公共と
民間で切り分けながら、緩やかな棲み分けが行われている点は参
考になる。

1階は比較的古い学校のままの雰囲気が残るが、2階に上がると現
代的なオフィス空間が設られている。広めの会議スペースやコワ
ーキングゾーンも設定されている。



しや資源と結びついた多様な機能が期待されていることが明らかとなった。備えている。また、
都市的な利便性から距離があること自体が、参加者にとって日常から切り離された時間と空間
を生み出し、創作や思考に没入する環境を形成する要因ともなり得る。

2-3. 自由記述に見られる希望
　自由記述欄には、回答者の年代や生活状況を反映した多様な意見が寄せられた。以下に年代
別の傾向と、そこから読み取れる共通的な関心事項を整理する。

高齢層（60代・70代）の意見：
60代・70代からは、日常生活の利便性や健康維持、孤立防止に関わる要望が多く見られた。具体
的には、グラウンドゴルフや卓球などの軽スポーツ、高齢者の送迎支援、高齢者が一日を過ごせ
る施設の必要性が挙げられている。また、家に籠りがちになることへの不安が示され、交流や居
場所の確保を求める声が目立つ。そのほか、ドッグランの設置、アウトドアメーカーによる拠点
整備への期待、日常的な買い物機能（コンビニ的機能）を求める意見も見られ、生活支援を担う
拠点としての役割を期待する傾向が読み取れる。

中年層（50代）の意見：
50代からは、多機能型の交流・滞在拠点を求める意見が多く寄せられた。宿泊やカフェ、複数店
舗の集積、演奏会などのイベント空間、子どもの遊び場や雨天時にも利用できる屋内スペース
など、幅広い世代が利用できる場を想定した提案が見られる。また、地元農産物の販売拠点、ネ
ット環境を備えた学習・仕事スペース、学生と地域住民が交流できる場所、ワークショップやフ
リーマーケットなどのイベント利用、診療所や買い物支援拠点といった意見も挙げられてお
り、生活・文化・学びを複合的に支える拠点像が描かれている。

子育て・現役世代（30～40代）の意見
30代・40代からは、旧別院中学校校舎を子育てと結びつけて活用する視点が示された。具体的に
は、自然環境を活かし、自然教育に特化した施設への転用や、幼保小の連携を視野に入れた学校
構想、地域住民や卒業生の意見を丁寧に汲み取るべきという指摘もなされた。これらの意見は、
子育てや教育への関与が大きい世代ならではの視点であり、旧校舎を単なる空間資源としてで
はなく、次世代を育てる場として再定義しようとする意識の表れと捉えることができる。

　自由記述全体を通して、高齢層からは生活支援や居場所機能への要望が多く、中年層からは
多機能型交流拠点への期待が示された。一方、子育て・現役世代からは、教育や子どもの育ち、合
意形成のプロセスを重視する視点が提示されており、世代ごとに関心の軸が異なることが確認
できる。

2-4. 地域住民の意向調査の分析と位置づけ
　今回の住民意向調査からは、「地域の人が気軽に集まれる場所」や「生活を支える機能」への期
待が強く示された。一方で、回答者の多くが高齢層であること、また回収率が限定的であること
から、これらの結果は、現時点において地域に長く居住し、日常的な課題を実感している住民層
の意向を強く反映していると位置づけられる。しかし、別院地区の将来的な持続可能性を考え
る場合、現在の住民の意向のみをそのまま反映した利活用計画では、地域構造の根本的な課題

2.　地域住民の意向調査

　本章では、旧別院中学校校舎の利活用を検討するにあたり、地域住民が当該施設および地域
の将来像についてどのような意向や期待を抱いているのかを把握することを目的として実施
した意向調査の概要と結果を整理する。
　廃校施設の利活用は、建物や立地条件といった物理的要素のみならず、地域住民の価値観や
これまでの経験や記憶と深く関わるものである。そのため、外部からの一方的な計画提案では
なく、地域の声に耳を傾け、その認識や要望を丁寧に把握することが、持続的な利活用を構想す
るうえで不可欠である。

2-1. 調査方法と対象
　本意向調査は、別院地区における旧別院中学校校舎の将来的な利活用の方向性を検討する基
礎資料とすることを目的に実施した。調査方法はアンケート形式とし、別院地区内の全戸を対
象に配布を行った。配布および回収期間は、2025年9月中旬から10月中旬までである。
　回答者の年齢構成を見ると、60代が最も多く、全体の41％を占めている。次いで50代が22％、
70代以上が19％となっており、60代以上の回答者が全体の約60％を占める結果となった。一方
で、30代以下からの回答はほとんど見られず、若年層からの回答が少ない点が本調査の特徴で
ある。この結果は、別院地区における人口構成や高齢化の進行状況を一定程度反映していると
考えられる。
　居住地区別では、東別院町からの回答が18件（56％）と過半数を占め、西別院町からは14件
（44％）の回答が得られた。両地区から概ね均等に近い割合で回答が寄せられており、別院地区
全体の意向を把握するための一定の基礎資料となり得ると考えられる。回収率は約3.3％と限定
的であるため、地域全体の意向を統計的に代表するものではない点に留意が必要である。一方
で、旧別院中学校の利活用に関心を寄せ、具体的な意見を有する住民の声を把握する資料とし
て、今後の検討に一定の示唆を与えるものと捉えることができる。

2-2．旧別院中学校跡地の活用に対する希望
　旧別院中学校跡地を「地域の新しい魅力」とするために、どのような場所となることを期待す
るかを問う設問（複数回答可）では、「地域の人が気軽に集まれる場所」が21件（66％）と最も高い
支持を得た。カフェや交流スペースといった、日常的に利用できる場への期待が強いことがう
かがえる。
次いで、「地域の生活を支える場所」（18件、56％）が高い割合を示しており、日用品や食品の移動
販売、健康チェックといった生活支援機能を旧校舎に求める意向が多く見られた。この結果か
らは、高齢化が進む地域において、生活の利便性や安心感を補完する拠点としての役割が重視
されていることが読み取れる。
また、「自然を楽しみ、体験できる場所」（13件、41％）および「創造的な活動や学びに参加できる
場所」（13件、41％）はいずれも同率で3番目に高い支持を集めた。自然環境を活かした体験型の
利用や、ものづくり・学びの場としての活用に対しても一定の期待が寄せられていることが示
されている。
　そのほか、「地域の食材や産物を加工・販売できる場所」（11件、34％）、「資源循環やリサイクル
に取り組む場所」（10件、31％）といった回答も見られ、旧別院中学校跡地に対して、地域の暮ら

を解決することは難しい。今後も高齢化の進行や人口減少が続くことが想定されるなかで、地
域内需要のみを前提とした施設運営は、長期的には維持が困難となる可能性が高い。そのため、
旧別院中学校の利活用を検討するにあたっては、地域外からの来訪者や関係人口の増加、さら
には将来的な移住につながるような人の流れを視野に入れることが不可欠であると考えられ
る。住民意向調査で示された生活支援機能や交流の場としての期待は重要な示唆を含んでいる
ものの、それらを主軸とした計画だけでは、地域全体の活力を持続的に高めることには限界が
ある。そうした視点に立てば、旧別院中学校の利活用においては、生活インフラの代替や補完を
主目的とするのではなく、地域に新たな価値や外部との接点を生み出す役割を担うことが、現
実的かつ適切な方向性であろう。
　以上を踏まえ、本研究では、住民意向調査を「地域の現状と課題を把握するための基礎資料」
として尊重しつつも、旧別院中学校の利活用の具体像については、地域外の先行事例や実践知
を参照しながら検討を進める必要があると判断した。次章では、廃校を活用した先行事例の調
査結果を整理し、別院地区に応用可能な視点や手法について検討する。

3.　廃校活用事例の調査

　本章では、旧別院中学校校舎の利活用の方向性を検討するための参照枠として、全国の廃校
活用の先行事例について調査・整理を行う。文献調査に加え、筆者自身による現地訪問を中心と
したフィールドワークを通じて実施したものであり、運営主体への体系的なヒアリングや聞き
取り調査を主とするものではない。そのため、以下で扱う事例分析は、施設の空間構成、利用の
され方、周辺環境との関係性、来訪者の振る舞いなど、観察を通じて把握可能な要素を中心に整
理している。
　前章で示したとおり、別院地区の将来的な持続可能性を考えるうえでは、地域内需要のみを
前提とした利活用には限界があり、地域外からの来訪者や関係人口をいかに生み出すかが重要
な論点となる。本章では、こうした観点から、地域外の人々を継続的に受け入れ、活動や滞在を
通じて地域との接点を形成している事例に着目する。
　廃校を含む教育施設の活用事例は、その運営理念や規模、立地条件によって多様であるが、
「何が成功したか」という結果のみを評価するのではなく、空間の使われ方や活動の成立条件、
地域との距離感といった点を読み解くことを重視する。観察にもとづく知見を通じて、旧別院
中学校において現実的に検討可能な活用の方向性や、導入にあたって留意すべき点を抽出する
ことが目的となる。

調査対象一覧：
　みなとやま水族館 & NATURE STUDIO｜旧神戸市立湊山小学校
　ふじのくに地球環境史ミュージアム｜旧静岡県立静岡南高校
　篠山チルドレンズミュージアム｜旧丹波篠山市立多紀中学校
　HOME/WORK VILLAGE｜旧世田谷区立池尻中学校
　道の駅保田小学校｜旧鋸南町保田小学校
　泊まれる学校おくも村｜旧丹波篠山市立大芋小学校

事例5 ： 道の駅保田小学校　〔千葉〕

1. 基本情報
旧学校名：鋸南町保田小学校 ／ 廃校年：2014年
運営主体：指定管理（共立ソリューションズ）
閉校前から「地域活性化の核」としての再利用を検討し、閉校後すぐに整
備計画に着手。10億を投じ、学校の特性を保ったまま、道の駅として再生。

調査日：2025年11月15日

13

　道の駅機能を中核とした地域拠点として再生された事例である。行政と民間事業者が連携する運
営体制のもと、物販、飲食、宿泊、温浴、体験プログラムといった複数の機能を一体的に整備し、観光
拠点として高い集客力を有している点が特徴である。学校建築がもつスケール感や空間単位を活か
しつつ、体育館は地域農産物や特産品の販売スペースとして活用され、複数の教室はレストランや
カフェへと改修されている。なかでも、教室空間の構成を大きく変えずに宿泊機能へと転用した点
は、本事例の特徴的な取り組みである。

道の駅なので本来は車で訪れる場所であるが、鉄道駅からも歩け
ない距離ではない。約150台が駐車可能。2024年には『道の駅最強
ランキング』で全国第2位（関東エリア第1位）を獲得し、経済波及
効果は98億に達するとされる。

教室単位で飲食店が入居し、店内が満席の場合は、屋外にテイク
アウトすることも可能。「里山食堂」ではかつての学校給食を再現
したメニューが学校の食器で提供され、学校という空間の文脈を
徹底的に活用した体験型グルメとなっているのが特徴である。

2階には、教室空間をそのまま転用したような宿泊設備がある。教
室の転用なので、水回りの設備はなく、風呂は施設内の温泉を利
用することになる。トイレも共同である。子連れの旅行者や学生
団体、バイカーやサイクリストなどが主なターゲットと思われ
る。

体育館は地元の物産を扱う「きょなん楽市」という名称で地元の
物産を扱うマーケットになっている。給食風のカレーや校章が入
った保冷バッグなどのオリジナルグッズも販売。また、地元の人
が制作した工芸品も販売されており、地域の人が関われる余地の
ある運営体制となっていると思われる。



しや資源と結びついた多様な機能が期待されていることが明らかとなった。備えている。また、
都市的な利便性から距離があること自体が、参加者にとって日常から切り離された時間と空間
を生み出し、創作や思考に没入する環境を形成する要因ともなり得る。

2-3. 自由記述に見られる希望
　自由記述欄には、回答者の年代や生活状況を反映した多様な意見が寄せられた。以下に年代
別の傾向と、そこから読み取れる共通的な関心事項を整理する。

高齢層（60代・70代）の意見：
60代・70代からは、日常生活の利便性や健康維持、孤立防止に関わる要望が多く見られた。具体
的には、グラウンドゴルフや卓球などの軽スポーツ、高齢者の送迎支援、高齢者が一日を過ごせ
る施設の必要性が挙げられている。また、家に籠りがちになることへの不安が示され、交流や居
場所の確保を求める声が目立つ。そのほか、ドッグランの設置、アウトドアメーカーによる拠点
整備への期待、日常的な買い物機能（コンビニ的機能）を求める意見も見られ、生活支援を担う
拠点としての役割を期待する傾向が読み取れる。

中年層（50代）の意見：
50代からは、多機能型の交流・滞在拠点を求める意見が多く寄せられた。宿泊やカフェ、複数店
舗の集積、演奏会などのイベント空間、子どもの遊び場や雨天時にも利用できる屋内スペース
など、幅広い世代が利用できる場を想定した提案が見られる。また、地元農産物の販売拠点、ネ
ット環境を備えた学習・仕事スペース、学生と地域住民が交流できる場所、ワークショップやフ
リーマーケットなどのイベント利用、診療所や買い物支援拠点といった意見も挙げられてお
り、生活・文化・学びを複合的に支える拠点像が描かれている。

子育て・現役世代（30～40代）の意見
30代・40代からは、旧別院中学校校舎を子育てと結びつけて活用する視点が示された。具体的に
は、自然環境を活かし、自然教育に特化した施設への転用や、幼保小の連携を視野に入れた学校
構想、地域住民や卒業生の意見を丁寧に汲み取るべきという指摘もなされた。これらの意見は、
子育てや教育への関与が大きい世代ならではの視点であり、旧校舎を単なる空間資源としてで
はなく、次世代を育てる場として再定義しようとする意識の表れと捉えることができる。

　自由記述全体を通して、高齢層からは生活支援や居場所機能への要望が多く、中年層からは
多機能型交流拠点への期待が示された。一方、子育て・現役世代からは、教育や子どもの育ち、合
意形成のプロセスを重視する視点が提示されており、世代ごとに関心の軸が異なることが確認
できる。

2-4. 地域住民の意向調査の分析と位置づけ
　今回の住民意向調査からは、「地域の人が気軽に集まれる場所」や「生活を支える機能」への期
待が強く示された。一方で、回答者の多くが高齢層であること、また回収率が限定的であること
から、これらの結果は、現時点において地域に長く居住し、日常的な課題を実感している住民層
の意向を強く反映していると位置づけられる。しかし、別院地区の将来的な持続可能性を考え
る場合、現在の住民の意向のみをそのまま反映した利活用計画では、地域構造の根本的な課題

2.　地域住民の意向調査

　本章では、旧別院中学校校舎の利活用を検討するにあたり、地域住民が当該施設および地域
の将来像についてどのような意向や期待を抱いているのかを把握することを目的として実施
した意向調査の概要と結果を整理する。
　廃校施設の利活用は、建物や立地条件といった物理的要素のみならず、地域住民の価値観や
これまでの経験や記憶と深く関わるものである。そのため、外部からの一方的な計画提案では
なく、地域の声に耳を傾け、その認識や要望を丁寧に把握することが、持続的な利活用を構想す
るうえで不可欠である。

2-1. 調査方法と対象
　本意向調査は、別院地区における旧別院中学校校舎の将来的な利活用の方向性を検討する基
礎資料とすることを目的に実施した。調査方法はアンケート形式とし、別院地区内の全戸を対
象に配布を行った。配布および回収期間は、2025年9月中旬から10月中旬までである。
　回答者の年齢構成を見ると、60代が最も多く、全体の41％を占めている。次いで50代が22％、
70代以上が19％となっており、60代以上の回答者が全体の約60％を占める結果となった。一方
で、30代以下からの回答はほとんど見られず、若年層からの回答が少ない点が本調査の特徴で
ある。この結果は、別院地区における人口構成や高齢化の進行状況を一定程度反映していると
考えられる。
　居住地区別では、東別院町からの回答が18件（56％）と過半数を占め、西別院町からは14件
（44％）の回答が得られた。両地区から概ね均等に近い割合で回答が寄せられており、別院地区
全体の意向を把握するための一定の基礎資料となり得ると考えられる。回収率は約3.3％と限定
的であるため、地域全体の意向を統計的に代表するものではない点に留意が必要である。一方
で、旧別院中学校の利活用に関心を寄せ、具体的な意見を有する住民の声を把握する資料とし
て、今後の検討に一定の示唆を与えるものと捉えることができる。

2-2．旧別院中学校跡地の活用に対する希望
　旧別院中学校跡地を「地域の新しい魅力」とするために、どのような場所となることを期待す
るかを問う設問（複数回答可）では、「地域の人が気軽に集まれる場所」が21件（66％）と最も高い
支持を得た。カフェや交流スペースといった、日常的に利用できる場への期待が強いことがう
かがえる。
次いで、「地域の生活を支える場所」（18件、56％）が高い割合を示しており、日用品や食品の移動
販売、健康チェックといった生活支援機能を旧校舎に求める意向が多く見られた。この結果か
らは、高齢化が進む地域において、生活の利便性や安心感を補完する拠点としての役割が重視
されていることが読み取れる。
また、「自然を楽しみ、体験できる場所」（13件、41％）および「創造的な活動や学びに参加できる
場所」（13件、41％）はいずれも同率で3番目に高い支持を集めた。自然環境を活かした体験型の
利用や、ものづくり・学びの場としての活用に対しても一定の期待が寄せられていることが示
されている。
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に取り組む場所」（10件、31％）といった回答も見られ、旧別院中学校跡地に対して、地域の暮ら

を解決することは難しい。今後も高齢化の進行や人口減少が続くことが想定されるなかで、地
域内需要のみを前提とした施設運営は、長期的には維持が困難となる可能性が高い。そのため、
旧別院中学校の利活用を検討するにあたっては、地域外からの来訪者や関係人口の増加、さら
には将来的な移住につながるような人の流れを視野に入れることが不可欠であると考えられ
る。住民意向調査で示された生活支援機能や交流の場としての期待は重要な示唆を含んでいる
ものの、それらを主軸とした計画だけでは、地域全体の活力を持続的に高めることには限界が
ある。そうした視点に立てば、旧別院中学校の利活用においては、生活インフラの代替や補完を
主目的とするのではなく、地域に新たな価値や外部との接点を生み出す役割を担うことが、現
実的かつ適切な方向性であろう。
　以上を踏まえ、本研究では、住民意向調査を「地域の現状と課題を把握するための基礎資料」
として尊重しつつも、旧別院中学校の利活用の具体像については、地域外の先行事例や実践知
を参照しながら検討を進める必要があると判断した。次章では、廃校を活用した先行事例の調
査結果を整理し、別院地区に応用可能な視点や手法について検討する。

3.　廃校活用事例の調査

　本章では、旧別院中学校校舎の利活用の方向性を検討するための参照枠として、全国の廃校
活用の先行事例について調査・整理を行う。文献調査に加え、筆者自身による現地訪問を中心と
したフィールドワークを通じて実施したものであり、運営主体への体系的なヒアリングや聞き
取り調査を主とするものではない。そのため、以下で扱う事例分析は、施設の空間構成、利用の
され方、周辺環境との関係性、来訪者の振る舞いなど、観察を通じて把握可能な要素を中心に整
理している。
　前章で示したとおり、別院地区の将来的な持続可能性を考えるうえでは、地域内需要のみを
前提とした利活用には限界があり、地域外からの来訪者や関係人口をいかに生み出すかが重要
な論点となる。本章では、こうした観点から、地域外の人々を継続的に受け入れ、活動や滞在を
通じて地域との接点を形成している事例に着目する。
　廃校を含む教育施設の活用事例は、その運営理念や規模、立地条件によって多様であるが、
「何が成功したか」という結果のみを評価するのではなく、空間の使われ方や活動の成立条件、
地域との距離感といった点を読み解くことを重視する。観察にもとづく知見を通じて、旧別院
中学校において現実的に検討可能な活用の方向性や、導入にあたって留意すべき点を抽出する
ことが目的となる。

調査対象一覧：
　みなとやま水族館 & NATURE STUDIO｜旧神戸市立湊山小学校
　ふじのくに地球環境史ミュージアム｜旧静岡県立静岡南高校
　篠山チルドレンズミュージアム｜旧丹波篠山市立多紀中学校
　HOME/WORK VILLAGE｜旧世田谷区立池尻中学校
　道の駅保田小学校｜旧鋸南町保田小学校
　泊まれる学校おくも村｜旧丹波篠山市立大芋小学校

事例6 ： 泊まれる学校おくも村　〔丹波篠山〕

1. 基本情報
旧学校名：丹波篠山市立大芋小学校 ／ 廃校年：2016年
運営主体：一般社団法人おくも村
行政から施設を借り受け、住民自らが宿泊事業を企画・運営する自主管理
モデル。外部からの流入と雇用を生む「純住民主導型」の体制が特徴。

調査日：2025年9月6日
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　宿泊機能を核とした多目的滞在型施設として再生された事例である。校舎内の普通教室のほか、
放送設備、調理室、ピアノなど、学校として使用されていたほぼすべての設備・空間が滞在者に開放
されている。家族・親族単位の滞在に加え、教育機関や団体による合宿利用が多く見られる点が特徴
である。施設側による食事提供等のサービスは行われておらず、宿泊者自身が食材や調理を含めて
滞在に必要な準備を行う。

幹線道路に面して大きく広告を出している。利用は家族のほか団
体が主でリピーターも多いようである。ある音楽大学は毎年合宿
に来て、演奏会を開催するとのこと。特徴的なのは、校舎全体を1
日1団体にのみ貸し出すという点である。これによって、宿泊者同
士のトラブルの心配がない。

元々オープンな教室だった場所に仕切りを設置し、宿泊場所とし
ている。最大で40人程度の受け入れが可能。2教室分が宿泊用に回
収されており、男女別に泊まれるようになっている。その他、学校
時代から追加された機能にシャワー室がある。

校舎内のほとんどの施設を利用可能だが、サービスとしては基本
的に布団の提供のみである。洗濯が必要な場合は、ランドリーを
使用できる。

食事の提供もないため、宿泊者自身が準備した上で投宿すること
になる。業務用スーパーで食材を買ってきてBBQをする利用形態
が多いとのこと。ピザ窯も設置されている。また、希望があれば、
校庭に子供用のプールも準備してもらえる。
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販売、健康チェックといった生活支援機能を旧校舎に求める意向が多く見られた。この結果か
らは、高齢化が進む地域において、生活の利便性や安心感を補完する拠点としての役割が重視
されていることが読み取れる。
また、「自然を楽しみ、体験できる場所」（13件、41％）および「創造的な活動や学びに参加できる
場所」（13件、41％）はいずれも同率で3番目に高い支持を集めた。自然環境を活かした体験型の
利用や、ものづくり・学びの場としての活用に対しても一定の期待が寄せられていることが示
されている。
　そのほか、「地域の食材や産物を加工・販売できる場所」（11件、34％）、「資源循環やリサイクル
に取り組む場所」（10件、31％）といった回答も見られ、旧別院中学校跡地に対して、地域の暮ら

を解決することは難しい。今後も高齢化の進行や人口減少が続くことが想定されるなかで、地
域内需要のみを前提とした施設運営は、長期的には維持が困難となる可能性が高い。そのため、
旧別院中学校の利活用を検討するにあたっては、地域外からの来訪者や関係人口の増加、さら
には将来的な移住につながるような人の流れを視野に入れることが不可欠であると考えられ
る。住民意向調査で示された生活支援機能や交流の場としての期待は重要な示唆を含んでいる
ものの、それらを主軸とした計画だけでは、地域全体の活力を持続的に高めることには限界が
ある。そうした視点に立てば、旧別院中学校の利活用においては、生活インフラの代替や補完を
主目的とするのではなく、地域に新たな価値や外部との接点を生み出す役割を担うことが、現
実的かつ適切な方向性であろう。
　以上を踏まえ、本研究では、住民意向調査を「地域の現状と課題を把握するための基礎資料」
として尊重しつつも、旧別院中学校の利活用の具体像については、地域外の先行事例や実践知
を参照しながら検討を進める必要があると判断した。次章では、廃校を活用した先行事例の調
査結果を整理し、別院地区に応用可能な視点や手法について検討する。

3.　廃校活用事例の調査

　本章では、旧別院中学校校舎の利活用の方向性を検討するための参照枠として、全国の廃校
活用の先行事例について調査・整理を行う。文献調査に加え、筆者自身による現地訪問を中心と
したフィールドワークを通じて実施したものであり、運営主体への体系的なヒアリングや聞き
取り調査を主とするものではない。そのため、以下で扱う事例分析は、施設の空間構成、利用の
され方、周辺環境との関係性、来訪者の振る舞いなど、観察を通じて把握可能な要素を中心に整
理している。
　前章で示したとおり、別院地区の将来的な持続可能性を考えるうえでは、地域内需要のみを
前提とした利活用には限界があり、地域外からの来訪者や関係人口をいかに生み出すかが重要
な論点となる。本章では、こうした観点から、地域外の人々を継続的に受け入れ、活動や滞在を
通じて地域との接点を形成している事例に着目する。
　廃校を含む教育施設の活用事例は、その運営理念や規模、立地条件によって多様であるが、
「何が成功したか」という結果のみを評価するのではなく、空間の使われ方や活動の成立条件、
地域との距離感といった点を読み解くことを重視する。観察にもとづく知見を通じて、旧別院
中学校において現実的に検討可能な活用の方向性や、導入にあたって留意すべき点を抽出する
ことが目的となる。

調査対象一覧：
　みなとやま水族館 & NATURE STUDIO｜旧神戸市立湊山小学校
　ふじのくに地球環境史ミュージアム｜旧静岡県立静岡南高校
　篠山チルドレンズミュージアム｜旧丹波篠山市立多紀中学校
　HOME/WORK VILLAGE｜旧世田谷区立池尻中学校
　道の駅保田小学校｜旧鋸南町保田小学校
　泊まれる学校おくも村｜旧丹波篠山市立大芋小学校

先行事例の考察ー別院中学校の利活用に向けて

　本章では、廃校となった学校施設を活用した6つの先行事例を対象に、現地調査を通じてその
機能構成や運営の特徴を概観してきた。これらの事例の多くは、単一機能への転用にとどまら
ず、博物館、観光拠点、宿泊施設、インキュベーション、教育・交流拠点など、複数の機能を組み合
わせながら、それぞれの地域条件に応じた再生のあり方を模索していた。
　各事例の成立背景や運営規模、立地条件には大きな差異がある。都市部に立地する事例では、
来訪者数や外部人材の流入を前提としたインキュベーション機能や文化発信機能が中核とな
っているのに対し、中山間地域や地方部の事例では、宿泊機能や体験型プログラムを通じた「滞
在」を軸に、地域との関係性を段階的に構築していく手法が採られている。また、道の駅保田小
学校のように行政と民間が連携し、観光拠点として大規模な集客を実現している事例がある一
方で、泊まれる学校おくも村のように、サービスを最小限に抑えつつ、校舎の原型を活かした利
用を可能とすることで、教育機関や家族単位の利用を中心に持続的な運営を行っている事例も
確認された。これらは、必ずしも「高機能化」や「商業化」が唯一の成功モデルではないことを示
している。
　これらの先行事例を踏まえると、旧別院中学校校舎の利活用において重要となるのは、既存
施設の制約条件（立地、インフラ、建物状況）を前提としたうえで、実現可能な機能を慎重に選択
することと言えるだろう。特に、別院地区の地理的条件やインフラ整備状況を考慮すれば、恒常
的な商業機能の導入を主目的とするのではなく、滞在型・参加型のプログラムを通じて、外部か
らの関係人口を段階的に育てていく視点が重要になると考えられる。
　先行事例は完成形として参照されるべきものではなく、各地で試行錯誤を重ねながら形成さ
れてきたプロセスの集積である。旧別院中学校の利活用においても、これらの事例を単純に模
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4-4. アクション・リサーチによる実践計画
　以上の整理を踏まえ、2026年度は、「亀岡別院」というエリア概念の有効性を検証するための
アクション・リサーチを実施する。アクション・リサーチとは、研究者が対象から距離を取って
分析するのではなく、実践に主体的に関与しながら、行為と検証を往復させる研究方法である。
旧別院中学校校舎および別院地区を実践の場とし、利活用の試行そのものを研究行為として位
置づけることがそれに当たる。また、こうした実践は、事業としての成立を最優先するものでは
なく、「亀岡別院」というエリア概念が、地域と外部を結び直す枠組みとして有効に機能し得る
のかを問い直す試みである。
　2025年度に実施した別院地域でのフィールドワークを通して、別院地区の地域資源、廃校の
空間が有するポテンシャルが見えてきた。それを踏まえ、2026年度は「地域との協働」に重点を
置き、以下の2つの柱でアクション・リサーチを展開する。

しや資源と結びついた多様な機能が期待されていることが明らかとなった。備えている。また、
都市的な利便性から距離があること自体が、参加者にとって日常から切り離された時間と空間
を生み出し、創作や思考に没入する環境を形成する要因ともなり得る。

2-3. 自由記述に見られる希望
　自由記述欄には、回答者の年代や生活状況を反映した多様な意見が寄せられた。以下に年代
別の傾向と、そこから読み取れる共通的な関心事項を整理する。

高齢層（60代・70代）の意見：
60代・70代からは、日常生活の利便性や健康維持、孤立防止に関わる要望が多く見られた。具体
的には、グラウンドゴルフや卓球などの軽スポーツ、高齢者の送迎支援、高齢者が一日を過ごせ
る施設の必要性が挙げられている。また、家に籠りがちになることへの不安が示され、交流や居
場所の確保を求める声が目立つ。そのほか、ドッグランの設置、アウトドアメーカーによる拠点
整備への期待、日常的な買い物機能（コンビニ的機能）を求める意見も見られ、生活支援を担う
拠点としての役割を期待する傾向が読み取れる。

中年層（50代）の意見：
50代からは、多機能型の交流・滞在拠点を求める意見が多く寄せられた。宿泊やカフェ、複数店
舗の集積、演奏会などのイベント空間、子どもの遊び場や雨天時にも利用できる屋内スペース
など、幅広い世代が利用できる場を想定した提案が見られる。また、地元農産物の販売拠点、ネ
ット環境を備えた学習・仕事スペース、学生と地域住民が交流できる場所、ワークショップやフ
リーマーケットなどのイベント利用、診療所や買い物支援拠点といった意見も挙げられてお
り、生活・文化・学びを複合的に支える拠点像が描かれている。

子育て・現役世代（30～40代）の意見
30代・40代からは、旧別院中学校校舎を子育てと結びつけて活用する視点が示された。具体的に
は、自然環境を活かし、自然教育に特化した施設への転用や、幼保小の連携を視野に入れた学校
構想、地域住民や卒業生の意見を丁寧に汲み取るべきという指摘もなされた。これらの意見は、
子育てや教育への関与が大きい世代ならではの視点であり、旧校舎を単なる空間資源としてで
はなく、次世代を育てる場として再定義しようとする意識の表れと捉えることができる。

　自由記述全体を通して、高齢層からは生活支援や居場所機能への要望が多く、中年層からは
多機能型交流拠点への期待が示された。一方、子育て・現役世代からは、教育や子どもの育ち、合
意形成のプロセスを重視する視点が提示されており、世代ごとに関心の軸が異なることが確認
できる。
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2.　地域住民の意向調査
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前提とした利活用には限界があり、地域外からの来訪者や関係人口をいかに生み出すかが重要
な論点となる。本章では、こうした観点から、地域外の人々を継続的に受け入れ、活動や滞在を
通じて地域との接点を形成している事例に着目する。
　廃校を含む教育施設の活用事例は、その運営理念や規模、立地条件によって多様であるが、
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4.　旧別院中学校校舎の利用可能性と基本コンセプト

　本章では、これまでに行ってきた地域・立地環境の分析、地域住民の意向調査、ならびに国内
における廃校活用先行事例の調査を踏まえ、旧別院中学校校舎の利用可能性について整理し、
今後の活用に向けた基本コンセプトを提示する。
　旧別院中学校校舎は、自然環境や歴史文化資源に恵まれた立地条件を有する一方で、交通ア
クセスやインフラ整備といった点において制約も多い施設である。そうした条件を踏まえたう
えで、実現可能性の高い活用の方向性を検討し、短期的な事業化や集客を目的とするのではな
く、段階的な実践と検証を通じて将来的な展開へとつなげていくための枠組みを示すことを目
的とする。
　また、本研究が芸術系大学による受託研究であることを踏まえ、生活インフラの整備や恒常
的な福祉機能の導入といった領域とは距離を保ちつつ、文化・芸術・教育的実践を通じて地域と
関係人口を結び直すための拠点像を構想する。旧別院中学校校舎を、地域住民、学生、外部のク
リエイターが関わり合う「実験的な学びと創造の場」として位置づけ、その基本的な考え方と方
向性を明らかにする。

4-1．利用可能性の整理（前提条件・制約条件）
　旧別院中学校校舎の利活用を検討するにあたっては、まず当該施設が置かれている前提条件
および制約条件を明確に把握する必要がある。
　立地面では、別院地区が中山間地域に位置し、公共交通によるアクセスが限定的であること、
また留学生を含む大学教育の運用上、教員運転の車両への同乗が原則認められていないことか
ら、大学の恒常的な教育施設として日常的に使用することは現実的ではない。この点は、本施設
を「大学の分校」や「常設の教育拠点」として位置づけることが困難であることを意味している。
　インフラ面では、上水道が未整備であることが確認されており、飲食提供を伴う常設的な営
業活動については、保健所の承認を得ることが難しい状況にある。一方で、水洗トイレが使用さ
れていることから、個別浄化槽等による排水処理が行われている可能性が考えられるが、上下
水道の整備状況については今後も詳細な確認が必要である。これらの条件は、施設機能の設定
や事業形態に大きな影響を与える要素である。
　また、洪水ハザードマップ上で警戒区域に該当している点も、留意すべき条件の一つである。
恒常的な居住や大規模集客を前提とする用途には慎重な判断が求められる一方、短期的・季節
的な利用や、リスクを前提とした運営設計であれば、一定の活用可能性は残されている。
以上のことから、旧別院中学校校舎の利用においては、「恒常性」「常設性」「高頻度利用」を前提
とするのではなく、期間・対象・用途を限定した柔軟な活用を基本とすることが現実的であると
いえる。

4-2．基本コンセプト―「亀岡別院」としてのエリアブランディングの方向性
　前節で整理したとおり、旧別院中学校校舎は、交通アクセスやインフラ整備の制約、災害リス
クといった条件を抱えており、「恒常性」「常設性」「高頻度利用」を前提とした施設運営には適し
ていない。このことは、校舎単体の利活用のみを想定した場合、地域全体への波及効果を生み出
すことが難しいことを示唆している。
　そこで本研究では、旧別院中学校校舎を単独の活用対象として捉えるのではなく、別院地区
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全体を一つの実践フィールドとみなし、「亀岡別院」という名称のもとでエリアとしての価値を
段階的に形成していく方向性を基本コンセプトとして設定する。
ここで想定する「亀岡別院」とは、特定の施設や事業を指すものではなく、里山環境、歴史文化資
源、地域の暮らし、そして断続的に訪れる外部の実践者や学びの場を含んだ、緩やかな集合体と
してのエリア像である。旧別院中学校校舎は、その中核的な拠点として位置づけられるが、あく
まで「入口」あるいは「起点」として機能することが想定されている。
　このようなエリア単位での捉え方は、「常に人を集め続ける」ことを目標とするのではなく、
一定の期間や機会に人が訪れ、地域との関係を築き、再び離れ、また戻ってくるという循環的な
関係性を前提とするものである。すなわち、短期的・間欠的な利用を積み重ねることで、外部か
らの来訪者を一過性の訪問者にとどめず、地域と関係を持つ「関係人口」へと移行させていく視
点を重視する。
　旧別院中学校校舎の利活用は、あらかじめ完成形を定めるものではなく、「亀岡別院」という
エリア概念を、実践と検証を通じて仮構していくプロセスそのものである。本研究では、その初
期段階における考え方と枠組みを提示することを目的とする。

4-3．関係人口の形成によって期待される波及効果と将来像：「使われ続ける地域」への転換
　本計画において想定する関係人口の形成は、単に来訪者数が増加することを目的とするもの
ではない。むしろ、別院地区に対して複数回訪れる人、関与の仕方を変えながら関係を継続する
人が増えていくことによって、地域のあり方そのものが変化していく点に重きが置かれてい
る。
　第一の波及効果として挙げられるのは、地域が「消費される場所」から「経験が蓄積される場
所」へと転換することである。断続的に訪れる関係人口は、観光客のように地域資源を一度消費
して終わる存在ではなく、活動の履歴や記憶を地域に残していく。その結果、旧別院中学校校舎
を中心に、制作物、記録、語りといった形で活動の痕跡が蓄積され、別院地区は時間的な厚みを
もった場として認識されるようになる。
　第二に、地域内外の視点が交差することによって、地域資源の再解釈が促される点が挙げら
れる。関係人口として関わる外部の人々は、里山環境や集落の暮らしを「日常」としてではなく、
「問いの対象」として捉える傾向を持つ。その視点が住民との対話を通じて共有されることで、
これまで当たり前とされてきた風景や習慣が、新たな価値として言語化・可視化されていく。
第三に、中長期的には、関係人口の中から役割を担う人材が生まれる可能性がある。継続的な関
与を通じて、ワークショップの運営補助、記録・広報、企画立案などに関わる人材が現れ、地域側
の負担を軽減すると同時に、活動の質的向上が期待される。こうした人材は、必ずしも移住を前
提とするものではなく、「関わり続ける外部人材」として、地域に新たなレイヤーを加える存在
となる。
　将来的には、別院地区は、恒常的な集客を必要としない一方で、「何かが行われている場所」「考
え続けられている場所」として認知されることが想定される。旧別院中学校校舎は、その象徴的
な拠点として、地域内外の人々が再訪し、関係を更新するための装置として機能する。
このように、関係人口の形成は、即効性のある経済効果よりも、地域が思考と実践の対象として
持続的に選ばれ続ける状態を生み出す点に意義がある。本計画は、その初期段階を意図的につ
くり出す試みである。



4-4. アクション・リサーチによる実践計画
　以上の整理を踏まえ、2026年度は、「亀岡別院」というエリア概念の有効性を検証するための
アクション・リサーチを実施する。アクション・リサーチとは、研究者が対象から距離を取って
分析するのではなく、実践に主体的に関与しながら、行為と検証を往復させる研究方法である。
旧別院中学校校舎および別院地区を実践の場とし、利活用の試行そのものを研究行為として位
置づけることがそれに当たる。また、こうした実践は、事業としての成立を最優先するものでは
なく、「亀岡別院」というエリア概念が、地域と外部を結び直す枠組みとして有効に機能し得る
のかを問い直す試みである。
　2025年度に実施した別院地域でのフィールドワークを通して、別院地区の地域資源、廃校の
空間が有するポテンシャルが見えてきた。それを踏まえ、2026年度は「地域との協働」に重点を
置き、以下の2つの柱でアクション・リサーチを展開する。

しや資源と結びついた多様な機能が期待されていることが明らかとなった。備えている。また、
都市的な利便性から距離があること自体が、参加者にとって日常から切り離された時間と空間
を生み出し、創作や思考に没入する環境を形成する要因ともなり得る。

2-3. 自由記述に見られる希望
　自由記述欄には、回答者の年代や生活状況を反映した多様な意見が寄せられた。以下に年代
別の傾向と、そこから読み取れる共通的な関心事項を整理する。

高齢層（60代・70代）の意見：
60代・70代からは、日常生活の利便性や健康維持、孤立防止に関わる要望が多く見られた。具体
的には、グラウンドゴルフや卓球などの軽スポーツ、高齢者の送迎支援、高齢者が一日を過ごせ
る施設の必要性が挙げられている。また、家に籠りがちになることへの不安が示され、交流や居
場所の確保を求める声が目立つ。そのほか、ドッグランの設置、アウトドアメーカーによる拠点
整備への期待、日常的な買い物機能（コンビニ的機能）を求める意見も見られ、生活支援を担う
拠点としての役割を期待する傾向が読み取れる。

中年層（50代）の意見：
50代からは、多機能型の交流・滞在拠点を求める意見が多く寄せられた。宿泊やカフェ、複数店
舗の集積、演奏会などのイベント空間、子どもの遊び場や雨天時にも利用できる屋内スペース
など、幅広い世代が利用できる場を想定した提案が見られる。また、地元農産物の販売拠点、ネ
ット環境を備えた学習・仕事スペース、学生と地域住民が交流できる場所、ワークショップやフ
リーマーケットなどのイベント利用、診療所や買い物支援拠点といった意見も挙げられてお
り、生活・文化・学びを複合的に支える拠点像が描かれている。

子育て・現役世代（30～40代）の意見
30代・40代からは、旧別院中学校校舎を子育てと結びつけて活用する視点が示された。具体的に
は、自然環境を活かし、自然教育に特化した施設への転用や、幼保小の連携を視野に入れた学校
構想、地域住民や卒業生の意見を丁寧に汲み取るべきという指摘もなされた。これらの意見は、
子育てや教育への関与が大きい世代ならではの視点であり、旧校舎を単なる空間資源としてで
はなく、次世代を育てる場として再定義しようとする意識の表れと捉えることができる。

　自由記述全体を通して、高齢層からは生活支援や居場所機能への要望が多く、中年層からは
多機能型交流拠点への期待が示された。一方、子育て・現役世代からは、教育や子どもの育ち、合
意形成のプロセスを重視する視点が提示されており、世代ごとに関心の軸が異なることが確認
できる。

2-4. 地域住民の意向調査の分析と位置づけ
　今回の住民意向調査からは、「地域の人が気軽に集まれる場所」や「生活を支える機能」への期
待が強く示された。一方で、回答者の多くが高齢層であること、また回収率が限定的であること
から、これらの結果は、現時点において地域に長く居住し、日常的な課題を実感している住民層
の意向を強く反映していると位置づけられる。しかし、別院地区の将来的な持続可能性を考え
る場合、現在の住民の意向のみをそのまま反映した利活用計画では、地域構造の根本的な課題

2.　地域住民の意向調査

　本章では、旧別院中学校校舎の利活用を検討するにあたり、地域住民が当該施設および地域
の将来像についてどのような意向や期待を抱いているのかを把握することを目的として実施
した意向調査の概要と結果を整理する。
　廃校施設の利活用は、建物や立地条件といった物理的要素のみならず、地域住民の価値観や
これまでの経験や記憶と深く関わるものである。そのため、外部からの一方的な計画提案では
なく、地域の声に耳を傾け、その認識や要望を丁寧に把握することが、持続的な利活用を構想す
るうえで不可欠である。

2-1. 調査方法と対象
　本意向調査は、別院地区における旧別院中学校校舎の将来的な利活用の方向性を検討する基
礎資料とすることを目的に実施した。調査方法はアンケート形式とし、別院地区内の全戸を対
象に配布を行った。配布および回収期間は、2025年9月中旬から10月中旬までである。
　回答者の年齢構成を見ると、60代が最も多く、全体の41％を占めている。次いで50代が22％、
70代以上が19％となっており、60代以上の回答者が全体の約60％を占める結果となった。一方
で、30代以下からの回答はほとんど見られず、若年層からの回答が少ない点が本調査の特徴で
ある。この結果は、別院地区における人口構成や高齢化の進行状況を一定程度反映していると
考えられる。
　居住地区別では、東別院町からの回答が18件（56％）と過半数を占め、西別院町からは14件
（44％）の回答が得られた。両地区から概ね均等に近い割合で回答が寄せられており、別院地区
全体の意向を把握するための一定の基礎資料となり得ると考えられる。回収率は約3.3％と限定
的であるため、地域全体の意向を統計的に代表するものではない点に留意が必要である。一方
で、旧別院中学校の利活用に関心を寄せ、具体的な意見を有する住民の声を把握する資料とし
て、今後の検討に一定の示唆を与えるものと捉えることができる。

2-2．旧別院中学校跡地の活用に対する希望
　旧別院中学校跡地を「地域の新しい魅力」とするために、どのような場所となることを期待す
るかを問う設問（複数回答可）では、「地域の人が気軽に集まれる場所」が21件（66％）と最も高い
支持を得た。カフェや交流スペースといった、日常的に利用できる場への期待が強いことがう
かがえる。
次いで、「地域の生活を支える場所」（18件、56％）が高い割合を示しており、日用品や食品の移動
販売、健康チェックといった生活支援機能を旧校舎に求める意向が多く見られた。この結果か
らは、高齢化が進む地域において、生活の利便性や安心感を補完する拠点としての役割が重視
されていることが読み取れる。
また、「自然を楽しみ、体験できる場所」（13件、41％）および「創造的な活動や学びに参加できる
場所」（13件、41％）はいずれも同率で3番目に高い支持を集めた。自然環境を活かした体験型の
利用や、ものづくり・学びの場としての活用に対しても一定の期待が寄せられていることが示
されている。
　そのほか、「地域の食材や産物を加工・販売できる場所」（11件、34％）、「資源循環やリサイクル
に取り組む場所」（10件、31％）といった回答も見られ、旧別院中学校跡地に対して、地域の暮ら

を解決することは難しい。今後も高齢化の進行や人口減少が続くことが想定されるなかで、地
域内需要のみを前提とした施設運営は、長期的には維持が困難となる可能性が高い。そのため、
旧別院中学校の利活用を検討するにあたっては、地域外からの来訪者や関係人口の増加、さら
には将来的な移住につながるような人の流れを視野に入れることが不可欠であると考えられ
る。住民意向調査で示された生活支援機能や交流の場としての期待は重要な示唆を含んでいる
ものの、それらを主軸とした計画だけでは、地域全体の活力を持続的に高めることには限界が
ある。そうした視点に立てば、旧別院中学校の利活用においては、生活インフラの代替や補完を
主目的とするのではなく、地域に新たな価値や外部との接点を生み出す役割を担うことが、現
実的かつ適切な方向性であろう。
　以上を踏まえ、本研究では、住民意向調査を「地域の現状と課題を把握するための基礎資料」
として尊重しつつも、旧別院中学校の利活用の具体像については、地域外の先行事例や実践知
を参照しながら検討を進める必要があると判断した。次章では、廃校を活用した先行事例の調
査結果を整理し、別院地区に応用可能な視点や手法について検討する。

3.　廃校活用事例の調査

　本章では、旧別院中学校校舎の利活用の方向性を検討するための参照枠として、全国の廃校
活用の先行事例について調査・整理を行う。文献調査に加え、筆者自身による現地訪問を中心と
したフィールドワークを通じて実施したものであり、運営主体への体系的なヒアリングや聞き
取り調査を主とするものではない。そのため、以下で扱う事例分析は、施設の空間構成、利用の
され方、周辺環境との関係性、来訪者の振る舞いなど、観察を通じて把握可能な要素を中心に整
理している。
　前章で示したとおり、別院地区の将来的な持続可能性を考えるうえでは、地域内需要のみを
前提とした利活用には限界があり、地域外からの来訪者や関係人口をいかに生み出すかが重要
な論点となる。本章では、こうした観点から、地域外の人々を継続的に受け入れ、活動や滞在を
通じて地域との接点を形成している事例に着目する。
　廃校を含む教育施設の活用事例は、その運営理念や規模、立地条件によって多様であるが、
「何が成功したか」という結果のみを評価するのではなく、空間の使われ方や活動の成立条件、
地域との距離感といった点を読み解くことを重視する。観察にもとづく知見を通じて、旧別院
中学校において現実的に検討可能な活用の方向性や、導入にあたって留意すべき点を抽出する
ことが目的となる。

調査対象一覧：
　みなとやま水族館 & NATURE STUDIO｜旧神戸市立湊山小学校
　ふじのくに地球環境史ミュージアム｜旧静岡県立静岡南高校
　篠山チルドレンズミュージアム｜旧丹波篠山市立多紀中学校
　HOME/WORK VILLAGE｜旧世田谷区立池尻中学校
　道の駅保田小学校｜旧鋸南町保田小学校
　泊まれる学校おくも村｜旧丹波篠山市立大芋小学校

4.　旧別院中学校校舎の利用可能性と基本コンセプト

　本章では、これまでに行ってきた地域・立地環境の分析、地域住民の意向調査、ならびに国内
における廃校活用先行事例の調査を踏まえ、旧別院中学校校舎の利用可能性について整理し、
今後の活用に向けた基本コンセプトを提示する。
　旧別院中学校校舎は、自然環境や歴史文化資源に恵まれた立地条件を有する一方で、交通ア
クセスやインフラ整備といった点において制約も多い施設である。そうした条件を踏まえたう
えで、実現可能性の高い活用の方向性を検討し、短期的な事業化や集客を目的とするのではな
く、段階的な実践と検証を通じて将来的な展開へとつなげていくための枠組みを示すことを目
的とする。
　また、本研究が芸術系大学による受託研究であることを踏まえ、生活インフラの整備や恒常
的な福祉機能の導入といった領域とは距離を保ちつつ、文化・芸術・教育的実践を通じて地域と
関係人口を結び直すための拠点像を構想する。旧別院中学校校舎を、地域住民、学生、外部のク
リエイターが関わり合う「実験的な学びと創造の場」として位置づけ、その基本的な考え方と方
向性を明らかにする。

4-1．利用可能性の整理（前提条件・制約条件）
　旧別院中学校校舎の利活用を検討するにあたっては、まず当該施設が置かれている前提条件
および制約条件を明確に把握する必要がある。
　立地面では、別院地区が中山間地域に位置し、公共交通によるアクセスが限定的であること、
また留学生を含む大学教育の運用上、教員運転の車両への同乗が原則認められていないことか
ら、大学の恒常的な教育施設として日常的に使用することは現実的ではない。この点は、本施設
を「大学の分校」や「常設の教育拠点」として位置づけることが困難であることを意味している。
　インフラ面では、上水道が未整備であることが確認されており、飲食提供を伴う常設的な営
業活動については、保健所の承認を得ることが難しい状況にある。一方で、水洗トイレが使用さ
れていることから、個別浄化槽等による排水処理が行われている可能性が考えられるが、上下
水道の整備状況については今後も詳細な確認が必要である。これらの条件は、施設機能の設定
や事業形態に大きな影響を与える要素である。
　また、洪水ハザードマップ上で警戒区域に該当している点も、留意すべき条件の一つである。
恒常的な居住や大規模集客を前提とする用途には慎重な判断が求められる一方、短期的・季節
的な利用や、リスクを前提とした運営設計であれば、一定の活用可能性は残されている。
以上のことから、旧別院中学校校舎の利用においては、「恒常性」「常設性」「高頻度利用」を前提
とするのではなく、期間・対象・用途を限定した柔軟な活用を基本とすることが現実的であると
いえる。

4-2．基本コンセプト―「亀岡別院」としてのエリアブランディングの方向性
　前節で整理したとおり、旧別院中学校校舎は、交通アクセスやインフラ整備の制約、災害リス
クといった条件を抱えており、「恒常性」「常設性」「高頻度利用」を前提とした施設運営には適し
ていない。このことは、校舎単体の利活用のみを想定した場合、地域全体への波及効果を生み出
すことが難しいことを示唆している。
　そこで本研究では、旧別院中学校校舎を単独の活用対象として捉えるのではなく、別院地区
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全体を一つの実践フィールドとみなし、「亀岡別院」という名称のもとでエリアとしての価値を
段階的に形成していく方向性を基本コンセプトとして設定する。
ここで想定する「亀岡別院」とは、特定の施設や事業を指すものではなく、里山環境、歴史文化資
源、地域の暮らし、そして断続的に訪れる外部の実践者や学びの場を含んだ、緩やかな集合体と
してのエリア像である。旧別院中学校校舎は、その中核的な拠点として位置づけられるが、あく
まで「入口」あるいは「起点」として機能することが想定されている。
　このようなエリア単位での捉え方は、「常に人を集め続ける」ことを目標とするのではなく、
一定の期間や機会に人が訪れ、地域との関係を築き、再び離れ、また戻ってくるという循環的な
関係性を前提とするものである。すなわち、短期的・間欠的な利用を積み重ねることで、外部か
らの来訪者を一過性の訪問者にとどめず、地域と関係を持つ「関係人口」へと移行させていく視
点を重視する。
　旧別院中学校校舎の利活用は、あらかじめ完成形を定めるものではなく、「亀岡別院」という
エリア概念を、実践と検証を通じて仮構していくプロセスそのものである。本研究では、その初
期段階における考え方と枠組みを提示することを目的とする。

4-3．関係人口の形成によって期待される波及効果と将来像：「使われ続ける地域」への転換
　本計画において想定する関係人口の形成は、単に来訪者数が増加することを目的とするもの
ではない。むしろ、別院地区に対して複数回訪れる人、関与の仕方を変えながら関係を継続する
人が増えていくことによって、地域のあり方そのものが変化していく点に重きが置かれてい
る。
　第一の波及効果として挙げられるのは、地域が「消費される場所」から「経験が蓄積される場
所」へと転換することである。断続的に訪れる関係人口は、観光客のように地域資源を一度消費
して終わる存在ではなく、活動の履歴や記憶を地域に残していく。その結果、旧別院中学校校舎
を中心に、制作物、記録、語りといった形で活動の痕跡が蓄積され、別院地区は時間的な厚みを
もった場として認識されるようになる。
　第二に、地域内外の視点が交差することによって、地域資源の再解釈が促される点が挙げら
れる。関係人口として関わる外部の人々は、里山環境や集落の暮らしを「日常」としてではなく、
「問いの対象」として捉える傾向を持つ。その視点が住民との対話を通じて共有されることで、
これまで当たり前とされてきた風景や習慣が、新たな価値として言語化・可視化されていく。
第三に、中長期的には、関係人口の中から役割を担う人材が生まれる可能性がある。継続的な関
与を通じて、ワークショップの運営補助、記録・広報、企画立案などに関わる人材が現れ、地域側
の負担を軽減すると同時に、活動の質的向上が期待される。こうした人材は、必ずしも移住を前
提とするものではなく、「関わり続ける外部人材」として、地域に新たなレイヤーを加える存在
となる。
　将来的には、別院地区は、恒常的な集客を必要としない一方で、「何かが行われている場所」「考
え続けられている場所」として認知されることが想定される。旧別院中学校校舎は、その象徴的
な拠点として、地域内外の人々が再訪し、関係を更新するための装置として機能する。
このように、関係人口の形成は、即効性のある経済効果よりも、地域が思考と実践の対象として
持続的に選ばれ続ける状態を生み出す点に意義がある。本計画は、その初期段階を意図的につ
くり出す試みである。



4-4. アクション・リサーチによる実践計画
　以上の整理を踏まえ、2026年度は、「亀岡別院」というエリア概念の有効性を検証するための
アクション・リサーチを実施する。アクション・リサーチとは、研究者が対象から距離を取って
分析するのではなく、実践に主体的に関与しながら、行為と検証を往復させる研究方法である。
旧別院中学校校舎および別院地区を実践の場とし、利活用の試行そのものを研究行為として位
置づけることがそれに当たる。また、こうした実践は、事業としての成立を最優先するものでは
なく、「亀岡別院」というエリア概念が、地域と外部を結び直す枠組みとして有効に機能し得る
のかを問い直す試みである。
　2025年度に実施した別院地域でのフィールドワークを通して、別院地区の地域資源、廃校の
空間が有するポテンシャルが見えてきた。それを踏まえ、2026年度は「地域との協働」に重点を
置き、以下の2つの柱でアクション・リサーチを展開する。

しや資源と結びついた多様な機能が期待されていることが明らかとなった。備えている。また、
都市的な利便性から距離があること自体が、参加者にとって日常から切り離された時間と空間
を生み出し、創作や思考に没入する環境を形成する要因ともなり得る。

2-3. 自由記述に見られる希望
　自由記述欄には、回答者の年代や生活状況を反映した多様な意見が寄せられた。以下に年代
別の傾向と、そこから読み取れる共通的な関心事項を整理する。

高齢層（60代・70代）の意見：
60代・70代からは、日常生活の利便性や健康維持、孤立防止に関わる要望が多く見られた。具体
的には、グラウンドゴルフや卓球などの軽スポーツ、高齢者の送迎支援、高齢者が一日を過ごせ
る施設の必要性が挙げられている。また、家に籠りがちになることへの不安が示され、交流や居
場所の確保を求める声が目立つ。そのほか、ドッグランの設置、アウトドアメーカーによる拠点
整備への期待、日常的な買い物機能（コンビニ的機能）を求める意見も見られ、生活支援を担う
拠点としての役割を期待する傾向が読み取れる。

中年層（50代）の意見：
50代からは、多機能型の交流・滞在拠点を求める意見が多く寄せられた。宿泊やカフェ、複数店
舗の集積、演奏会などのイベント空間、子どもの遊び場や雨天時にも利用できる屋内スペース
など、幅広い世代が利用できる場を想定した提案が見られる。また、地元農産物の販売拠点、ネ
ット環境を備えた学習・仕事スペース、学生と地域住民が交流できる場所、ワークショップやフ
リーマーケットなどのイベント利用、診療所や買い物支援拠点といった意見も挙げられてお
り、生活・文化・学びを複合的に支える拠点像が描かれている。

子育て・現役世代（30～40代）の意見
30代・40代からは、旧別院中学校校舎を子育てと結びつけて活用する視点が示された。具体的に
は、自然環境を活かし、自然教育に特化した施設への転用や、幼保小の連携を視野に入れた学校
構想、地域住民や卒業生の意見を丁寧に汲み取るべきという指摘もなされた。これらの意見は、
子育てや教育への関与が大きい世代ならではの視点であり、旧校舎を単なる空間資源としてで
はなく、次世代を育てる場として再定義しようとする意識の表れと捉えることができる。

　自由記述全体を通して、高齢層からは生活支援や居場所機能への要望が多く、中年層からは
多機能型交流拠点への期待が示された。一方、子育て・現役世代からは、教育や子どもの育ち、合
意形成のプロセスを重視する視点が提示されており、世代ごとに関心の軸が異なることが確認
できる。

2-4. 地域住民の意向調査の分析と位置づけ
　今回の住民意向調査からは、「地域の人が気軽に集まれる場所」や「生活を支える機能」への期
待が強く示された。一方で、回答者の多くが高齢層であること、また回収率が限定的であること
から、これらの結果は、現時点において地域に長く居住し、日常的な課題を実感している住民層
の意向を強く反映していると位置づけられる。しかし、別院地区の将来的な持続可能性を考え
る場合、現在の住民の意向のみをそのまま反映した利活用計画では、地域構造の根本的な課題

2.　地域住民の意向調査

　本章では、旧別院中学校校舎の利活用を検討するにあたり、地域住民が当該施設および地域
の将来像についてどのような意向や期待を抱いているのかを把握することを目的として実施
した意向調査の概要と結果を整理する。
　廃校施設の利活用は、建物や立地条件といった物理的要素のみならず、地域住民の価値観や
これまでの経験や記憶と深く関わるものである。そのため、外部からの一方的な計画提案では
なく、地域の声に耳を傾け、その認識や要望を丁寧に把握することが、持続的な利活用を構想す
るうえで不可欠である。

2-1. 調査方法と対象
　本意向調査は、別院地区における旧別院中学校校舎の将来的な利活用の方向性を検討する基
礎資料とすることを目的に実施した。調査方法はアンケート形式とし、別院地区内の全戸を対
象に配布を行った。配布および回収期間は、2025年9月中旬から10月中旬までである。
　回答者の年齢構成を見ると、60代が最も多く、全体の41％を占めている。次いで50代が22％、
70代以上が19％となっており、60代以上の回答者が全体の約60％を占める結果となった。一方
で、30代以下からの回答はほとんど見られず、若年層からの回答が少ない点が本調査の特徴で
ある。この結果は、別院地区における人口構成や高齢化の進行状況を一定程度反映していると
考えられる。
　居住地区別では、東別院町からの回答が18件（56％）と過半数を占め、西別院町からは14件
（44％）の回答が得られた。両地区から概ね均等に近い割合で回答が寄せられており、別院地区
全体の意向を把握するための一定の基礎資料となり得ると考えられる。回収率は約3.3％と限定
的であるため、地域全体の意向を統計的に代表するものではない点に留意が必要である。一方
で、旧別院中学校の利活用に関心を寄せ、具体的な意見を有する住民の声を把握する資料とし
て、今後の検討に一定の示唆を与えるものと捉えることができる。

2-2．旧別院中学校跡地の活用に対する希望
　旧別院中学校跡地を「地域の新しい魅力」とするために、どのような場所となることを期待す
るかを問う設問（複数回答可）では、「地域の人が気軽に集まれる場所」が21件（66％）と最も高い
支持を得た。カフェや交流スペースといった、日常的に利用できる場への期待が強いことがう
かがえる。
次いで、「地域の生活を支える場所」（18件、56％）が高い割合を示しており、日用品や食品の移動
販売、健康チェックといった生活支援機能を旧校舎に求める意向が多く見られた。この結果か
らは、高齢化が進む地域において、生活の利便性や安心感を補完する拠点としての役割が重視
されていることが読み取れる。
また、「自然を楽しみ、体験できる場所」（13件、41％）および「創造的な活動や学びに参加できる
場所」（13件、41％）はいずれも同率で3番目に高い支持を集めた。自然環境を活かした体験型の
利用や、ものづくり・学びの場としての活用に対しても一定の期待が寄せられていることが示
されている。
　そのほか、「地域の食材や産物を加工・販売できる場所」（11件、34％）、「資源循環やリサイクル
に取り組む場所」（10件、31％）といった回答も見られ、旧別院中学校跡地に対して、地域の暮ら

を解決することは難しい。今後も高齢化の進行や人口減少が続くことが想定されるなかで、地
域内需要のみを前提とした施設運営は、長期的には維持が困難となる可能性が高い。そのため、
旧別院中学校の利活用を検討するにあたっては、地域外からの来訪者や関係人口の増加、さら
には将来的な移住につながるような人の流れを視野に入れることが不可欠であると考えられ
る。住民意向調査で示された生活支援機能や交流の場としての期待は重要な示唆を含んでいる
ものの、それらを主軸とした計画だけでは、地域全体の活力を持続的に高めることには限界が
ある。そうした視点に立てば、旧別院中学校の利活用においては、生活インフラの代替や補完を
主目的とするのではなく、地域に新たな価値や外部との接点を生み出す役割を担うことが、現
実的かつ適切な方向性であろう。
　以上を踏まえ、本研究では、住民意向調査を「地域の現状と課題を把握するための基礎資料」
として尊重しつつも、旧別院中学校の利活用の具体像については、地域外の先行事例や実践知
を参照しながら検討を進める必要があると判断した。次章では、廃校を活用した先行事例の調
査結果を整理し、別院地区に応用可能な視点や手法について検討する。

3.　廃校活用事例の調査

　本章では、旧別院中学校校舎の利活用の方向性を検討するための参照枠として、全国の廃校
活用の先行事例について調査・整理を行う。文献調査に加え、筆者自身による現地訪問を中心と
したフィールドワークを通じて実施したものであり、運営主体への体系的なヒアリングや聞き
取り調査を主とするものではない。そのため、以下で扱う事例分析は、施設の空間構成、利用の
され方、周辺環境との関係性、来訪者の振る舞いなど、観察を通じて把握可能な要素を中心に整
理している。
　前章で示したとおり、別院地区の将来的な持続可能性を考えるうえでは、地域内需要のみを
前提とした利活用には限界があり、地域外からの来訪者や関係人口をいかに生み出すかが重要
な論点となる。本章では、こうした観点から、地域外の人々を継続的に受け入れ、活動や滞在を
通じて地域との接点を形成している事例に着目する。
　廃校を含む教育施設の活用事例は、その運営理念や規模、立地条件によって多様であるが、
「何が成功したか」という結果のみを評価するのではなく、空間の使われ方や活動の成立条件、
地域との距離感といった点を読み解くことを重視する。観察にもとづく知見を通じて、旧別院
中学校において現実的に検討可能な活用の方向性や、導入にあたって留意すべき点を抽出する
ことが目的となる。

調査対象一覧：
　みなとやま水族館 & NATURE STUDIO｜旧神戸市立湊山小学校
　ふじのくに地球環境史ミュージアム｜旧静岡県立静岡南高校
　篠山チルドレンズミュージアム｜旧丹波篠山市立多紀中学校
　HOME/WORK VILLAGE｜旧世田谷区立池尻中学校
　道の駅保田小学校｜旧鋸南町保田小学校
　泊まれる学校おくも村｜旧丹波篠山市立大芋小学校

4.　旧別院中学校校舎の利用可能性と基本コンセプト

　本章では、これまでに行ってきた地域・立地環境の分析、地域住民の意向調査、ならびに国内
における廃校活用先行事例の調査を踏まえ、旧別院中学校校舎の利用可能性について整理し、
今後の活用に向けた基本コンセプトを提示する。
　旧別院中学校校舎は、自然環境や歴史文化資源に恵まれた立地条件を有する一方で、交通ア
クセスやインフラ整備といった点において制約も多い施設である。そうした条件を踏まえたう
えで、実現可能性の高い活用の方向性を検討し、短期的な事業化や集客を目的とするのではな
く、段階的な実践と検証を通じて将来的な展開へとつなげていくための枠組みを示すことを目
的とする。
　また、本研究が芸術系大学による受託研究であることを踏まえ、生活インフラの整備や恒常
的な福祉機能の導入といった領域とは距離を保ちつつ、文化・芸術・教育的実践を通じて地域と
関係人口を結び直すための拠点像を構想する。旧別院中学校校舎を、地域住民、学生、外部のク
リエイターが関わり合う「実験的な学びと創造の場」として位置づけ、その基本的な考え方と方
向性を明らかにする。

4-1．利用可能性の整理（前提条件・制約条件）
　旧別院中学校校舎の利活用を検討するにあたっては、まず当該施設が置かれている前提条件
および制約条件を明確に把握する必要がある。
　立地面では、別院地区が中山間地域に位置し、公共交通によるアクセスが限定的であること、
また留学生を含む大学教育の運用上、教員運転の車両への同乗が原則認められていないことか
ら、大学の恒常的な教育施設として日常的に使用することは現実的ではない。この点は、本施設
を「大学の分校」や「常設の教育拠点」として位置づけることが困難であることを意味している。
　インフラ面では、上水道が未整備であることが確認されており、飲食提供を伴う常設的な営
業活動については、保健所の承認を得ることが難しい状況にある。一方で、水洗トイレが使用さ
れていることから、個別浄化槽等による排水処理が行われている可能性が考えられるが、上下
水道の整備状況については今後も詳細な確認が必要である。これらの条件は、施設機能の設定
や事業形態に大きな影響を与える要素である。
　また、洪水ハザードマップ上で警戒区域に該当している点も、留意すべき条件の一つである。
恒常的な居住や大規模集客を前提とする用途には慎重な判断が求められる一方、短期的・季節
的な利用や、リスクを前提とした運営設計であれば、一定の活用可能性は残されている。
以上のことから、旧別院中学校校舎の利用においては、「恒常性」「常設性」「高頻度利用」を前提
とするのではなく、期間・対象・用途を限定した柔軟な活用を基本とすることが現実的であると
いえる。

4-2．基本コンセプト―「亀岡別院」としてのエリアブランディングの方向性
　前節で整理したとおり、旧別院中学校校舎は、交通アクセスやインフラ整備の制約、災害リス
クといった条件を抱えており、「恒常性」「常設性」「高頻度利用」を前提とした施設運営には適し
ていない。このことは、校舎単体の利活用のみを想定した場合、地域全体への波及効果を生み出
すことが難しいことを示唆している。
　そこで本研究では、旧別院中学校校舎を単独の活用対象として捉えるのではなく、別院地区
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全体を一つの実践フィールドとみなし、「亀岡別院」という名称のもとでエリアとしての価値を
段階的に形成していく方向性を基本コンセプトとして設定する。
ここで想定する「亀岡別院」とは、特定の施設や事業を指すものではなく、里山環境、歴史文化資
源、地域の暮らし、そして断続的に訪れる外部の実践者や学びの場を含んだ、緩やかな集合体と
してのエリア像である。旧別院中学校校舎は、その中核的な拠点として位置づけられるが、あく
まで「入口」あるいは「起点」として機能することが想定されている。
　このようなエリア単位での捉え方は、「常に人を集め続ける」ことを目標とするのではなく、
一定の期間や機会に人が訪れ、地域との関係を築き、再び離れ、また戻ってくるという循環的な
関係性を前提とするものである。すなわち、短期的・間欠的な利用を積み重ねることで、外部か
らの来訪者を一過性の訪問者にとどめず、地域と関係を持つ「関係人口」へと移行させていく視
点を重視する。
　旧別院中学校校舎の利活用は、あらかじめ完成形を定めるものではなく、「亀岡別院」という
エリア概念を、実践と検証を通じて仮構していくプロセスそのものである。本研究では、その初
期段階における考え方と枠組みを提示することを目的とする。

4-3．関係人口の形成によって期待される波及効果と将来像：「使われ続ける地域」への転換
　本計画において想定する関係人口の形成は、単に来訪者数が増加することを目的とするもの
ではない。むしろ、別院地区に対して複数回訪れる人、関与の仕方を変えながら関係を継続する
人が増えていくことによって、地域のあり方そのものが変化していく点に重きが置かれてい
る。
　第一の波及効果として挙げられるのは、地域が「消費される場所」から「経験が蓄積される場
所」へと転換することである。断続的に訪れる関係人口は、観光客のように地域資源を一度消費
して終わる存在ではなく、活動の履歴や記憶を地域に残していく。その結果、旧別院中学校校舎
を中心に、制作物、記録、語りといった形で活動の痕跡が蓄積され、別院地区は時間的な厚みを
もった場として認識されるようになる。
　第二に、地域内外の視点が交差することによって、地域資源の再解釈が促される点が挙げら
れる。関係人口として関わる外部の人々は、里山環境や集落の暮らしを「日常」としてではなく、
「問いの対象」として捉える傾向を持つ。その視点が住民との対話を通じて共有されることで、
これまで当たり前とされてきた風景や習慣が、新たな価値として言語化・可視化されていく。
第三に、中長期的には、関係人口の中から役割を担う人材が生まれる可能性がある。継続的な関
与を通じて、ワークショップの運営補助、記録・広報、企画立案などに関わる人材が現れ、地域側
の負担を軽減すると同時に、活動の質的向上が期待される。こうした人材は、必ずしも移住を前
提とするものではなく、「関わり続ける外部人材」として、地域に新たなレイヤーを加える存在
となる。
　将来的には、別院地区は、恒常的な集客を必要としない一方で、「何かが行われている場所」「考
え続けられている場所」として認知されることが想定される。旧別院中学校校舎は、その象徴的
な拠点として、地域内外の人々が再訪し、関係を更新するための装置として機能する。
このように、関係人口の形成は、即効性のある経済効果よりも、地域が思考と実践の対象として
持続的に選ばれ続ける状態を生み出す点に意義がある。本計画は、その初期段階を意図的につ
くり出す試みである。

亀   岡
別   院

Cultivating Cultural Futures

1. 地域協働による造形ワークショップの定期開催
地域住民と地域外の参加者がともに関わる造形・創造活動を、年間を通じて
複数回実施する。これらの活動は、旧別院中学校校舎を拠点としつつ、地域の
素材や環境、暮らしの文脈に触れる内容とし、参加者同士の関係性が自然に
生まれる場を形成することを目的とする。

2.　短期滞在型デザイン・ワークショップ（プロフェッショナル向け）の実施
国内外の実践者を講師として招き、数日間の短期滞在型デザイン・ワークシ
ョップを試行的に実施する。校舎および周辺の里山環境をフィールドとし、
集中的な制作と対話を行うことで、別院地区の環境そのものが思考や表現の
対象となる状況をつくり出す。
参照：Domaine de Boisbuchet

これら二つの取り組みは、規模を抑えたかたちで実施し、参加者の動線や地
域との接点、運営上の課題などを丁寧に記録・検証する。その成果は、次年度
以降の活動内容や体制を検討するための基礎資料とし、段階的な展開へとつ
なげていくことを想定している。

Domaine de Boisbuchet

Domaine de Boisbuchet
フランスのDomaine de Boisbuchetは、世界的なデザイナー
と参加者が寝食を共にし、自然の中で創作に没頭するデザイ
ン・ワークショップ。実験的な試みを通じて既存の枠組みを
越える創造性を養う場であり、その教育的価値とコミュニテ
ィ形成は、世界中のクリエイターから高く評価されている。

エリアブランディングのためのロゴ案
亀岡と別院を格調高いフォントで表し、
水平線を加えることで、将来的な地域の
文化的な地平を表現。



付記：非占有的利用を前提とした校舎活用と将来世代への配慮
　本提案における旧別院中学校校舎の利活用は、校舎全体を特定用途で恒常的に
占有することを前提としない。実際、体育館には2026年の緑化フェアで使用予定
の稲藁が保管されているなど、校舎は既に暫定的・多目的に利用されている。こう
した状況をふまえ、一部の空き教室については、市内の企業・団体による資材保管
等、貸し倉庫的な利用を許容することも現実的な選択肢として考えられる。これは
校舎の維持管理に資するだけでなく、地域内外の関係主体との接点を生み出す契
機ともなり得る。
　また、関係人口の形成を中長期的に捉える場合、子育て世代を含む次世代との関
わりも重要な視点となる。そのためには、将来的な課題として、子どもが安心して
過ごせる空間や、一時的に見守りが可能なスペースの必要性も想定しておく必要
がある。

4-5. 今後の課題

1．実装段階における運営主体・責任分担の整理
　本調査では、旧別院中学校校舎を拠点とした段階的な利活用の可能性を示したが、実装段階
においては、誰がどの範囲を担うのかという運営主体と責任分担の整理が不可欠となる。特に、
行政、地域住民や外部実践者、大学といった複数主体が関与することを前提とする以上、権限や
管理責任の所在を曖昧なままにした利活用は持続性を欠く可能性がある。

2．インフラ条件（上下水道等）に起因する制約への対応
　別院地区では上水道が未整備であることが確認されており、飲食提供や恒常的な施設運営に
は制度上の制約が存在する。本調査ではこれを前提条件として扱ったが、将来的な利活用の幅
をどの程度まで拡張するかについては、技術的・制度的な検討が今後の課題として残されてい
る。これら専門的な整備調査に関しては受託研究の範囲を超えており、より専門的な職能をも
った企業等の役割であろう。

3．関係人口の定着度・波及効果の検証方法
　本調査では、短期滞在や断続的利用を通じた関係人口の形成を重要な視点として位置づけた
が、その効果をどのように把握・評価するかについては、今後の検討課題である。単なる来訪者
数ではなく、再訪率や地域との関係性の深まりといった質的指標の設定が問われる。

文責：久慈達也（京都芸術大学大学院准教授）
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第 2部　活動報告

2025



　今年度は、大学院における授業実践と連動させる形で、「空き校舎を資源循環と創造性育成
のための社会教育施設へと転換する」という構想を課題として設定した。学生は、別院地区に存
在する自然素材や生活文化、地域に蓄積された知恵や経験に着目し、それらを活かした持続的
な学びの場のあり方について、企画立案と検討を行った。
　本活動報告では、授業を通じて行われた学生の企画提案を整理し、その内容と検討の過程を
記録する。これらの提案は、次年度以降の実践的検証に向けた基礎的な試行として位置づけら
れる。

2025年度の活動実績

5月16日　

5月30日　

6月13日　

7月4日　  

7月18日　

8月3日　

9月25・26日　

9月27日　

10月19日　

10月31日　

11月3日　

11月20日　

11月29日

12月2日～7日　

キックオフミーティング 　於：Circular Kameoka Lab

旧別院中学校現地見学
エコトピア亀岡見学

企画案についてブレスト

企画案中間発表
旧別院中学校現地見学

企画案についてのブレスト

別院地区フィールドワーク

上勝町ゼロ・ウェイストセンター見学

星空交流会&学校試泊

城跡芸術展「ボンボンマルシェ」ワークショップ実施

企画案についてのブレスト

湯谷登山

企画案についてのブレスト

空き校舎の活用提案成果報告会

成果報告展示　於：Circular Kameoka Lab
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7月4日

9月25日

9月27日

11月29日



講義上の課題設定

講義名 ： プロジェクト実践演習13
テーマ ： 資源循環と創造性育成のための亀岡市旧別院中学校校舎の利活用実践

講義区分：通年集中 / 選択 / 3 単位（21 講時）
担当教員：松井利夫（京都芸術大学名誉教授）
　　　　    久慈達也（京都芸術大学准教授、大学院リエゾン室長）
受講者数 ： 22 名

目的と概要：
この講義は京都府亀岡市にある旧別院中学校校舎の利活用を実践するプロジェクト型演習で
す。廃校となった教育施設を「資源循環と創造性育成」を主目的とする社会教育施設へと転換す
るプロセスを、教員のサポートの下、学生自身が主体的に企画・設計・実装していきます。具体的
には、施設活用コンセプトに基づく空間デザインやワークショッププログラムの提案を行い、
その実現に向けて行動します。立ち上げから成果報告へと至る一連の体験を通して、企画力だ
けでなく、スケジューリングや予算配分、広報計画、他者との協働など、実務上必要となる基礎
的な知見を得ることができます。
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3.  施設整備計画（案）
Circular Kameoka Factory整備事業
旧別院中学校を「資源循環と創造性育成のための社会教育施設」として再生する

施設の目的と役割：
資源循環を自分たちの手で。「作って学ぶ環境教育と交流の拠点」としての新しい
社会教育施設。資源循環・資源再生を創造教育の過程に取り入れることで、住民に
対し下記のような役割を果たす。

●廃棄物の削減とリサイクル意識向上
●創造性を育む造形活動の場
●環境保護とアートを結びつけた新しい価値の創出
●地域活性化への寄与（イベントやワークショップによる集客）

旧別院中学校校舎 利活用提案

「資源循環と創造性育成のための社会教育施設」整備調査計画案 概要

1. 計画の背景
　亀岡市生涯学習部文化芸術課より、廃校となった旧別院中学校の活用を模索
していると相談を受けた。実際に施設を見学したところ、教室や体育館など学校
特有の空間が維持されていることに加え、里山の中という立地も魅力的であっ
た。
　亀岡市は2018 年に「プラスチックごみゼロ宣言」を行い、市内の店舗でのプ
ラスチック製レジ袋を禁止、2030 年までに使い捨てプラスチックごみゼロを
目指すなど先進的な取り組みを行ってきた実績がある。2024年8月に開設され
た環境プロモーション施設「Cricular Kameoka Lab」に旧別院中学校の学校用具
を転用したアップサイクル家具も導入されていて、次の展開として旧別院中学
校校舎自体の活用を視野に入れることことになった。また、2026年には「全国都
市緑化フェア」の開催も予定されており、これまで以上の環境施策を進める機運
が醸成されつつあり、本計画もそのための一助と位置付けられる。

2.  現状の課題
課題1：廃校となった施設の活用方法が見つかっていない。
　2023年に閉校した亀岡市別院中学校は、学校農園での野菜栽培など周囲の自
然環境を活かした教育を行ってきた。校舎には体育館や図書室、図工室などの設
備が残されていて、教室からの眺めも良い。広いグラウンドがあるので社会教育
施設へと転用した場合に駐車場に困る心配も少ない。

課題2 : 市内から「遠い」という現実。
　旧別院中学校の課題は市内からの距離である。バス以外に公共交通でのアク
セスがないため、近隣在住者以外の訪問は自動車が主となる。しかし、視点を変
えると、この距離感は利点にもなる。住宅密集地に比べて資源ごみの集積も容易
であり、加工の際の作業音の配慮も少なくてすむ。山里の学校は、「1日だけの林
間学校」のような場所として非日常の体験を行うのに適している。

課題3 : 「作りたい」に応える場所がない。
　「Cricular Kameoka Lab」や「開かれたアトリエ」を大学院の学外演習で複数回
利用した。簡単なワークショップを実施することは可能だが、専用の加工機材が
ないため、本格的な造形ワークショップの実施には適していない。アップサイク
ルは資源循環・エシカルデザインにおける常道であり、それを体験できる施設設
備を整備する意義は大きい。

5.  実現に向けた段階的な事業計画
　リノベーション計画策定や持続可能な運営体制構築へと向かうためのステップ

コロナ下に限らず、過去の案件でもオペレーションの変化を理由に
「間仕切り位置」や「棚の高さ」の修正を希望されるお客様が存在。

作成：京都芸術大学大学院准教授  久慈 達也 
（芸術環境専攻 文化デザイン・芸術教育領域）  　2025/01/08

運営概念図：

想定される活動や設備：
1）資源再生工房
資源ごみから家具や雑貨、学校用学習教材を製作・再生するための工房施設。

住民に対する相談窓口。 

2）アップサイクル・ワークショップ
子どもから大人まで参加可能な創作活動を通した資源循環教育の実施。

3）展示スペース
再生資源を用いたアート作品や活動の成果を展示。

4）地域協力イベント
市民参加型の資源回収やフリーマーケットの企画。

資源を循環させ、創造性を育むアートと学びの拠点

「使い捨てない未来のための創造空間」
コンセプト：

4.  京都芸術大学との域学連携
　京都芸術大学では2025年度より大学院に新設される「プロジェクト科目」の
授業枠として、本計画についての基礎的な調査および施設利用の実験を行う予
定である。具体的には旧別院中学校の施設を活用し、資源循環ワークショップや
造形教育プログラムの開発を行うことに学生を投入できる。ただし、「プロジェ
クト科目」は集中講義型になるため、文化デザイン・芸術教育領域「芸術生活実践
研究室」が中心となって、年間を通して本計画に関わることとする。
　将来的には、地域で活躍できるデザイン・アートマネジメント人材の育成場所
として学生の教育研修先やキャリア形成の一環となることを期待している。

人的資源
コンテンツ開発

利用・参加

授業利用
資材の享受

設備・資材提供
協働

予算・資源調達
環境整備

行政大学

地域の協力者市内教育機関

亀岡市民

Circular Factory

施設整備のための基礎調査
造形ワークショップの実験開発
成果報告展

工房機能の試行
校舎利用の実践
造形ワークショップの運用評価
整備計画策定

校舎設備改修
施設可動・事業開始

2025 年度

2026 年度

2027 年度

　　緑化フェアで拠点の一つとして公開

01

年度当初の計画書
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以下に掲載する企画案は構想段階の検討成果であり、実現可能性に基づくものではない。

Aチーム

オウシギョウ
リュウセンキ
ユウヨウ
カセイシ
カクイーブン

地域芸術体験センターとしての可能性
　地域住民とアーティストを結ぶ交流拠点として再生する計画。地元アーティスト
との協働プロジェクトを推進するとともに、アーティスト・イン・レジデンス（AIR）プ
ログラムを導入し、滞在制作と展示環境を整える。創作・鑑賞・交流が循環的に生まれ
る場として、年間を通じて多様な芸術表現に触れられるようにすることで、別院地区
の文化的魅力を高め、芸術・文化の創造的な力を活かした地域活性化を図る。

学生による利活用提案
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Bチーム

寒川優
タイコウホウ
チョウイネイ
オウシンケン
カンウチョウ

ゼロ・ウェイストキャンプ
　環境学習の拠点となるキャンプ場として再生する案。亀岡市の「プラスチックご
みゼロ宣言」を受け、キャンプ体験そのものを「環境負荷の少ない暮らし」を学ぶ
実践的な学習機会とし、キャンプ利用中に発生する廃材や食品残渣、自然素材など
を素材として再活用し、キャンプ道具の制作や堆肥化などを行う。
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Cチーム

ロチュウヨウ
オウアセン
アイディ
リカ
ユウブンジン

里山アドベンチャー
　校舎を地域の交流拠点として再生し、田園景観を保全しながら「遊び・学び・交流」
が一体となった体験型ツーリズムのモデル構築を目指す取り組み。別院地区に点在
する寺社、農村景観を観光資源として体系的に整理し、地域の日常に根ざした価値を
来訪者と共有できる仕組みを検討する。
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Dチーム

ロウチュウキ
リョウシエツ
ホキンイ
リカンハイ
ジョジョヨウ

絵本カフェ& ワークショップ
　絵本を媒介として地域住民、来場者、学生がゆるやかにつながる交流空間を創出す
る取り組み。校舎内の「絵本カフェ」を核に、壁面を活かした“物語世界の展示”や学生
の絵本の続編を来場者と一緒に考える「絵本アフタヌーンティー」、地域住民の描い
たイラストを学生がアニメーション化する「みんなのミニアニメ」など、世代を超え
た参加型プログラムを展開し、芸術活動に自然に参加できる環境を生み出す。
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Eチーム

須藤啓介

ファクトリー型アートスクール
　芸術と農業そして、それを繋ぐ地元の歴史や産業を体験する施設「元・学校」という
背景を活かし、創作・学習・滞在の機能を備えた創造拠点として再生し、地域文化と表
現活動が交差する場を形成する。訪問者の目的に応じて 「農泊コース」 と 「芸泊コー
ス」 の二つの滞在プログラムを展開し、地元農家と連携した農業体験や丸ごと一本
の木を使った木工ワークショップなどを体験する。



講義総括

　本講義では、旧別院中学校校舎および別院地区を対象に、学生が主体となって複数の利活用
企画を立案した。調査活動と並行して行われたこれらの企画提案は、校舎の将来的な位置づけ
を多角的に検討するための思考実験として位置づけられるものであり、その後にまとめられた
調査報告は、こうした学生の試行を含めて整理・検証する役割を担っている。

　Aチームの「地域芸術体験センター」は、地域住民とアーティストの協働を軸に、創作・鑑賞・交
流が循環的に生まれる拠点像を提示した提案である。アーティスト・イン・レジデンス（AIR）や
展示機能を通じて、芸術活動そのものを地域に開いていく構想は、校舎を単なる施設利用の対
象ではなく、関係性が生成されるプロセスの場として捉える視点を示している。
　Bチームの「ゼロ・ウェイストキャンプ」は、環境学習をテーマに、校舎と周辺環境を実践的な
学びのフィールドとして再編成する提案である。廃材や食品残渣、自然素材を活用した制作や
堆肥化といった具体的な行為を通じて、資源循環を体験的に学ぶ構成は、社会教育施設として
の校舎の可能性を明確に可視化した。
　Cチームの「里山アドベンチャー」は、校舎を起点としつつ、別院地区全体を一つの体験空間と
して捉える構想である。寺社や農村景観といった既存の地域資源を点的に消費するのではな
く、地域の日常や文脈と結びつけて提示する姿勢は、校舎単体に完結しない利活用のあり方を
示しており、今後のエリア的展開を考える上で重要な示唆を含んでいる。
　Dチームの「絵本カフェ＆ワークショップ」は、絵本という身近なメディアを媒介として、子ど
もと大人、地域住民と来訪者、学生が緩やかにつながる交流空間を構想した提案である。絵本カ
フェを核に、物語世界の展示や参加型ワークショップを展開することで、子育て世代が安心し
て滞在できる環境を整えつつ、日常的な延長線上で芸術活動に触れる機会を生み出す点に特徴
がある。これは、校舎を「学習の場」としてだけでなく、生活と文化が交差する居場所として再解
釈する試みといえる。
　Eチームの「ファクトリー型アートスクール」は、芸術、農業、地域産業を横断的に結びつけ、
「元・学校」という場の履歴を積極的に活かした包括的な構想であった。滞在型プログラムを含
む点では、運営条件や実装段階について検討を要する部分もあるが、長期的な展開像や将来ビ
ジョンの一つとして、校舎活用の可能性を大きく広げる提案となっている。

　これらの企画提案に共通する教育的成果として、第一に、学生が地域を抽象的な課題として
ではなく、具体的な資源、生活、関係性の集積として捉えようとした点が挙げられる。第二に、空
間の使い方だけでなく、誰が関わり、どのような活動が立ち上がり得るのかという運営的視点
を含めて構想する力が育まれた。第三に、完成形を前提とせず、試行や更新を重ねながら育てて
いく場のあり方を志向する提案が多く見られたことは、後に整理された調査報告の視点とも響
き合うものである。

　本講義を通じて示された企画群は、次年度以降の実践に向けた出発点として位置づけられ
る。今後は、これらの提案の中から、短期的に検証可能な活動やプログラムを抽出し、地域との
協働のもとで試行を重ねることで、旧別院中学校校舎および別院地区全体の利活用に関する知
見を段階的に蓄積していくことが求められる。
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空き校舎のみらいを考える星空交流会

亀岡市は、魅力あるまちづくりへの協力などで協定を締結している京都
芸術大学と連携して、これからの時代にふさわしい旧別院中学校の利活
用策の検討をスタートしました。

現在、考えられている一つのテーマに「資源循環と創造性教育」がありま
す。資源循環を単なる環境活動としてだけでなく、創造的な活動と結び
つけることで、様々な人の「つくる」を応援できる、地域に開かれた新し
い社会教育施設として活用する可能性を模索しています。

旧別院中学校の活用計画についてはまだ始まったばかりです。
「こんな場所になったら楽しそう」や「こんな活動ができたら良いな」な
ど、空き校舎の活用について、地域の皆さまと一緒に考え、意見を交わす
ための交流会を開きます。ぜひお気軽にご参加ください。

主催：亀岡市、京都芸術大学大学院芸術環境専攻文化デザイン・芸術教育領域
お問い合わせ先：亀岡市生涯学習部文化芸術課  電話:0771-55-9655 メール:bunka-kokusai@city.kameoka.lg.jp

9月27日（土） 
旧別院中学校校庭 

・どなたでも参加可能
・申込不要/参加無料
・雨天の場合、校舎内

19:00～21:00
場所：

簡

単
なお食事をご用意してお待ちしております。

大学からはプロジェクトに関わってい
る学生約10名＋教員が参加します。

お
話
し
し
た
い
こ
と

・
ど
ん
な
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
？

・
資
源
循
環
の
拠
点
と
は
？

・
各
地
の
廃
校
は
ど
う
使
わ
れ
て
い
る
？

・
別
院
中
の
こ
と
、地
域
の
こ
と

旧別院中学校

空き校舎の活用提案
成果発表会

京都芸術大学大学院では、旧別院中学校空き校舎の利活用に関する
受託研究を今年度より実施しています。2023年に閉校した校舎を、
地域の資源や人の創造性をつなぐ「社会教育施設」へと再生すること
を目標に、地域の方々の協力のもと調査を進めてきました。

今年度は授業の課題として「空き校舎を資源循環と創造性教育のた
めの社会教育施設へ転換する」という構想のもと、地域に眠る素材や
知恵を活かしながら、持続的な学びの場をつくる方法を探ってきま
した。この度、その成果を地域のみなさんに直接お届けし、一緒に校
舎の将来について考える場を設けます。

学生による活用アイデアの発表のほか、全国の廃校の活用事例調査
結果をご報告し、今後の展望を共有できればと思います。
ぜひお気軽にご参加ください。

校
舎
の
「
第
２
章
」が
始
ま
っ
て
い
ま
す
。 主催：亀岡市、京都芸術大学大学院芸術環境専攻文化デザイン・芸術教育領域

お問い合わせ先：亀岡市生涯学習部文化芸術課 電話 :0771-55-9655 メール :bunka-kokusai@city.kameoka.lg.jp

2025年11月29日
　　　      14:00～16:00

会場：旧別院中学校
京都府亀岡市東別院町南掛一ノ坪1
対象：地域にお住まいの方、関心のある方どなたでも

土

成果発表パネル展示｜Circular Kameoka Lab
2025年12月2日（火）～12月7日（日） ※開場時間は施設に準じます。

旧別院中学校校舎 整備調査計画

廃校が「まちの工房」に生まれ変わるとしたら？

京都芸術大学大学院では、亀岡市東別院町にある旧別院中学校空き校舎の利活用
に関する受託研究を行っています。2023年に閉校した校舎を、地域の資源や人の
創造性をつなぐ「社会教育施設」へと再生することを目指して、現在、調査・提案を
地域の方々の協力のもと、進めています。

本プロジェクトでは、「資源循環と創造性教育のための社会教育施設」を構想テー
マに、地域に眠る素材や知恵を活かしながら、持続的な学びの場をつくる方法を
探っていますが、今回のワークショップは、将来、実現するかもしれない社会教育
施設で実施されるプログラムを想定した“実証実験”として企画されました。来場
者の皆さんとともに、廃校が「新たな学びと出会いの場」へと生まれ変わる可能性
を体験的に考える機会にしたいと考えております。

廃校をきっかけに、地域の未来をどう描けるか。
一緒に考え、つくる時間をお楽しみください。

京都芸術大学大学院
文化デザイン・芸術教育領域

「資源循環と創造性教育のための社会教育施設」として想定される活動や設備：
1）資源再生 / 地域の生産工房
資源ごみから家具や雑貨、学校用学習教材を製作・再生するための工房施設、地域の食材で作る食品加工施設。 

2）アップサイクル・ワークショップ
子どもから大人まで参加可能な創作活動を通した資源循環教育の実施。

3）展示スペース
再生資源を用いたアート作品や活動の成果を展示。

4）地域協力イベント
市民参加型の資源回収やフリーマーケットの企画。

5） 宿泊・キャンプ
泊まれる学校で自然体験のプログラム。

つくる つかう とまるかんがえる

9月27日開催：星空交流会全戸配布チラシ 11月29日開催：成果発表会全戸配布チラシ

10月19日開催：城跡芸術展ボンボンマルシェ掲出パネル
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三浦製材所の裏山 湯谷ヶ岳登山

夏の西別院町大槻並 46号線から別院中学校への分岐点

石田梅岩記念館東別院町湯谷からの眺め



　本調査は、旧別院中学校校舎を対象に、地域環境の把握、住民意向の整理、ならびに全国の廃
校活用事例の調査を通じて、今後の利活用の方向性を検討したものである。別院地区は、里山的
景観や歴史文化資源に恵まれた環境を有する一方、人口減少や高齢化、インフラ条件といった
構造的課題を抱えており、校舎単体の恒常的・占有的活用を前提とした計画には現実的な制約
が多いことが明らかとなった。
　住民アンケートからは交流や生活支援機能への期待が確認されたが、地域の持続可能性を考
えるうえでは、現状の住民ニーズの反映にとどまらず、外部との関係性をいかに構築していく
かが重要な課題であることも示唆された。先行事例の分析からは、体制等を考慮すると、短期滞
在や断続的利用を通じて関係人口を育てるアプローチが、別院地区においても有効である可能
性が見出された。
　以上を踏まえ、次年度以降は、旧別院中学校校舎を拠点としつつ、地域全体を視野に入れた実
践的な検証段階へと移行することが求められる。本調査は、そのための前提条件と論点を整理
する基礎資料と位置付けられるものである。

おわりに
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令和 8 年 1 月 21 日 

 

 

 

 

 

総務文教常任委員会 

【　行　政　報　告　】 

 

 

 

 

 

 

総務部 



 

「カーシェルター野水（車中避難場所）設置条例（案）」に

ついて 

 

 

名　　称　　　　　　「カーシェルター野水（車中避難場所）」 

 

位　　置　　　　　　亀岡市吉川町穴川野水１５番１ 

 

設置目的　　　　　大規模な災害が発生した場合の地域防災拠点、緊急

避難場所としての利用及び応急対策に必要な資機材

を備蓄するため、車中避難場所を設置する。 

 

使用許可　　　　 ・　この場所を使用しようとする者は、あらかじめ市長

の許可を受けなければならない。 

 

・ 目的外使用については、使用料を設ける。 

 

そ の 他　　　　 ・　条例制定後、指定緊急避難場所に指定する。 
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亀岡市消防団アンケート 

～結果報告～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

亀岡市総務部自治防災課 
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           調査概要                

１ 調査目的 

  消防団は、地域防災の中核的存在としての役割を果たしている中、団員の担い手と

なる世代の人口減少及び社会経済情勢の変化など、消防団を取り巻く環境は大きく

変化しており、今後、団員を確保することが困難になることが予想されます。 

  これらのことを踏まえ、実情に即した消防団のあり方を検討するため、消防団の現

状を把握する基礎資料とすることを目的として、アンケートを実施しました。 

 

２ 調査対象 

  亀岡市消防団全団員 ８０１名（令和７年４月） 

 

３ 調査方法 

  ロゴフォーム（アンケート作成ツール）による調査 

 

４ 調査期間 

  令和７年５月１４日（水）～令和７年６月３０日（月） 

 

５ 調査項目 

（１）回答者の属性 

（２）入団動機と家族の理解 

（３）消防団員の確保について 

（４）分団の編成について 

（５）消防団活動について 

（６）女性・学生等の消防団への参加について 

（７）消防団の将来について 

 

６ 回答状況 

  回答数 ４５７名 

  回答率 約５７％（４５７名／８０１名） 

 
７ 集計上の注意事項 
（１）１人の回答者が複数回答する設問があります。 
（２）比率は、小数点第１位を四捨五入しているため、合計が１００％にならない場合 

があります。 
（３）自由記載の記述内容については、原則として原文のまま掲載しています。表現 

については、あくまでも記入者の主観であることを申し添えます。 

（４）特定の個人名・団体名が判別できる表現については、割愛、または、一部修正 

しています。 

１ 



(1) 性別を選択してください。
447 人 98 ％

9 人 2 ％
1 人 0 ％

(2) 年齢を選択してください。
0 人 0 ％
9 人 2 ％

124 人 27 ％
231 人 51 ％
87 人 19 ％
6 人 1 ％

(3) 居住地を選択してください。
420 人 92 ％
37 人 8 ％

(4) 勤務地を選択してください。
253 人 55 ％
204 人 45 ％

１　回答者の属性

その他（回答しないを含む）

５０歳代
６０歳代以上

亀岡市
亀岡市以外

亀岡市
亀岡市以外

女性

２０歳未満
２０歳代
３０歳代
４０歳代

男性

2



(5) 職業を選択してください。
284 人 62 ％

8 人 2 ％
85 人 19 ％
20 人 4 ％
37 人 8 ％
1 人 0 ％

22 人 5 ％

(6) 消防団在籍年数を選択してください。
65 人 14 ％

104 人 23 ％
94 人 21 ％
96 人 21 ％
54 人 12 ％
44 人 10 ％

問１ あなたが消防団に入団した動機は何ですか？（複数回答可）

２　入団動機と家族の理解

５年未満
５年～１０年
１１年～１５年
１６年～２０年
２１年～２５年
２６年以上

パート・アルバイト
自営業

無職
その他

会社・団体役員
公務員

会社員

総計５９３件のうち、最も回答が多かったのは「団員や元団員から誘われたから」５５％

（３２８件）、次いで「自治会や地元の人から勧められたから」１６％（９４件）、「地域

の慣習で入団するのか当然だから」１５％（９０件）、「親や兄弟など家族に勧められたか

ら」が９％（５４件）となっています。
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問２ 消防団に入団してどのように感じていますか？（複数回答可）

問３ 消防団活動に対して家族からの理解は得られていますか？

総計１，３１７件のうち、最も回答が多かったのは、「幅広い年代や多くの人と知り合

えた」２２％（２９０件）で、「消防に関する知識や技術が身についた」１６％（２０７

件）、「地域の人から感謝され、やりがいを感じている」８％（１１０件）という前向き

な意見が多く寄せられました。 一方、「訓練や行事が多く、本業や生活に支障がある」

１８％（２３３件）、「家族に負担をかけている」１６％（２１７件）、「自分の時間が

少なくなった」１６％（２１４件）といった意見も見られました。

総数４５７人のうち、「理解を得ている」２７％（１２５人）、「どちらかというと理

解を得ている」３７％（１６９人）を合わせると、６割以上が家族の理解を得ています。

一方、「理解を得ていない」１０％（４１人）、「どちらかというと理解を得ていない」

１１％（５２人）を合わせると、２割は家族からの理解が不足していると感じています。

4



問４ 新入団員の確保について、あなたの考えはどれですか？

問５ 団員確保の方法として、どのような手段を用いていますか？（複数回答可）

３　消防団員の確保について

総数４５７人のうち、「確保できていない」５１％（２３２人）、「今後、確保できな

くなると思う」４０％（１８５人）を合わせると、９割以上が、新入団員の確保について、

今後さらに難しくなると感じています。一方、「何とか確保できている」７％（３３人）、

「確保できている」２％（７人）を合わせると、１割弱が確保できていると感じています。

総計７４７件の回答のうち、最も多くの回答を得たのは、「団員が地域の方を直接勧誘

している」４６％（３４４件）で、これが主要な勧誘手段となっています。次いで「団員

の先輩・友人・知人を勧誘している」１４％（１０２件）、「自治会や自主防災会に依頼

する」１２％（８９件）、「元団員の親族を勧誘している」１０％（７５件）が多く用い

られています。
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問６ 団員確保の支障となっていると思われることがあれば教えてください。
（複数回答可）

問７ あなたが所属している分団で、定数に対して、実際に活動している団員の割合
は？

４　分団の編成について

総計９８７件の回答のうち、最も多くの回答を得たのは、「訓練や行事が多く、仕事や

私生活に支障があると思われている」３９％（３８８件）、次いで「消防団のイメージが

悪く、地域の協力が得られない」３８％（３７７件）や「消防団の活動内容が知られてい

ない」１５％（１５１件）が主要な支障として挙げられています。

総数４５７人の回答のうち、４１％（１８６人）が「分団員の５割以上～７割未満が活

動している」と感じています。次に２８％（１２８人）が「分団員の３割以上～５割未満

が活動している」、続いて２１％（９５人）が「分団員の７割以上～９割未満が活動して

いる」と感じています。
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問８ あなたが所属している分団の人数は、活動に対してどう思われますか？

問９ あなたが所属している分団の班（部）の数についてどう思われますか？

総数４５７人の回答のうち、１４％（６６人）が「多すぎる」、「少し多い」と感じて

います。一方、４７％（２１３人）が「少し不足している」、「不足していて活動に支障

がある」と感じています。

総数４５７人の回答のうち、最も多くの回答を得たのは「班（部）の数は適当である」

５６％（２５６人）となり、半数以上が現状維持を希望していることが分かります。しか

し、「班（部）の数が多い」１９％（８５人）、「班（部）の数が少ない」８％（３６

人）との意見や、「わからない」１８％（８０人）と明確な意見を持っていない人も一定

数存在します。
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問１０ あなたが所属している班（部）の人数は、活動に対してどう思われますか？

問１１ 分団の編成についてどう思いますか？

総数４５７人の回答のうち、３２％（１４６人）が「丁度よい」と感じています。一方

で４２％（１９５人）が「少し不足している」、「不足していて活動に支障がある」と感

じており、１３％（６１人）が「少し多い」、「多すぎる」と感じています。

総数４５７人の回答のうち、最も多くの回答を得たのは「わからない」３１％（１４２

人）で、編成についての明確な意見を持っていない人が多いことが分かります。しかし、

「再編成すべき」２９％（１３２人）、「活動に適正な編成である」２０％（９２人）、

「将来的には再編成すべき」２０％（９１人）となり、多様な意見があることが示されて

います。
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問１２ 問１１で「再編成すべき」、「将来的には再編成すべき」を選択した方にお聞
きします。再編成すべき理由は何ですか？

■ 意見（抜粋）
・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

　人口が減って新入団員が確保出来ない地域がある一方で、新興住宅地ができて人口が増えて
いる地域もあるので。

　昔からの団員の定数のままで、人口が減少している地域に負担がある。勧誘できる人がいな
い。人口が増えている地域の定数を増やせば良い。

　地域の世帯状況（新興住宅地など）が変化している中で、現状の編成では対応しきれていな
いと感じています。

　人が少なすぎる分団があり、直ぐに退団出来る分団とそうでない分団があり不公平感がある
為。

　地域の住民の減少、高齢化にもかかわらず、人数の再配分がされていないため、若年者の少
ない地区では中高年の負担が続いている一方で、他の班でそれよりも若い人が退団する事があ
る。

　人数が不足しているにも関わらず、仕事量が変わらないということは必然的に参加者の負担
が増える。再編成と重複業務の見直しや分担なと効率化を同時に進めることで長期的に持続可
能な活動にかると思う。

　人口減少に伴い、地域によっては団員確保が難しく、なかなか退団もできない。ブロック
(町)で１つの分団にし、分団を支部にする。いわゆる合併吸収が必要。

　現在、分団として実質参加している人数が少なく高齢化も進んでいる上に新入団員確保も難
しいので再編成は必要と考えました。

　なり手が不足している現状があるため、組織的に成り立たなくなってくることが予測される
ため。

　現在の分団の定数については、現状や今後の消防団の活動についての実態に即していないと
思います。例えば、現在の分団ごとの定数で考えるのではなく、ブロック単位で必要な定数や
班数などを検討するなど、一つの分団で定数を確保していくのは困難だと考えます。

　現在のブロックを分団にし、現在の分団を班にして、合併する形をとり、人数を減らすべ
き。同ブロック内の範囲で火事等が起これば、隣の分団でも出動するため。

　当分団地域内に分署があるのが、第一の理由です。団員確保が難しいですが、分団の活動(緊
急時含めて)登録数の半分以下での参加だと思いますが、十分に、活動出来ていると思います。
班が、多く、参加者が少ないので、車両の維持の負担は多いと思います。

　市外住居の方、幽霊団員が、どの班にもおられる。また、新入団員もおらず、今の定員で過
去と同じ活動をするのは、現役団員の平均年齢も上がっているので無理がある。実働人員に見
合ったものに編成、活動乃見直しをするべき。

　実際に活動している方が班長だけの班があり、長くその状態なので、退団できないだけでな
く、活動自体隣の班が担っているため。

　町ごとではなく地域単位にして団員数を調整するべきと思う。少子高齢化が進んでいるの
で、団員の確保を考えての事。また交通網や積車の配備の充実により現場に駆け付け易くなっ
ているが、地元で仕事をしている人、自営業が減っているので実際現場に出れる人は毎回同じ
人ですので再編成を望みます。

　現班、現分団では人数が集まらない。広い地域で活動して行く方が有効的だと感じる。

　うちの分団は他の分団に比べて人口が多い割に人数も部も班も少ない。副分団長以上に上が
るのに部長経験者しかなれないという分団内の暗黙の了解があるのですが一年に一人しか部長
経験者が増えない。そうなると部長イコール将来の分団長が約束されてしまう。部長すら受け
るのに覚悟がいるようになるので若い団員がなりたがらない。

　隣接する他分団でも人員確保に苦労していると聞きます。今はブロック単位で活動する場面
もあるので、ブロックを一つの分団に集約するのも良いかと考えます。

　人数が少なく今後も減る一方で１人１人の負担が大きすぎる。人数の多い分団は負担を大人
数で分散できるが団員の少ない分団は2年や３年に一度班長などの役職も回ってきたり、それに
よって訓練の出席も増える、60歳を超えても退団もできず、士気も低下してしまう。過疎の地
域は１人１人の負担がかなり大きいので何か改善しないと行けないと思う。
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問１３ 問１１で「再編成すべき」、「将来的には再編成すべき」を選択した方にお聞
きします。再編成する場合の時期は、次のうちどれが適当だと思いますか？

問１４ あなたが出動しやすい時期や時間帯等は？

５　消防団活動について

総数２２３人の回答のうち、最も多くの回答を得たのは「すぐに実施すべき」６５％

（１４６人）で半数以上となっています。次いで「わからない」１３％（２９人）、「３

年後」１０％（２３件）、「５年後」８％（１８人）となっています。

総数４５７人の回答のうち、最も多くの回答を得たのは「夜間」２９％（１３３人）、

次いで「休日昼間」２６％（１１９人）となっており、この時間帯の出動態勢は一定数の

団員が対応可能であることが分かります。一方、「平日昼間」は４％（１６件）となって

おり、この時間帯の災害対応は厳しい状況となっています。
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問１５ 問１４で「出動できない」を選択した方にお聞きします。出動できない理由は
何ですか？（複数回答可）

問１６ 消防団活動として重要であると思う活動はどれですか？（複数回答可）

総計７０件の回答のうち、最も多くの回答を得たのは「仕事や学校が忙しく出動できる状

況ではないため」３６％（２５件）となり、「欠勤や早退扱いになるため」１６％（１１

件）や「会社や上司など、職場の承諾を得られないため」１１％（８件）の職場の制約を合

計すると６３％（４４件）となります。また、「勤務先が遠いため」２９％（２０件）と

いった距離的な理由も見られます。

総計１，１９８件の回答のうち、最も多くの回答を得たのは「消火活動（消防署の消火活

動の補助を含む」３２％（３８６件）、次いで「行方不明者の捜索活動」１７％（２０１

件）となっており、災害現場等に係る活動が約５割を占めています。また、「火災予防週間

の広報活動」１３％（１５６件）、「市民等に対する消防訓練等の指導」１１％（１２６

件）、「地域行事（祭りなど）での活動」１０％（１２４件）、「高齢者世帯訪問による防

火指導」６％（７２件）など、地域における市民等に対する指導及び広報が４割を占めてい

ます。更に、「各個訓練等の各種訓練」７％（８８件）、「消防操法大会」２％（２３件）

も少数ながら重要と感じられています。
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問１７ 男性だけの分団に女性が入ることや、女性だけの分団に男性が入ることについ
て、どう思いますか？

問１８ 学生の消防団への参加について、どう思いますか？

６　女性・学生等の消防団への参加について

総数４５７人の回答のうち、「希望があれば入団してもらいたい」４１％（１８６人）

と「是非入団してほしい」１５％（６８人）を合わせると、半数以上が入団を望んでいる

という前向きな意見が多く寄せられました。また、「希望があれば入団することは拒まな

いが、どのような活動を担っていただくべきか分からない」３０％（１３７人）といった

活動内容に不安を感じている意見も見られました。一方、「現時点で、異性の消防団への

参加の必要性を感じない」１１％（５１人）との意見も少なくありません。

総数４５７人の回答のうち、「希望があれば入団してもらいたい」４７％（２１３人）

と「是非入団してほしい」２２％（９９人）を合わせると、約７割が入団を望んでいると

いう前向きな意見が多く寄せられました。また、「希望があれば入団することは拒まない

が、どのような活動を担っていただくべきか分からない」１６％（７５人）といった活動

内容に不安を感じている意見も見られました。一方、「現時点で、学生の消防団への参加

の必要性を感じない」１２％（５５人）との意見も少なくありません。
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問１９ 消防団の将来について、あなたの考えを聞かせてください。（複数回答可）

７　消防団の将来について

総計６５３件の回答のうち、最も多くの回答を得たのは「地域防災力の要として、消防

団活動を地域での消火・防災活動に専念させる」４６％（３０１件）となり、災害現場活

動に専念させることを希望する声が多いことが分かります。また、将来的に機能別消防団

の設置、小型ポンプ積載車の配備強化、広報活動の充実及び行事の夜間開催など、多様な

意見があることが示されています。
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・余部町谷川尻他地内に係る市有地境界確定調査測量等業務 

について 



【資料１】

位 置 図

亀岡Ⅰ．C



【資料２】

市有地境界確定調査測量等業務委託

亀岡市余部町谷川尻 他地内

業務実施場所

想定境界

国営ほ場整備

境界確定

廃川敷

(法定外公共物)



【資料３】

【令和６年度】

関係機関との調整
(京都府・法務局)

【令和７年度】

備考
５ ６ ７ ８ ９ 10 11３ ４ ５ ６ ７ ８

市有地境界確定調査測量等業務委託（スケジュール）

令和６年度 令和７年度

10 11 12 １ ２ ３12 １ ２９

境界確定図作成
業務

京都公共嘱託登記土
地家屋調査士協会

調査・測量業務
実施

契約

契約

京都公共嘱託登記土
地家屋調査士協会

公嘱協会委託契約

境界確定申請業務

境界立会業務

7/11

公嘱協会委託契約

資料調査・現地調査・現況測量・図面作成

10/14

当該地と国道372号にまた

がって個人名義の土地が一

部存在していることが判明

関係機関との調整に時間を要し、業務完了

９月議会にて補正予算上程、承認

関係機関との調整が完了
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26.5%

4.3%

29.2%

12.3%

19.7%

7.4%

0.6%

①主体的に過ごせる力

②基本的な生活習慣

③仲間関係を広げる力

④自主的にできる力

⑤表現することができる力

⑥自身が考え、判断できる力

⑦その他

 

 
【対象者】 かめおか児童クラブ（１８クラブ）の児童及び保護者 

【対象者数】 １，６５１名 

【実施期間】 令和７年９月１０日（水）～３０日（火） 

【回答数】 ７６２名分（５９８世帯、回答率４６．２％）  

 

① 児童の学年 

学年 １年生 ２年生 ３年生 ４年生 ５年生 ６年生 

人数(人) 225 184 145 117 55 36 

割合(%) 29.5% 24.2% 19.0% 15.4% 7.2% 4.7% 

 

② 現在の入会期間 

項 目 割合(%) 件数(件) 

年間利用 89.8% 537 

長期休暇のみ 4.2% 25 

一時利用 6.0% 36 

 

③ 児童クラブでの生活や遊びを通して、健全育成に繋がっているか 

項 目 割合(%) 件数(件) 

大いに思う 18.9% 113 

まあまあ思う 38.3% 229 

普通 26.8% 160 

あまり思わない 14.2% 85 

全く思わない 1.8% 11 

 

④ 児童クラブにおける子どもたちへの育成支援として期待されること ※複数回答あり 

項 目 割合(%) 件数(件) 

①宿題や遊び、片付けなど、時間に見通しをもって主体的に

過ごせる力 
26.5% 331 

②手洗いやうがい、持ち物の管理や整理整頓など基本的な生

活習慣 
4.3% 53 

③遊びなどを通じて、お互いを尊重し、認め合う中で、 

仲間関係を広げる力 
29.2% 364 

④宿題や自習等の学習活動を自主的にできる力 12.3% 153 

⑤集団行動の中で、自分の気持ちや意見を表現することがで

きる力 
19.7% 246 

⑥遊びの場面などで、危険なことについて自身が考え、 

判断できる力 
7.4% 92 

⑦その他 0.6% 8 

89.8%

4.2%

6.0%

年間利用

長期休暇のみ

一時利用

18.9%

38.3%

26.8%

14.2%

1.8%

大いに思う

まあまあ思う

普通

あまり思わない

全く思わない

令和７年度 かめおか児童クラブアンケート結果について 
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⑤ 支援員のお子様に対する対応についての満足度 

項 目 割合(%) 件数(件) 

大いに思う 31.6% 189 

まあまあ思う 31.9% 191 

普通 23.0% 137 

あまり思わない 11.5% 69 

全く思わない 2.0% 12 

 

⑥ 児童クラブでの生活や遊びについての満足度（お子様の気持ち） 

項 目 割合(%) 件数(件) 

大いに思う 20.4% 122 

まあまあ思う 33.3% 199 

普通 28.3% 169 

あまり思わない 14.7% 88 

全く思わない 3.3% 20 

 

【⑥のそう思う理由、意見等（記述）】 

支援員との関係（支援員の対応、コミュニケーション、サポートについて） 

・先生が寄り添ってくれて関わってくれるので落ち着いて過ごせる。 

・年配の支援員から折り紙や工作、昔遊びなどの多くの経験を経験させてくれる。 

・支援員を信頼できて、良い関係を築ける。 

・保護者にとっては、親代わりみたいなものだと思っている。 

・危険な行為について強く注意してくれるのでありがたい。 

・学校の先生と違った視点で子どもたちのことを理解してくれている。 

・支援級の子どもを通わせているが、子どもの気持ちを考えて寄り添うことを第一に 

考え、親にも寄り添ってくれるのでありがたい。 

・現在の体制では、限界があるように感じる。 

・支援員の手に負えないように感じる。 

子ども同士の関係（友達との遊び、関係性について） 

・学年やクラスを超えて友達ができて嬉しい。 

・誰と遊んだかを嬉しそうに報告してくれる。 

・トラブルが多く、喧嘩をしたり暴力を振るわれたり、こちらもやり返したり、 

ものを壊されたり、喧嘩を引きずり習い事に行けなかったりする。 

遊びの内容（提供される遊びや活動について） 

・いろいろな経験ができる。 

・ゲーム以外の遊びを取り入れてくれている。 

・興味のなかった折り紙や塗り絵に興味を持ち、宿題等もして帰ってきてくれる。 

・子どもたちの意思をできる限り尊重してくれている。 

・学校の時間と違い、なかよしでは、自由さと適度な規律があり、心の「余白」を生み 

出してくれている。 

・時間を決めて指導されているので、時計を見て動く習慣がついて良い。 

20.4%

33.3%
28.3%

14.7%

3.3%

大いに思う

まあまあ思う

普通

あまり思わない

全く思わない

31.6%

31.9%

23.0%

11.5%

2.0%

大いに思う

まあまあ思う

普通

あまり思わない

全く思わない
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86.5%

3.5%
1.5%

8.5%

現状のままで良い

１９時３０分までを希望

２０時までを希望

その他

42.5%

20.0%

35.0%

2.5%

安詳小学校

大井小学校

城西小学校

利用していない

・勉強の時間がうるさい。 

・人数が多すぎる。 

児童クラブの環境について 

・児童に対してスペースと職員数が少ない気がする。 

・設備が古く落ち着かない。 

 

⑦ 今後の開設時間延長希望の有無（通常授業時） 

項 目 割合(%) 件数(件) 

現状のままで良い 92.0% 549 

１９時３０分までを希望 4.4% 27 

２０時までを希望 1.8% 11 

その他 1.8% 11 

 

⑧ 今後の開設時間延長希望の有無（長期休業日期間） 

項 目 割合(%) 件数(件) 

現状のままで良い 86.5% 517 

１９時３０分までを希望 3.5% 21 

２０時までを希望 1.5% 9 

その他 8.5% 51 

 

⑨ 土曜日・日曜日・祝日の利用日について 

項 目 割合(%) 件数(件) 

土曜日 6.5% 40 

日曜日 0.2% 1 

祝日 2.1% 13 

利用していない 91.2% 557 

 

⑩ 土曜日・日曜日・祝日今後の開設時間について（利用者のみ） 

項 目 割合(%) 件数(件) 

現状のままで良い 63.4% 26 

７時３０分から開設 24.4% 10 

７時４５分から開設 9.8% 4 

１９時３０分まで開設 0.0% 0 

２０時まで開設 2.4% 1 

 

⑪ 土曜日に利用している児童クラブ（利用者のみ） 

項 目 割合(%) 件数(件) 

安詳小学校 42.5% 17 

大井小学校 20.0% 8 

城西小学校 35.0% 14 

利用していない 2.5% 1 

 

6.5% 0.2% 2.1%

91.2%

土曜日

日曜日

祝日

利用していない

63.4%

24.4%

9.8%

0.0% 2.4%

現状のままで良い

７時３０分から開設

７時４５分から開設

１９時３０分まで開設

２０時まで開設

92.0%

4.4%

1.8% 1.8%

現状のままで良い

１９時３０分までを希望

２０時までを希望

その他
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31.4%

23.4%12.1%

30.8%

2.3%

外遊びができる

学校の施設内

駐車場が広い

自宅から近い

その他

92.5%

7.5%

現状のままで良い

変更を希望する

81.3%

0.2%

12.4%

2.0% 4.1%

利用する必要がない

開設時間による理由

開設場所による理由

負担金による理由

その他

40.0%

60.0%

やむを得ない

入会できることを

優先する

⑫ 土曜、日曜、祝日の開設場所について 

 

 

⑬ 土曜、日曜、祝日の開設場所に対する希望  ※複数回答あり 

項 目 割合(%) 件数(件) 

外遊びができる 31.4% 301 

学校の施設内 23.4% 224 

駐車場が広い 12.1% 116 

自宅から近い 30.8% 295 

その他 2.3% 22 

 

⑭ 土曜、日曜、祝日を利用されてない理由 

項 目 割合(%) 件数(件) 

利用する必要がない 81.3% 453 

開設時間による理由 0.2% 1 

開設場所による理由 12.4% 69 

負担金による理由 2.0% 11 

その他 4.1% 23 

 

⑮ 定員を設けることについて 

項 目 割合(%) 件数(件) 

定員を設けることはやむを得ない 40.0% 239 

定員を設けず速やかに入会できることを優先する 60.0% 359 

 

⑯ 負担金について 

項 目 割合(%) 件数(件) 

利用環境が改善されるなら増額や別途料金の 

負担はやむを得ない 
54.5% 326 

増額や別途料金が必要なら現状のままで良い 45.5% 272 

 

⑰ 夏季休業中のデリバリー制昼食の利用有無について 

項 目 割合(%) 件数(件) 

利用してない 94.3% 564 

利用した 5.7% 34 

 

 

 

 

 

 

項 目 割合(%) 件数(件) 

現状のままで良い 92.5% 553 

変更を希望する 7.5% 45 

94.3%

5.7%

利用してない

利用した

54.5%

45.5%やむを得ない

現状のままで良い
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⑱ 児童クラブに対する意見、要望 

支援員との関係（支援員の対応、コミュニケーション、サポートについて） 

・近くで見守ってもらい感謝している。 

・沢山の生徒を預かり、安全かつ楽しく過ごせるようにしてくださっている。 

・昔ながらの遊びを教えてもらえたり、危険性やケガについても丁寧に説明して 

くださる先生方に感謝している。 

・費用がかかっても有資格者を増やしてほしい。 

遊びの内容（提供される遊びや活動について） 

・子どもの刺激になるような遊びができて嬉しい。 

・元気盛りの子どもを見てもらえていて嬉しい。 

・教室でも頭を使い、手先も使う工夫された道具などを揃えてもらえて嬉しい。 

・おやつの提供をしてほしい。 

児童クラブの環境（施設の設備、清潔さ、安全性について） 

・短縮の際もお菓子の持参を許可してほしい。 

・施設の改善に取り組んでほしい。（トイレ等） 

・防犯対策が弱いと感じる。 

 



総務文教常任委員会　指摘要望事項等（Ｒ５.Ｒ６.Ｒ７） 

 

【Ｒ５．３月議会】 

〇予算特別委員会 

・広報経費、ローカルプレス発行業務委託料について、シティプロモーション

につながるよう取り組まれるとともに、今後も進捗状況を適宜委員会に報告

されたい。 

・学校建設事業費（小学校費）、育親学園通学路階段整備工事について、低学

年への配慮をされたい。 

・図書館整備事業費、図書館中央館リニューアル工事費について、リニューア

ルに当たっては施設長寿命化の観点を取り入れられたい。 

 

【Ｒ５．６月議会】 

〇総務文教常任委員会 

　・生涯スポーツ振興経費における市オフィシャルバルーンの製作後の活用計

画やランニングコスト、保管方法などについて、また、バルーンフェスティ

バルの開催期間延長による警備方針などフェスティバルの実施計画につい

て明確にし、適宜議会に報告されたい。 

 

【Ｒ６．３月議会】 

〇予算特別委員会 

・亀岡ジャズフェスティバルについて、補助金の使途を明らかにし、効果や在

り方を検証されたい。また、市政アドバイザーの設置にあたっては、市とし

て一定のガイドラインを策定し統括されたい。 

・学校給食センターについて、老朽箇所を早急に点検し、根本的な対応を実施

されたい。 

〇総務文教常任委員会 

・消防団団員報酬について、より迅速に国の示す基準まで引き上げられたい。 

 

【Ｒ６．６月議会】 

〇総務文教常任委員会 

　・亀岡市新資料館（仮称）整備基本構想に掲げられる理念を実現するために、

慎重な調査・検討を重ね、建設場所の選定を含めた基本計画を策定すること、

それら調査・検討結果を適宜議会に報告されたい。 

 

 

 



【Ｒ６．９月議会】 

〇総務文教常任委員会 

　・給食センター管理経費については、安定的に給食を提供できる環境を整える

ため、老朽化した学校給食センターの現状を把握し優先順位を明確にして

対応されたい。 

・文化財保護経費（単独）は、角倉了以・素庵親子の偉業をたたえる顕彰事業

等について、ベトナム視察を含め、すべての事業に対し、亀岡市として、明

確な意義と目的を持って取り組まれたい。 

・万博体験実施業務委託経費における債務負担行為の設定については、公益社

団法人２０２５年日本国際博覧会協会等からの情報を取得する都度速やか

に、万博体験事業の実現が可能となるよう確実に準備されたい。 

　・財産の取得（追認）について、今後、このようなことのないよう、法令順守

はもちろんのこと、確実なチェック体制を強化されたい。 

 

【Ｒ６．１２月議会】 

〇総務文教常任委員会 

　・「ガレリアかめおかの指定管理者は、今後、一定期間で実績を上げられなけ

れば、収益を上げられる事業者の幅広い募集を検討されたい」と令和３年３

月に行った指摘要望が実行されていないと感じるため、さらなる４年間の

実績によっては、次の更新時に違う視点を取り入れた事業者選定を検討さ

れたく再度指摘します。また、ガレリアかめおかは、生涯学習施設にこだわ

らず、総合的な観点から生涯学習部とは別の部署において、その在り方と可

能性について全庁的に研究、検証を行なわれたい。 

 

【Ｒ７．９月議会】 

〇総務文教常任委員会　附帯決議案に関する意見 

・毘沙門荘に関連する今後の予算案について、目的と事業内容が明確でないも

のは認められない。市民理解が得られるよう、本予算で着実に調査と意見聴

取を行い、その結果に基づいて十分に検討すること。 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 

【参考】 

第１７期における月例開催テーマ 

　 

　　前期：「行政の見える化」 

 

　　後期：「防災・教育のＳＤＧｓによる深掘り」 



 

第１８期における月例開催テーマ 

　 

　　前期：「子どもに関する施策の充実について～学び・育成・権利～」 

 

　　後期：「子どもに関する施策の充実について～学び・育成・権利～」



番号 事業名 評価 意見等

1 ふるさと力向上経費 １　拡充

〇戦略性を持って安定供給できる返礼品開発と経費等の対
策に努められたい。
〇ふるさと納税事務の経験を積み重ね、制度を熟知した専
属職員の確保や配置と強固な組織体制づくりに努められた
い。
〇広報プロモーション課やふるさと商社（産品開発）と連
携し、さらなる成果を上げられたい。

2
コミュニティ推進経費
（市政協力業務委託料）

２　現状維持

〇業務委託である以上、透明性を図る意味でも業務の目
的、内容、金額等について、各自治会が住民に説明責任を
果たされるよう、市として働きかけられたい。
〇地域コミュニティの醸成を図る意味でも、さらに自治会
と連携を強め、自治会加入が増えるよう、コミュニティ推
進に努められたい。

3 かめおか児童クラブ運営経費 １　拡充

〇支援員の確保や人材育成（研修）、さらなる学校や家庭
との連携、民間力の活用も含め、保育環境の充実に努めら
れたい。
〇アンケートの定期的な実施をはじめ、常に保護者や児童
生徒の声を拾い上げ、ニーズに合わせた安全・安心な子ど
もの居場所づくりを進められたい。

4 二十歳式典経費 ３　見直しの上継続

〇実行委員会が主体的に取り組む形式を大切にし、今後も
継続されたい。
〇会場選びや時間帯の再考も含め、今の亀岡や時代のニー
ズにあったものへと可能性の幅を広げられたい。

≪総務文教分科会≫　令和７年９月決算特別委員会　事務事業評価結果　　　　　　　



番号 事業名 評価 意見等

1 情報化推進経費 １　拡充

〇業務の効率化がより図れる新たな手法の研究に努め、市民サービ
スの向上につなげられたい。
〇ＤＸに精通した人材の配置、育成を図られたい。
〇デジタル化の進行による、いわゆるデジタル弱者への対策に努め
られたい。

2 不登校対策経費 １　拡充

〇不登校の早期発見と未然防止の観点から、支援員の増強を検討さ
れたい。
〇先進的な取組を参考に、児童生徒の居場所づくりに努められた
い。
〇本来の学校の在り方を再確認し、魅力的な学校づくりと公教育の
充実を図られたい。

3 情報教育推進経費 ２　現状維持

〇全児童生徒一人一台のタブレット端末配備が完了してから数年経
過した中で、活用率だけに捉われず、アナログとデジタルのバラン
スをとりながら、今後も適正に事業の継続に努められたい。
〇すべての教員・児童・生徒が有効活用できるよう、引き続き支援
に努められるとともに、ＩＣＴ支援員の配置数を、国の定める基準
に引き上げられたい。

≪総務文教分科会≫　令和６年９月決算特別委員会　事務事業評価結果



番号 事業名 評価 意見等

1
文化振興経費
（かめおか霧の芸術祭に係る経費）

４　見直しの上縮小
〇ＳＤＧｓモデル事業にとらわれず、文化芸術振興の目的に絞っ
て、事業の精選に努めること。

2
生涯学習推進経費
（公益財団法人生涯学習かめおか財団補助金）

３　見直しの上継続
〇生涯学習推進の役割を担う事業として、引き続き努力するよう公
益財団法人生涯学習かめおか財団に求められたい。

3
生涯学習推進経費
（ガレリアかめおか指定管理料）

３　見直しの上継続
〇一般社団法人かめおかコンベンションビューローに、指定管理者
を替えた効果が表れるよう、市も責任をもって関わられたい。ま
た、適宜状況を議会に報告すること。

≪総務文教分科会≫　　　令和５年９月決算特別委員会　事務事業評価結果



６ 議 第 １ １ ６ ８ 号 

令和６年１１月２９日 

 

　亀 岡 市 長　桂 川 孝 裕　様 

　亀岡市教育長　神 先 宏 彰　様 

 

亀岡市議会総務文教常任委員会　　　 

委員長　小　林　　仁　　 

 

不登校対策に係る提言 

 

　近年、全国的に小・中・義務教育学校における不登校児童生徒数は増加してお

り、本市も同じ状況にあることから早急に対策を講じていかなくてはなりませ

ん。 

今年度、総務文教常任委員会では、「子どもに関する施策の充実について～学

び・育成・権利～」をテーマに、不登校対策に対して先進的な取組を実施してい

る埼玉県戸田市への行政視察を行うとともに、本市の不登校対策に係る現状に

ついて教育部と意見交換会を実施するなど、調査・研究を進めてまいりました。 

また、９月議会の決算審査において、不登校対策経費を事務事業評価対象事業

に選定し、重点的な議案審査を行った結果、評価を「拡充」とし、以下のとおり

意見を付したところです。 

 

【不登校対策経費の事務事業評価結果】 

 

その後、本常任委員会では、不登校に係る考え方について委員間討議を実施い

たしました。主な内容は次のとおりです。 

 

●いろいろな要因により学校に来ることのできない児童生徒がいる中で、別途

教育の機会を提供することは必要である。 

 
事業名 評価結果 意見等

 

不登校対策経費 拡充

〇不登校の早期発見と未然防止の観点から、

支援員の増強を検討されたい。 

〇先進的な取組を参考に、児童生徒の居場所

づくりに努められたい。 

〇本来の学校の在り方を再確認し、魅力的な

学校づくりと公教育の充実を図られたい。



●教育機会の一つにフリースクールがあり、不登校児童生徒の受け皿となって

いることからこれを否定するものではないが、フリースクールがあるから学

校へ行かなくてもよいという発想となることを危惧する。 

●現在本市の詳徳中ブロックにおいて、京都府により別室教室の試験的な運営

がされている。このデータを分析し、他の学校へ広げていければよい。 

●別室教室には保護者や地域の人など誰でもが参加できる、コミュニケーショ

ンルームのような形としてもよい。 

●不登校児童生徒の対応には保護者との連携が不可欠であるため、保護者同士

が交流できる場づくりが必要である。 

●全員がタブレットを持っているため、困ったときの信号の発信や学校に行き

にくくなったときに状況連絡として活用してはどうか。 

●総合的な不登校対策に係るプランづくりが必要である。 

 

以上の点を踏まえ、総務文教常任委員会として、本市不登校対策について、下

記のとおり提言いたします。 

 

 

記 

 

 

１　不登校にならないように、子どもの変化に気づき、早期発見に努め、未然防

止が必要である。そのためには、教員の配置数が少なく、また多忙を極める

中で、不登校対策支援員やスクールカウンセラーが十分に配置される必要

があり、京都府へ強く要望を行うとともに、市一般財源の予算増額による支

援員等の増強を検討されたい。 

 

２　戸田市では、試験的に行った「ぱれっとルーム」（校内別室教室）を科学的

に分析、検証して当初の３校から全校へ事業を拡充された。本市においても

京都府が別室教室の実験をしているが、その効果等の検証状況を市も共有

する中で、居場所づくり事業の推進に努められたい。また、保護者同士が連

携できる場などの設定について検討されたい。 

 

３　今後の不登校対策については、不登校児童生徒及びその保護者への対応、支

援体制の充実、持続的に安定した適応指導教室の運営、別室教室の開設など

様々な課題がある中で、教育委員会として総合的なプランを策定し取組を

進めることについて検討されたい。また、本来の学校の在り方について今一

度見つめ直すとともに、魅力的な学校づくりと公教育の充実を図られたい。 

 



総務文教常任委員会　委 員 長　　小 林 　  仁 

副委員長　　竹 内  博 士 

委　　員　　浅 田  晴 彦 

原野 実生子 

松 山  雅 行 

三 上 　 泉 

山本 由美子 

福 井  英 昭 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



５ 議 第 １ １ ６ ８ 号 

令和５年１１月２７日 

 

　亀 岡 市 長　桂 川 孝 裕　様 

　亀岡市教育長　神 先 宏 彰　様 

 

亀岡市議会総務文教常任委員会　　　 

委員長　松 山 雅 行　　 

 

学校給食に係る提言 

 

　本市は、令和４年８月２２日に「子どもファースト」を宣言し、その具体的取

組の一つとして、「中学校給食の早期実施」を掲げ、亀岡市学校給食検討懇話会

を設置し、今後の学校給食の在り方を検討されています。本委員会においても、

学校給食についての行政視察を実施するなど、研究・議論を重ねてまいりました。　 

中学校給食については、現在、選択制デリバリー弁当を実施されているものの、

喫食率が低く、食育の要素はありません。また、小学校給食の継続実施と併せて、

現学校給食センターの改修または建替えの問題、中学校給食の実施に係る施設

整備の問題などハード面において多大な費用が必要な状況です。ただ、学校給食

の適正実施は学校給食法に基づいた地方自治体の責務として、一定の予算措置

は当然のことであり、様々な手法がある中で、より効果的で効率的な施策の選択

が大変重要となっています。さらには、令和６年度に育親学園が開校し、令和８

年度から育親学園の自校給食の実施が決定している中において、他校の給食の

進め方も考えていかなくてはなりません。このような状況において、総務文教常

任委員会として、下記のとおり提言いたします。　 

 

記 

 

１　中学校給食の新規実施をはじめ、小学校の給食継続を含めた「学校給食」の

在り方について、様々な手法のメリット・デメリットを十分に研究するとと

もに、必要に応じて手法を組み合わせるハイブリッド方式等、多様な選択肢

についても検討を重ねられたい。その上で、早期に本市にふさわしい最善の

方向性を示されたい。 

 

２　食育基本法における「食育」の理念に基づき、給食も大切な教育の一環であ

ることの認識を持ち、適正に推進されたい。 

 

（裏あり） 



３　選択制デリバリー弁当の量が多いため、選択していないというアンケート

結果や、家庭から持参した弁当も給食時間の関係から少なめにしていると

の声を聞くが、成長段階にある中学生の食事量が減ることは、身体の発育に

重大な支障をきたす懸念があるため、給食実施後は年齢に見合った量の食

事が取れるように、魅力のある給食の提供、給食時間や環境等の確保、人員

配置について十分に配慮されたい。 

 

 

 

総務文教常任委員会　委 員 長　　松 山  雅 行 

副委員長　　三 上 　 泉 

委　　員　　竹 内  博 士 

小 林 　  仁 

浅 田  晴 彦 

原野 実生子 

福 井  英 昭 

山本 由美子



総務文教常任委員会視察先一覧

令和７年度

（千葉県） 木更津市 昭17.11.3 137,027人 24人 ・有機ＪＡＳ認証を目指した「きさらづ学校給食米」の取組について

（神奈川県） 相模原市 昭29.11.20 719,118人 46人 ・相模原市立大野南中学校分校 夜間学級の取組について

（東京都） 小金井市 昭33.10.1 124,963人 24人 ・子どもオンブズパーソン制度について

令和６年度

（埼玉県） 戸田市 昭41.10.1 142,036人 26人 ・戸田型オルタナティブ・プラン（総合的な不登校施策）について

（神奈川県） 川崎市 大13. 7.1 1,545,048人 60人
・川崎市人権施策推進基本計画・第1期実施計画「人権かわさきイニ
シアチブ」について

（愛知県） 豊田市 昭26. 3.1 415,633人 45人 ・豊田市博物館基本計画等について

令和５年度

(新潟県) 三条市 平17. 5. 1 93,000人 22人 ・学校教育の取組（小中一貫校、キャリア教育等）について

(新潟都) 五泉市 平18. 1. 1 46,900人 20人 ・ラポルテ五泉（文化ホール）について

(神奈川県) 愛川町 昭15. 4. 1 39,600人 14人 ・中学校給食の取組について

令和４年度

(茨城県) つくば市 昭62.11.30 248,284人 28人 ・ＧＩＧＡスクール構想シームレス教育の取組について

(東京都) 足立区 昭 7.10. 1 688,065人 45人 ・おいしい給食事業について

(千葉県) 印西市 平 8. 4. 1 108,141人 22人 ・シティプロモーションプラン、移住定住促進施策について

平成31年度

(山口県) 周南市 平15.4.21 144,430人 30人 ・公共施設再配置の取り組みについて

(山口県) 防府市 昭11.8.25 117,460人 25人 ・定住促進事業について

(山口県) 岩国市 平18.3.20 134,218人 32人 ・防災減災の取り組みについて


